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日野町議会第７回定例会会議録 

 

令和６年１２月１２日（第２日） 

開会  ９時１５分 

散会 １７時２３分 

 

１．出席議員（１４名） 

 １番  錦 戸 由 佳   ８番  山 本 秀 喜 

 ２番  福 永 晃 仁   ９番  髙 橋 源三郎 

 ３番  谷 口 智 哉  １０番  加 藤 和 幸 

 ４番  松 田 洋 子  １１番  後 藤 勇 樹 

 ５番  柚 木 記久雄  １２番  中 西 佳 子 

 ６番  川 東 昭 男  １３番  西 澤 正 治 

 ７番  野 矢 貴 之  １４番  杉 浦 和 人 

 

２．欠席、遅刻、途中退席および早退議員 

   な  し 

 

３．地方自治法第１２１条により説明のため出席した者の職氏名（２３名） 

 町 長  堀 江 和 博  副 町 長  安 田 尚 司 

 教 育 長  安 田 寛 次  政 策 監  河 野 隆 浩 

 総 務 主 監  吉 澤 利 夫  厚 生 主 監  吉 澤 増 穂 

 産 業 建 設 主 監  柴 田 和 英  教 育 次 長  正 木 博 之 

 税 務 課 長  吉 澤 幸 司  企 画 振 興 課 長  小 島  勝 

 交通環境政策課長  大 西 敏 幸  住 民 課 長  杉 村 光 司 

 福 祉 保 健 課 長  福 田 文 彦  福祉保健課地域共生担当課長  芝  雅 宏 

 子ども支援課長  森   弘一郎  農 林 課 長  吉 村 俊 哲 

 建 設 計 画 課 長  杉 本 伸 一  上 下 水 道 課 長  嶋 村 和 典 

 会 計 管 理 者  三 浦 美 奈  学校教育課不登校対応担当課長  赤 尾 宗 一 

 生 涯 学 習 課 長  加 納 治 夫  総務課主席参事  岡 本 昭 彦 

 学校教育課主席参事  山 中 博 嗣     

 

４．事務のため出席した者の職氏名（３名） 

 議 会 事 務 局 長  園 城 久 志  議会事務局書記  藤 澤 絵里菜 

 総 務 課 主 査  星 田 拓 臣     
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５．議事日程 

日程第 １ 議第７０号から議第７７号まで（専決処分について（令和６年度

日野町一般会計補正予算（第６号））ほか７件）および報第１２号

から報第１３号まで（専決処分の報告について（損害賠償の額を

定めることについて）ほか１件）について 

〔質 疑〕 

 〃  ２ 議第７０号 専決処分について（令和６年度日野町一般会計補正

予算（第６号）） 

〔討論・採決〕 

 〃  ３ 請願第４号 学校給食の充実と無償化を求める請願 

 〃  ４ 議第７１号から議第７７号まで（情報通信技術の活用による行政

手続等に係る関係者の利便性の向上並びに行政運営の簡素化及び

効率化を図るためのデジタル社会形成基本法等の一部を改正する

法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例の制定についてほ

か６件）について 

〔委員会付託〕 

 〃  ５ 一般質問 

 ３番 谷口 智哉君 

１３番 西澤 正治君 

 ６番 川東 昭男君 

 ９番 髙橋源三郎君 

 ２番 福永 晃仁君 
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会議の概要 

－開会 ９時１５分－ 

議長（杉浦和人君） 皆さん、おはようございます。全員ご起立をお願いします。 

 一同礼。 

－起 立 ・ 礼－ 

議長（杉浦和人君） ご着席下さい。 

 ただいまの出席議員は全員であります。 

 定足数に達しておりますので、これより本日の会議を開きます。 

 本日の議事日程は、お手元に印刷配付のとおりであります。 

 日程第１ 議第70号から議第77号まで（専決処分について（令和６年度日野町一

般会計補正予算（第６号））ほか７件）について一括議題とし、各案に対する質疑

に入ります。 

 また、報第12号から報第13号まで（専決処分の報告について（損害賠償の額を定

めることについて）ほか１件）についても質疑を許可いたします。 

 質疑はございませんか。 

 ２番、福永晃仁君。 

２番（福永晃仁君） 改めまして、皆様、おはようございます。本日、質疑というこ

とでよろしくお願いいたします。 

 それでは、私から、大きく２つ質疑をさせていただきたいと思います。 

 議第74号、令和６年度日野町一般会計補正予算（第７号）と議第75号、令和６年

度日野町国民健康保険特別会計補正予算（第３号）から２つ質問をさせていただき

ます。 

 まず１つ目、日野町国民健康保険の特別会計補正予算の部分になります。事項別

明細書は48、49ページ、２款の保険給付費の１目の出産育児一時金のところのお話

をお聞きしたいと思います。 

 課長の説明でもありましたように、出産育児一時金が300万円の増額補正という

ふうな形になっています。これについては、国民保険の対象者が、思っていたより

も、想定よりも多かったというふうなところの算出になったというところですけど

も、まずは、その人数、どれぐらい変わったのかということと、もともと算出をさ

れている根拠、そういったものをお聞かせいただきたいと思います。それから、ど

ういった背景があるのかというところをお答えいただいた後、今後この数字が、社

会保険、それから国民健康保険の割合が、国の、今、103万円の問題等もあります

けども、変わってくるような可能性があるのかどうかというところをどのように見

られているのか、これを聞かせいただきたいと思います。 

 それから、大きく２つ目、日野町一般会計補正予算の、コミュニティ助成事業の
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助成金、約1,000万円の減額補正という形の項目についてお聞きをしたいと思いま

す。 

 歳入については、事項別明細書の10ページ、11ページ、21款の諸収入のところで

す。歳出に関しましては、事項別明細書の14から15ページ、２款の総務費のところ

に係ってくるところかなと思っております。 

 コミュニティ助成事業助成金、一般財団法人自治総合センターが行う宝くじの社

会貢献広報事業やと思うんですけども、これを基に自治の力で輝くまちづくり推進

事業などを町が行っていると思っています。こちらに、年度初めに区長さんが頂い

ておられる補助金の一覧のメニュー、私も見させていただきまして、区長さんとも

お話をいろいろとさせていただいていたところです。 

 この1,000万円の減額補正というふうなところで、これが、センターが審査等を

されるということですので、不採択が数件何かあったのかどうかということと、そ

もそも申請団体が思っていたよりも少なかったのかどうか、何件でどのような団体

であったのかというふうなところをお聞かせいただきたいと思います。 

 それから、町が運営するこのような補助金、助成金の周知の方法、それから、認

知度、活用率というのは、今、町はどのように把握をされているかお聞かせ下さい。 

 それから、最後に、このような補助金の算出時における基準の設定、例えば建築

単価、それから物価の基準、消費者物価指数や企業物価指数などもどのように加味

をされて考えられているのかどうかということと、例で言うと約10年前に設定をさ

れた単価のまま補助金の算定がされているような項目も、私、あるのかなというふ

うに思っておりますので、それが今のニーズに実際に応えられる数値設定になって

いるのかどうか、これが、今の申請率とか、住民さんが使いたいときに使いにくい

補助金の状況になっているのではないかというふうに思いますので、そういった状

況もお聞かせいただきたいと。 

 以上、大きく２つお聞かせいただきたいと思います。 

議長（杉浦和人君） ２番、福永晃仁君の質問に対する当局の答弁を求めます。 

 住民課長。 

住民課長（杉村光司君） おはようございます。先ほど質疑いただきました件につき

まして答弁させていただきます。 

 まず、今回、国民健康保険特別会計のほうで出産育児一時金の増額を上げさせて

もらっています。 

 まず、出生に伴います人口動態のほうを見ていきますと、４月からの出生数につ

きましては、４月に出生届を出され住民となっている方の数を見ていくと73人とな

ります。これにつきましては昨年度と比較して減少をしていますが、１月からの１

年間で見ていきますと11月末の時点で94人といった形でありまして、全体で見てい
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きますと令和５年と同じような状況が続いていると推計をしているところでござ

います。 

 次に、今回上げさせてもらったところにつきまして、根拠のところですけれど、

当初予算のほうにつきましては、令和５年度実績である９件といったところから見

まして、１件50万で出産育児一時金を支出していますので、そこから12件といった

形を見込ませてもらって600万といった形で見込んでいましたが、11月末の時点で

既に11件の方が国民健康保険のほうから出産育児一時金を支出しております。今年

度末までにあと数件見込まれることから、今回６件分300万円を追加計上して予算

を上げさせていただいたものになります。 

 次に背景につきましてですが、背景につきましてはなかなか分析といったところ

は難しいんですけれど、予算額が増加していく原因につきまして、国民健康保険に

加入している世帯につきましては、職業別に、自営業、フリーランス、パート、年

金受給者といった方が多い状況になります。また、若い世代のほうを見ていきます

と、やはり自営業、そしてフリーランス、パートの方が多いといった状況になりま

す。これまでにあった働き方に関する考え方にもやはり変化が出てきています。ま

た、国をはじめまして、今後に向けた様々な施策、これもまた継続して続けようと

されているというふうに考えています。働き方にとらわれない、あるいは環境にと

らわれない、自分たちの時間を大切にする、そのような方が国民健康保険の加入者

の中にも増えてきていることもその一因の中にあるのではないのかなというふう

に考えているところでございます。 

 また、現在国のほうでも議論されています被用者保険の拡大、また、そして103

万円の壁とか、そういったところの背景につきましても、今現在県のほうをはじめ

まして様々議論をしています。これにつきましては、国民健康保険の加入者が減っ

ている中、10月には被用者保険の拡大というのも始まっています。１月には国民健

康保険のほうの本算定のほうも行われます。そういった中で加入者をどう見るかと

いうのは、今現在、県をはじめまして課題となっていますので、今後県のほうとも

通じながら、拡大といったところになるのか、今年度につきましてどういうふうに

見ていくのかといったところは議論を進めていきたいと考えています。 

議長（杉浦和人君） 企画振興課長。 

企画振興課長（小島 勝君） おはようございます。 

 議第74号、令和６年度日野町一般会計補正予算（第７号）に、その中の一般コミ

ュニティ助成事業の補助金の1,000万円の減額についてご質問を頂きました。 

 まず、現在の状況でございます。今年度は６件の申請を頂きまして、採択に至っ

たものが２件でございます。その採択に至ったものの２件のうち、１件については

遊具の整備、もう１件につきましては、集会所などの机とか椅子とかテレビとか、
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そういった備品整備でございます。 

 活用の率とか周知のことでございます。 

 この補助金につきましては、議員がご質問されたとおりでございまして、宝くじ

の社会貢献の広報事業として、一般財団法人自治総合センターが、コミュニティ助

成事業、事業助成というのを、毎年夏頃に募集の内容を決めます。それを受けまし

て、町のほうでは、その補助金、助成金の内容が変わっていないか確認の上、毎年

秋頃に、各自治会長さんに、区長発送で個別で通知をさせていただいているという

ものでございます。 

 今年度は６件のうち２件が採択に至ったというところでございますが、全国の状

況を見てみますと、滋賀県の中では37の自治会が採択をされまして、そのうち日野

町の２つの自治会が採択をされたという状況でございます。ですから、大きい市に

おいても２つしか採択されないところが多いような状況でございますので、十分活

用できているのかなというふうに思っております。 

 また、採択に至らなかった団体につきましては、協議を頂きまして、次年度、令

和７年度にも再度申請いただくところもございますので、そういった形でぜひとも

活用いただけるようにというふうに考えているところでございます。 

 あと、それと、これに関連しまして、自治ハウスの整備事業の補助金についても

ご質問を頂いたと思います。こちらの事業につきましては、滋賀県の自治振興交付

金を財源としております。周知につきましては、４月に開催される全町区長会の中

で、日野町補助等一覧表ということで冊子にしたものをまとめさせていただいてお

りますので、それを配付させていただきまして周知を図っているところでございま

す。 

 建築の単価についてもご質問いただきましたが、こちらにつきましては、この補

助金の交付要綱ができた平成17年から変わっていないという状況でございます。ご

指摘いただきまして、ここのところ、見直しが必要かなというふうに考えておりま

すので、県の交付要綱も確認しながら、今後活用いただけるような形で検討を進め

ていきたいというふうに考えております。 

議長（杉浦和人君） 福永晃仁君。 

２番（福永晃仁君） ご答弁いただきました。 

 まず１つ目、国民健康保険の出産育児一時金についてご答弁を頂きました。 

 課長がおっしゃられているようになかなか数を読むということは難しいとは思

いますけども、財政運営、限られた財政の中で適切な運営をしていくためには、先

を読むということも非常に大事かなと思います。世の中の流れとしては恐らく、こ

れから、私は、社会保険のほうがかなり、当然、働き手を、全ての方、働いていた

だくために、じゃないと社会がもたないような流れで、これは国も当然考えておら
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れます、それぞれの生き方がございますが、働いてもらう、それから、特にシルバ

ー人材さんの議論でもあったんですけども、民間に在籍をされる方が恐らく、高年

齢の方もこれから増えてくるんじゃないかなというふうに思うと、社会保険のほう

が一定数の数を保ってくるのかなというふうに思っておりますので、そういったと

ころもしっかりと鑑みて算出を頂ければなと思います。再質問はございません。 

 それから、２番のコミュニティ助成の事業についてのご答弁を頂きました。 

 最後のところで、このコミュニティ助成の事業助成金は、一定の率としては、日

野町としては達成をしているんじゃないかというふうなところで、大きい市と比べ

てもそこは順当なのかなというところになっています。残りのところは次年度等に

検討いただくというところですけども、区等は、次年度また、区長さんがすぐ替わ

られたり引き継ぐというところは、恐らく区長さんによってかなり、知識とかやり

方が大分変わってくるのかなと思うので、恐らく自治会が、今、再編というふうな

形で、町長公約にもありましたけども、一定の基準をずっと履行していけるような

形をいろんな自治会が模索されておりますので、そういったところも見ていただけ

ればなと思います。 

 それから、自治ハウスの改築等に関わる補助金のところなんですけども、昨年ち

ょっと私がお聞きしたところ、この５年間ぐらいで１件の自治会が申請、採択をさ

れたというふうなところですので、今の会議所とか、自治ハウス等で集まられてい

るところ、たくさん見ますけども、改築をしようとか、次の段階に行こうと思って

も、自主財源とか、あとは、これだけ自治会への加入についても、かなり、今、慎

重な議論が行われていますので、積立てとか、非常に難しい時代になってきている

と思いますので、前向きなそういった自治会が具体的な提案をされてきたときには、

できる限りそれがスムーズに採択をされるような、そして、今の現状の物価や建築

単価等に反映をされたような実数を反映いただけるような、そういった形にしてい

ただければなと思いますので、そういった点でまた具体的に動きをかけていただけ

ればなと思います。 

 私の質問はこれで終わりたいと思います。 

議長（杉浦和人君） ほかに質疑はございませんか。 

 ５番、柚木記久雄君。 

５番（柚木記久雄君） 私は、報第12号、専第８号、損害賠償の額を定めることにつ

いてを質問させていただきます。 

 これは、令和６年８月25日午後４時00分頃において、当該地域の青色防犯パトロ

ール中に右折をする際、その右側から来た相手車に接触し、損傷させたとのことで

あります。 

 また、必佐公民館では、本年５月の臨時会におきまして、令和５年10月25日午後
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４時に町職員が運転する公民館車が塀に接触し、損害賠償金を支出されたと報告が

あったところでございます。 

 ２件の事故状況は違うものとは考えますが、１年以内に同じ部署といいますか同

じエリアで起こったということは軽視できないことだと思っております。 

 そこで、まず１点目ですが、なぜ右側から来る車両を見つけられなかったか、関

係者で原因を深く検討されたのでしょうか。 

 また、２つ目としまして、今回は青パトの運行中の事故ではありますが、必佐公

民館では昨年の事故以降どういう対策を取られていたのか。 

 そして、３番目としまして、８月の今回の事故以降に取られた、今、取られてい

る再発防止策とかいうのがあるんでしょうか。新たな対策は実施しているのか伺い

たいと思います。 

 また、これは公民館だけじゃなくて全体のことになるんですが、他の公民館だけ

でなく、全職員への事故内容の共有、周知はされていますか。そして、この事故を

踏まえた役場全体で取り組まれている再発防止策はあるのか伺います。 

 よろしくお願いします。 

議長（杉浦和人君） ５番、柚木記久雄君の質問に対する当局の答弁を求めます。 

 生涯学習課長。 

生涯学習課長（加納治夫君） おはようございます。 

 今ほどご質問いただきました専第８号につきましてですけども、まず、なぜ右側

からかということで、２人の方がペアになってパトロールされていたということで、

防犯ということで、犯罪者がいないかとか、不審者がいないかとか、そういうよう

な形での見回りでございました。一生懸命されているというところの中で、右側か

ら来て大丈夫だろうと思って発進されたということらしいんですけども、接触され

たということも初めは分からなかった。なぜかというと、防犯を呼びかける音も鳴

っていましたので、当初はちょっと気づきにくかったというところもあったという

ことです。ですから、本当に僅かな差の事故だったのかなというふうに思っており

ます。 

 僅かな差ということですけども、決して起こしてはいけないことです。事故が起

こる前からも、防犯の青パトロールの研修もされて、しっかり事故に対しても起こ

さないようにということでされていたというふうに聞き及んでおります。その後も、

それに対して、地区のほうでも安全運転に心がけるようにということで対応されて

いるということも伺っております。 

 ということで、地域の方にお願いしていることでもございます。安全には注意を

してほしい。それと、公民館は、公民館車といえども皆さんの共有財産でございま

すので、大切に扱ってほしいというようなことは再三申し上げているところではご
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ざいますが、地域活動の中で頑張っていただいている方に対しても何とかその辺は

ご理解いただきたいなということでお願いしているところでございます。 

議長（杉浦和人君） 総務主監。 

総務主監（吉澤利夫君） おはようございます。 

 質問の中で、全職員への事故防止の再発防止策をどのようにしているのかと、こ

ういうご質問を頂きました。 

 以前もご答弁させていただきましたが、やはり事故というのは相手さんも巻き込

む大変なことになりますので、そういうことで、主監課長会等で職員を通じて十分

喚起をしているところでございます。 

 また、一方で、大切な公用車も財産ですので、そういった点からも、大事に扱う

ように、また、運転には十分注意するようにということを常日頃から啓発させてい

ただいております。 

 前回の事故以降、町職員による、相手さんに被害を及ぼすような事故というのは

起きておりませんけども、これ以降につきましても、十分運転には注意するように

心がけるとともに、町職員のほうにも啓発をしてまいりたいと、このように考えて

おります。 

議長（杉浦和人君） 柚木記久雄君。 

５番（柚木記久雄君） 質疑ですのでこれ以上は深くお伺いしませんけども、私は、

車両事故を減らすためには、それぞれの事案をいかに自分事として、役場全体とい

いますか、職員全体で考えられているかに尽きるかと考えます。年末年始、また、

年度末まで、事故ゼロが続くことを願っております。 

 では、以上で質疑を終わります。ありがとうございます。 

議長（杉浦和人君） ほかに質疑はございませんか。 

 ６番、川東昭男君。 

６番（川東昭男君） 私からは、２議案、５点について質問をさせていただきます。 

 まず、議第72号、日野町使用料条例の一部を改正する条例の制定について。 

 今回、大谷公園テニスコートを人工芝へ改修したことに伴い使用料を改定する条

例の一部の改正ですけれども、現在の使用料から、照明料を除いて、町内は100円、

町外は200円とされようとしていますが、その増額の根拠は、他市町の例を参考に

されたのか、それともほかの基準があるのかお伺いをしたいと思います。 

 次に、２つ目の、議第74号、令和６年度日野町一般会計補正予算（第７号）につ

いて、事項別明細書の歳入、８ページからの第１款町税・第１項町民税・第２目法

人現年課税分の１億8,800万円の補正についてお伺いをしたいと思います。 

 町民税の法人税割が、当初予算では9,400万円の減額で、対前年比24.1パーセン

トの大幅減でありました。今回１億8,800万円の大幅な増額補正をここの法人税割
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でされるわけですけれども、この要因についてお聞きします。 

 また、第２項・固定資産税においても、当初予算から、企業の設備投資による償

却資産分の税収増として2,130万円、対前年比3.7パーセントの増額を見込んでおら

れましたけれども、さらに今回、償却資産の増として、１億2,100万円と大幅な増

額補正を計上されました。その要因についてもお伺いしたいと思います。 

 続いて、事項別明細書の歳出、18ページでございます、第３款民生費・第２項児

童福祉費・第１目児童福祉総務費の児童健全育成事業2,189万9,000円についてお伺

いしたいと思います。 

 児童健全育成事業の運営に係る国の補助金の基準額改定に伴う増額の補正と説

明をお聞きしましたが、国の基準額改定の背景について、その理由は何かお伺いし

たいと思います。 

 また、児童福祉総務費全体の特定財源として国・県支出金が1,457万2,000円とな

っているんですけれども、このうち児童健全育成事業の補助金に充てられているの

はいくらかお伺いしたいと思います。 

 次に、22ページ、第６款・農林水産業費の農業費、３目の農業振興費の水田農業

推進対策事業236万3,000円についてお伺いしたいと思います。 

 本事業は、日野町農業再生協議会運営補助金として当初予算に835万8,000円計上

されています。今回、水田を畑地化し、畑作物の産地づくりの取組経費として増額

補正をされています。当初予算と今回の補正に対する事業のすみ分けについてお伺

いしたいと思います。 

 なお、農業振興費の特定財源が301万7,000円計上されているんですけれども、こ

の財源は全て国・県支出金なのか、どこに充てられているのかということについて

お伺いしたいと思います。 

 次に、同じく22ページの農林水産業費の４目・農地費の日野川基幹水利施設管理

事業1,276万5,000円について、説明では、日野川基幹水利施設の修繕が必要となっ

たことから、その負担金を増額補正するとのことでございますけれども、概要につ

いて、高額ですので、どのような修繕をされるのかお伺いしたいと思います。 

 また、特財が、国・県支出金として920万5,000円と、その他で101万3,000円が計

上されておられますが、その内訳をお伺いします。 

 以上、よろしくお願いします。 

議長（杉浦和人君） ６番、川東昭男君の質問に対する当局の答弁を求めます。 

 建設計画課長。 

建設計画課長（杉本伸一君） 川東議員より、議第72号、日野町使用料条例の一部を

改正する条例の制定についてご質問を頂きました。 

 大谷公園のテニスコートの使用料の単価の改定というところで、増額の根拠とい
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うところでご質問を頂きました。 

 今年度、テニスコートの改修工事が完了しまして、テニスコートのコート面がコ

ンクリートのハードコートから人工芝のオムニコートに変わることとなりました。

近隣の市町のテニスコートにつきましては、人工芝のコート、オムニコートになっ

ております。このことから、同等な条件になりますので、単価の見直しを検討した

ところでございます。 

 平日の昼間の単価でございますが、現在日野町は１時間当たり400円でございま

す。近隣の市町の甲賀市では600円でございます。近江八幡市では500円でございま

す。竜王町では520円ということでございます。東近江市は、各場所によって値段

が違っておりますので、おおむね420円というようなところでございます。このこ

とから、近隣市町の状況を合わせまして、500円というところで改定をさせてもら

っております。この分が100円の増額になっているところでございます。 

 町外の方の利用の価格につきましては、近隣市町どちらの市町につきましても２

倍の価格になっておりますので、100円に対して200円と２倍の単価になっていると

いうところでございます。 

議長（杉浦和人君） 税務課長。 

税務課長（吉澤幸司君） ただいまご質問いただきました議第74号、令和６年度日野

町一般会計補正予算（第７号）の歳入の法人町民税の法人税割と固定資産税の償却

資産の増額補正についての理由ということでご説明させていただきます。 

 まず法人町民税の法人税割ですけれども、令和６年度当初予算の編成としまして

は、不安定な国際情勢が続いており、原材料や物流費の高騰など、先行き不透明な

状況が続いている状況から、令和５年度の12月に、当初予算の額を参考に、安全面

も考慮し、令和６年度の当初予算を前年度から9,400万円の減額として２億9,600万

の予算を計上したところですが、令和６年10月末時点におきまして、各法人から半

年以上分の申告実績が確定し、かつ予定申告もおおむね予測できる段階となったこ

とから、12月補正としましては１億8,700万円の増額として予算額を４億8,300万と

するものでございます。 

 この要因につきましては、大手企業さんに影響するものが多いんですが、昨年度

より課税標準額がかなり増額しておりまして、その分で税額が増えたことと、また、

昨年は外国税控除というのがたくさんあったんですけども、想定しているよりもか

なり影響が少なくなったということで、その部分で２つ合わせて大幅な増額という

ふうになりまして、要因としてはほぼそこの大手企業さんの部分が大部分を占めて

おり、あとの事業所については増減いろいろありますが、全体としては微増という

状況で今回の増額の提案となりました。 

 固定資産の償却資産につきましては、令和４年度の当初予算の編成としては、一
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定の設備投資が見込まれることから、前年当初より４パーセントの伸びがあるであ

ろうという見込みで償却資産の予算を立てたところですが、償却資産の申告期限が

１月末というふうになっておりまして、当初予算の計上時には概算で計上している

ところでございます。また、１月末を超えて申告があるところもございまして、そ

の状況もつかんで、申告の実績が積み上がり、６年度の調定が固まってということ

になってきまして、12月補正としては１億2,700万円の増ということで予算を計上

しております。主な内容としては、機械の設備と装置の更新というのが主な要因で

ございます。 

議長（杉浦和人君） 子ども支援課長。 

子ども支援課長（森弘一郎君） 同じく一般会計補正予算（第７号）の児童健全育成

事業の補正予算のことでご質問を頂きました。 

 こちらのほう、児童健全育成事業というところで2,189万9,000円と、この主な背

景ということと、それから内容についてということでございますが、今回、国の補

助基準額の単価ということがかなり上乗せになりました。１支援の単位当たりの補

助額が約170万円ほどの増額ということで、今回、この日野町内、11支援単位ござ

いますので、ほとんど、この支援単位の運営補助金に関係する補助単価額の増額と

いうことがございます。 

 その背景といたしましては、やはり、小学生、児童における保育ニーズの増加と

いうことと、それから、学童指導員さんがその分確保できない、難しい状況がある

ということで、運営や、そういった処遇改善に関係しての増額ということが見込ま

れております。そういう形で補助の増額ということが来ております。 

 なお、特定財源ということにつきましては、国、県、それぞれ３分の１の補助率

によりまして、合計1,457万2,000円が今回の増額分ということでございます。 

 よろしくお願いいたします。 

議長（杉浦和人君） 農林課長。 

農林課長（吉村俊哲君） 川東議員から、議第74号、令和６年度日野町一般会計補正

予算（第７号）につきまして、第６款の農林水産業費の第３目・農業振興費の中か

ら、水田農業推進対策事業につきましてご質問をまず頂きました。 

 日野町農業再生協議会では国の経営所得安定対策等の支援制度を有効活用して

おりまして、農家の皆様が意欲的に農業を推進していただき、また、農業経営の安

定と水田農業の活性化を図るための取組を、国の交付金を活用して運営していただ

いております。 

 そういった基礎的な運営をするために当初予算としまして計上をしておるとこ

ろではございますけれども、今回、年度途中におきまして、その農業再生協議会で

は国の令和５年度補正を追加で要望されまして、畑地化の促進事業に取り組まれる
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ということになりましたことから、町として補正計上をしたものでございます。 

 内容といたしまして、ブロックローテーションに向けた話合いに係る経費、さら

に、畑地化に向けた関係機関との話合いに係る経費というものが主な内容というふ

うになっておりまして、人件費や、そしてシステム導入に係る費用、その他事務経

費というような形になってございます。 

 年々、国の交付金のほうが、当初予算でいろいろお願いはしているんですけれど

も、推進事業の割当てというのが大きく削られている状況にもございまして、こう

いった事業を活用して必要な整備等にも取り組むことができるということで、国の

制度を有効活用していただくものでございます。 

 特定財源の内容として301万3,000円でございますが、こちらの水田農業推進対策

事業につきましては、歳入の農林水産業費の県補助金の中の市町域経営所得安定対

策推進事業費236万2,000円がこちらの水田農業推進対策事業には充当されます。残

りの65万5,000円につきましては、今回補正計上で別でさせていただいております

環境保全型農業の直接支援対策事業に対する補助金、県補助金が65万5,000円とい

うことで、そちらへ充当しておりますので、合計しまして301万3,000円というふう

になっているところでございます。 

 続きまして、同じく議第74号の今回の７号補正の、今度は農林水産業費の第４

目・農地費の中で、日野川基幹水利施設管理事業の内容につきましてお尋ねを頂き

ました。 

 修繕の内容ということでございますが、国の国営かんがい排水事業で施行されま

した、送水管路のサージタンクと呼ばれる送水管の破損防止装置の配管類が突発的

に破損したことに伴う修繕経費というふうになっているものと、それから、竜王町

地先の第２段揚水機場に設置されておりますポンプ電動機のモーター部分が、負荷

がかかったことにより焼きついたことに伴う修繕経費ということでございまして、

２市２町でつくる日野川用水施設管理協議会に対し、日野町の負担分を計上するも

のでございます。 

 特定財源の内容といたしましては、分担金、負担金として、農林水産業費分担金

として、日野川流域土地改良区の持分といたしまして、基幹水利施設管理事業分担

金を101万3,000円、また、県支出金といたしまして、農林水産業費の県補助金、基

幹水利施設管理事業費補助金920万5,000円を充当するものでございます。 

 よろしくお願いいたします。 

議長（杉浦和人君） 川東昭男君。 

６番（川東昭男君） 大谷公園のテニスコートの根拠については他市町の例で、大体

同じような、町内に対する町外は約２倍ということが根拠ということで、それぞれ

の市町に合わせた根拠があるということでございます。もし人工芝じゃなくてコン
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クリートのハードコートをそのまま修理したならばこの使用料条例は改正はされ

なかったのか、人工芝にしたから増額になったのかという、よく分からないんです

けども、そういうことなのか、いや、修繕に対する増額やということなのか、人工

芝とハードコートによって増額するのかしないのか、そういうことが検討されたの

かどうかということだけ少し教えていただきたいと思います。 

 それと、一般会計の補正予算の関係で、歳入の関係で、確かにありがたいことで、

法人税割が、そして固定資産税が増額補正するということはありがたいということ

なんですけれども、１つ町内の大手企業が海外進出に伴って外国税控除ということ

が、昨年の決算などでいろいろ議論がされたと思うんですけれども、この外国税控

除ということを、どういうシステムというのか、どういうことなのかということに

ついて、私をはじめ分からない方もいらっしゃるかも分かりませんので、ご説明を

頂ければありがたいと思います。 

 それから、児童健全育成事業についてですけれども、国が基準額の改定をされて、

そして、国、県の支出金が計上されています。ほぼ、国、県の支出金が充てられた

のかなというふうに思っていたんですけれども、ルール分としては３分の１ずつと

いうことなんですけれども、国の基準が変わったのやったらもう少しそのルールが

変わらへんのかなというふうに思いましたので、ちょっと疑問があったんですけど

も、実際そういうことであればそういうことなんだなというふうに思います。 

 それから、農林水産業の２点についてです。 

 １つ目の水田農業推進対策事業は、要は農業再生協議会の運営補助金ということ

で、いろんなパソコンやいろんなタブレットの導入、そして人件費にも使えるとい

うことで工夫をされて、しかも、補助額がほぼ全額国費みたいな割当てですので活

用されたという理解をさせていただきます。 

 また、日野川流域についても応分の負担の中でされていると。この負担について

充てられた特財が結構有益な数字だなということを思いましたので質問をさせて

いただきました。 

 以上でございます。分かる範囲でお答えを頂ければありがたいと思います。よろ

しくお願いします。 

議長（杉浦和人君） 建設計画課長。 

建設計画課長（杉本伸一君） 川東議員より、テニスコートの使用料の見直しにつき

まして再質問を頂きました。 

 今回の改修につきまして使用料の改定を見込んでいたのかというところでござ

います。大谷公園といいますか、都市公園の維持管理に関わりましては、債務負担

行為の中でもお願いをしておるんですが、維持管理費が高額になることが想定され

ておりますので、少しでも使用料収入を増やしたいということを担当課のほうでは
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考えておりまして、今回の改修に合わせてこの増額を考えておるところでございま

す。 

 テニスコートの構造につきましては、ミニスポのコーチさんなり使用されている

方、また、町のほうに、意見ボックスなんかに意見がありまして、ハードコートよ

りも、オムニのコート、人工芝のコートにしてほしいという声がありましたので、

そちらを採用したということでございますので、今回の改修に合わせての改定とい

うことでございます。 

議長（杉浦和人君） 税務課長。 

税務課長（吉澤幸司君） ただいまの法人町民税の関係の税額控除の関係で、外国税

控除とはどういうものかということの説明のほうをということでございましたの

で、日本国内で事業をされているものの法人税と、外国で、国外で事業をされてい

る現地での法人税がそれぞれあるんですけども、国外と国内での法人税額の納税に

おいて、二重課税を調整するための控除額というのが、外国税控除というのがござ

いまして、それの控除につきまして、昨年はかなり多くあったんですけども、今年

はその影響が少なかったということでございます。二重納税されているということ

の調整という意味の部分での控除でございます。 

議長（杉浦和人君） 川東昭男君。 

６番（川東昭男君） テニスコートは、住民の要望、使用者の要望で人工芝にしたと

いうことで、ハードコートではなくて人工芝にしたことによって使用料条例を変え

たと。ハードコートであっても変えていたかも分からへんけれども、要望に応じた

改修をしたということでございますね。分かりました。ありがとうございます。 

 それと、補正予算の関係で、大手企業さんが外国と日本の両方で課税をされてい

ると、外国法人税と日本の法人税に合わせて二重になっているので、調整をされて

いるので、その調整額が大きかったり小さかったりするという中で、今回はあまり

大きくなかったというための増額だと、こういうことで理解していいんですね。も

し間違っていたら答弁をお願いします。 

議長（杉浦和人君） 税務課長。 

税務課長（吉澤幸司君） 質問いただきました。税額控除だけが影響しているもので

はなくて、税額控除も１つの要因でございまして、ただ、申告の状況を見ています

と課税標準も大幅に増えておりますので、企業さんの業績がかなり好調だというこ

とも影響しております。 

議長（杉浦和人君） ほかに質疑はございませんか。 

 ８番、山本秀喜君。 

８番（山本秀喜君） 私のほうからは、議第74号、令和６年度日野町一般会計補正予

算（第７号）から、大きく２点、質疑をしてまいります。 



2-16 

 まず１点目は、補正予算書の４ページ、第２表の債務負担行為補正について、２

の変更で、日野町都市公園等維持管理業務が、令和７年度から令和９年度までの３

年間で、補正前の限度額が8,196万1,000円で、補正後の限度額が9,536万4,000円に

変更されております。このことについて、詳細にわたって４点ほどお伺いしていき

たいと思います。 

 まず１点目に、この日野町都市公園等維持管理業務の債務負担行為は当初予算で

8,196万1,000円上げられていることが記載されていますが、この金額算定そのもの

はどのようにされてきているものなのでしょうか。 

 ２点目なんですが、今回、当初予算からの変更で1,340万3,000円の金額が追加さ

れて9,536万4,000円になったということで、大きな金額の変更だと思っています。

基本的なことをお伺いしますが、今まで債務負担行為の変更はありましたでしょう

か。その点をお聞きしたいと思います。それと、１点目と同じく、この変更になっ

た金額算定はどのようにして算定されたのか教えていただきたいと思います。 

 ３つ目は、1,340万円ほどが３年間にわたってですから、１年換算すると約450万

円の増額ということになります。計算しますと約16パーセント。大幅な値上がりや

と思っています。この要因は何なのでしょうか。教えて下さい。 

 ４点目、令和７年度から令和９年度までの３年間の長期契約の債務負担行為とい

うことですが、これ、過去いつから、３年間の契約、長期契約をしてこられている

のでしょうか。過去に、１年単位とか、もっと短めの単位契約があったのかどうか、

その点を教えて下さい。 

 詳細にわたってはこの４点です。 

 大きく２点目なんですが、一般会計補正予算（第７号）の32ページ、33ページ、

給与費明細書が記載されております。33ページの一般職、総括で、職員数が、補正

前が522、それから補正後が527、要は５名の職員さんが増えているということで、

その横を見ていますと、要はお給料というか職員手当が随分減っていてということ

がここに記載されています。 

 その内訳を見てみますと、その次のページ、34、35ページで、会計年度任用職員

以外の職員さんの推移、これが７名減で、35ページには、会計年度任用職員さんの

職員数が、303名から315名、12名増と。こういうことの要因が、最初言いました総

括の人数と給与費の中に影響しているかなと思っています。 

 ほかにも、国民健康保険特別会計補正予算の中にも同じようにこういうふうに給

与費明細書がつけられていて、それは52ページに記載されています。同じく介護保

険特別会計補正予算も、こういうふうに給与費明細書が78ページに書かれています。 

 説明の際に人事異動に伴うものとの説明を受けておりますが、総括的に職員数が

増えているようにも感じますので、今どのような傾向になってきているのか。 
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 先ほどの詳細から見てみますと、会計年度任用職員以外の職員、正規職員さんと

思いますけども、これが減っていて、会計年度任用職員さんが増えているという状

態。要はお辞めになられている方がおられてその補充のためにとか、そんな傾向が

見え隠れするんですけども、そのところの、要は実態というのがどのようになって

いるのかお伺いしたいと思います。 

 よろしくお願いします。 

議長（杉浦和人君） ８番、山本秀喜君の質問に対する当局の答弁を求めます。 

 建設計画課長。 

建設計画課長（杉本伸一君） 山本議員より、議第74号、令和６年度日野町一般会計

補正予算（第７号）の債務負担行為の限度額の変更についてご質問を頂きました。

大きく４点の質問を頂いております。 

 まず、当初予算でこの予算を上げていた中でどのような積算をされていたのかと

いうところでございます。 

 当初予算で予算を上げるにおきましては、令和５年の11月の時点で単価を採用し

て、都市公園の管理する業務内容を整理しまして、それに基づいて積算をして設計

書をつくっているというところでございます。 

 ２点目の、このような差、大きな額で債務負担の変更が過去にあったのかどうか

というところでございます。 

 債務負担行為でございますので、契約ができてしまいますと変更というのは生じ

ないところでございますが、今回はまだ契約する前ということで、今回当初予算で

予算を上げておるんですけど、今回の契約につきましては、年が明けてから、今、

設計書をつくっておりますので、設計書ができまして、２月に入札をしたいという

ところでございますので、入札をするまでに変更が生じたということで、今回、変

更を上げさせてもらったというところでございます。 

 ３点目の、変更した設計書の時点というようなところでございます。 

 先ほど令和５年の11月で設計を組んだというところでございますが、２月の入札

に向けて、今、設計を組ませていただくところでいきますと、設計をさせてもらっ

ているのが令和６年11月、１年、単価が変わっているというようなことで、11月の

単価で設計書をつくっているというところでございます。 

 ここで、４点目の質問の中で、１年に分割するとこの増加になった分が450万ほ

ど増えていて16パーセントほど増額になっているよということでご質問になるん

ですが、６年度の積算単価が、労務単価が上がったということでございます。１つ

例に挙げますと、普通作業員の単価です。こちらが、昨年令和５年11月ですと１万

8,600円というような単価でございましたが、今年度の令和６年10月の単価になり

ますと２万1,300円ということで、１日の単価が2,700円上がっているということで
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ございます。こちらの増加率が14パーセントほど増加になっているということでご

ざいまして、先ほど言っていただきました16パーセントという原因は労務単価の増

加に伴うものであると考えております。その分におきまして変更をお願いしたいと

いうところでございます。 

 いつから３年契約をしているのかというところでございます。 

 今、手持ちの資料の中で確認させてもらうと、令和元年からは３年で契約をして

いるというところでございます。 

 以上でございます。よろしくお願いします。 

議長（杉浦和人君） 総務主監。 

総務主監（吉澤利夫君） 補正予算の中の人件費、給与費明細書についてご質問いた

だきました。その中で、人員の、職員の傾向ということでご質問いただきました。 

 給与費明細書の34ページのほうに、いわゆる正規職員の職員数、そして35ページ

には会計年度任用職員の職員数を記載させていただいております。正規職員の減数

が多いのは、当初予算を組んでから以降に退職者が若干出たということでございま

すので、そういった部分が少し数字がたくさん出ているのかなと思います。あと、

基本的には、正職員については、退職補充については正職員でということですので、

そのような形で充足するようにさせていただいておりますが、やはりいろんな行政

需要がございます。また、突発的な業務もございますので、そういった業務につき

ましては、町の正規職員である、また、保育士、幼稚園教諭、また、現業の職員さ

んにつきましても、そういった行政需要に対応するためには、会計年度任用職員さ

んの雇用でもって力をお貸しいただいているというところでございます。 

 こういったことから、少し最近は人のほうが増えてきているという、確かに傾向

がございます。ただ、会計年度任用職員さんをやみくもに増やすというのはいかが

なものかということもございますので、まず、そこの業務をしっかり把握して、会

計年度任用職員で本当にいいのか、また、本来は正職員であるべきなんじゃないか、

こういったところも少し議論を深めていかなければならないなと、このように感じ

ているところです。特に正規職員につきましては、ただ定数がございますので、そ

の中でしっかり定数管理もしていかなければならないと、このように考えておりま

す。 

議長（杉浦和人君） 山本秀喜君。 

８番（山本秀喜君） それでは、再質問をさせていただきます。 

 １点目の債務負担行為の補正の件でございますが、金額算定については単価設定

を建設計画課のほうで独自にされているものなのでしょうか。どこかに単価設計を

依頼されているのかどうか、それをお伺いしたいと思います。 

 非常にこの算定は広範囲に及ぶものだと思っています。例えば公園管理では、大
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谷公園あり、内池公園あり、松尾公園、日野川ダム公園グラウンドの植木の剪定か

ら芝管理、大谷体育館や野球場、多目的グラウンド、ゲートボール場などの整備や

運用管理、本当に多岐にわたると思うんですが、これらがどれだけの人手を要して

管理運営していくとした今の単価設計ということが本当にできているものなのか

ちょっと疑問に思ったので、あと、労務費だけで単価、やっぱりそれぞれの何をす

るからいくらやというふうに思うわけなので、ただ、先ほど言われました令和５年

11月の単価設定で１万8,600円、それから、令和６年11月、１年先には２万1,300円

やというお話がありましたが、果たしてこれだけの広範囲の業種に対して一律の金

額設定でよいものなのかちょっと疑問を思いましたので、そのことを確認させてい

ただきたいと思います。 

 確認なんですが、これは、先ほどの繰り返しになりますが、建設計画課でやられ

て、業者さんに見積りということは一切取られていないという理解でいいのか、そ

れは確認させて下さい。お願いします。 

 それと、この単価設計の積算、算定額は、要は当初予算に上がっていたわけなん

ですよね。当初予算に上げているということに対して私は、今回の12月に、変更じ

ゃなくて追加で上げればよいことであって、そんなに金額が変わるような労務費が

関わる案件をなぜ当初予算に上げる必要があったのか、その点がちょっと理解に苦

しむんですが、その点、ちょっと教えていただきたいと思います。 

 ３点目の年間450万円の値上がりの根拠を先ほど教えていただきましたが、やは

り結構な大きい額やなと思っていて、ほかに債務負担行為で、要は人に関わる債務

負担行為の案件がありましたが、そちらのほうは変更にはなっているんでしょうか。

同じように、要は人に関わることですので、人件費高騰があるので、当初予算の案

件で人に関わる案件が確かあったと思います、その案件に対しては変更はあったの

かどうか、その点を教えてほしいと思います。 

 それから、４点目なんですが、長期契約の話なんですが、令和元年から３年契約

に移行しているという話で、それまではどうやったの。さっき最初に言いました、

過去に、１年契約とか、それより短い契約はあったのかどうかという問いには答え

てもうていませんので、その点をもう１回聞かせてもらうのと同時に、要は長期契

約に変えていったメリット・デメリットを教えていただきたいと思います。 

 大きな２点目の給与関係については、再質問はいたしません。 

議長（杉浦和人君） 建設計画課長。 

建設計画課長（杉本伸一君） 山本議員より再質問を頂きました。 

 まず、積算の根拠は建設計画課独自でやっているものかというところでございま

す。積算につきましては、ちょっと質問の回答が前後しますが、３年の債務負担行

為を行っているのは平成28年からということで、それまでは単年というようなとこ
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ろでございます。28年から都市公園の維持管理ということで行っておりますので、

過去からの作業内容を毎回見直す３年に１度の契約になりますので、過去からの設

計内容を見直すとともに、参考見積りも当然取る中で積算のほうを建設計画課のほ

うで行っているというところでございます。 

 人件費に関わる部分の増額というところでございます。あと、それと、維持管理

の中の各項目というようなところでございます。 

 各項目ごとに積算を設けております。夜間警備なら夜間警備で工種を設けて人件

費を算出しておりますし、グラウンド整備ならグラウンド整備で工種を設けて、う

ちがお願いしている各工種ごとに積み上げを行う中で人件費を入れてということ

になるんですが、今回の維持管理業務の中の内容が、おおむね維持管理がメインに

なってきますので、どうしても人件費がメインの価格になりますので、今回の人件

費が上がったということで全体的な経費も上がってきたということでございます。 

 そのような中で、なぜ当初予算でこれを上げて今変更するのかというところで、

それのメリット・デメリットというようなところでございます。 

 契約につきましては今年度の中で契約をしていく必要があります。今回の業務の

発注は来年度からの発注ではございますが、４月１日から業務を実施する必要があ

りますので、今年度のうちに契約する必要があります。契約するにあたっては予算

の確保が当然必要になってくるので、当初予算のうちからその予算を確保するとい

うことで、債務負担行為というものの予算を確保する必要がありますので、当初予

算でこの予算を上げたということでございます。 

 当初予算で上げたことによって、その当初予算で確保した予算が、労務単価の上

昇によって変更が生じたということでございますので、今回変更をしたというとこ

ろでございます。 

 年度の予算を確保するという意味の中で、メリットとしては、当初予算で上げる

ことによって、その分、枠取りができるということの中で、その分で計上をさせて

もらったということでございます。デメリットというところになりますと、年度の

途中でそれだけの予算枠を確保する必要が発生してきますので、当初からその分を、

予算を枠取っておいて予算を確保していくということかと考えております。 

議長（杉浦和人君） 総務主監。 

総務主監（吉澤利夫君） 山本議員のほうから、再質問ということで、当初予算に上

げた債務負担行為のほかの業務はどうかと、こういうふうなご質問を頂きました。 

 こちらのほうにつきましては、当初予算のほうで予算の確保ということから債務

負担行為を上げさせていただいております。今回提案させていただいております都

市公園等維持管理業務以外の業務につきましては全て、設定いたしました限度内の

ほうで契約もしくは契約に至る見込みでございますので、今回の補正につきまして
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は１点だけということでございます。 

議長（杉浦和人君） 山本秀喜君。 

８番（山本秀喜君） 再々質問になるんですが、先ほど答弁の中で、単価設計は建設

計画課でするんだぞと。ただ、参考見積りを取るという言葉も出てきましたので、

やはりこれだけ多岐にわたる作業、業務でございますので、参考見積りも取られて

という形になろうかなというふうには思ったんですが、その中でちょっと気になっ

たのが、今度入札をされるということなので、この決められた債務負担行為の限度

額の金額が公になるわけですよね。ということは、入札時に影響を及ぼさないかと

いう懸念が出てきたので、入札時の限度額なので、これは超える額の入札価格は来

えへんかなというふうに思うわけなんですが、そういう位置づけで、いいならいい

と言っていただけば。そこの確認をしたいと思います。 

 それと、先ほど私の質問の仕方が悪かって、長期契約、要は平成28年度からとい

う話なので、長期契約のメリット・デメリットで、長期契約をすれば、これは要は

金額が平準化できるからメリットがあるよとか、そういうところをちょっとお聞き

したかったので、そのことを再々質問でお伺いしたいと思います。 

 それで、今回の単価改定にあたって懸念していることが、次年度、国スポが行わ

れて、非常に、野球場の整備やとか、そんなのにも今の事業者さんが苦労されてい

ると思うんです。そんな、苦労されていることも、要は金額、今回の労務費の改定

に関わっていっているものなのか、そういうふうなのは全く当初の契約のとおりな

のか、その点を確認させていただきたいと思います。 

 以上、お願いします。 

議長（杉浦和人君） 建設計画課長。 

建設計画課長（杉本伸一君） ３点再々質問を頂きました。 

 限度額が入札の価格と近くなるので問題はないかというところでございますが、

積算をしますので、また、１月に設計書のほうをまとめさせていただきますので、

最新の単価での積算ということになります。あくまで限度額というところでござい

ますので、イコールではございませんので、そこについては問題ないかと考えてお

ります。 

 ２点目の長期契約のメリットというところでございます。単年で契約するよりも、

長期契約をすることによって３年間の間は単価変動もないということと、単年ごと

に入札しますと、もし業者が替わりますと、その都度引継ぎ等も発生しますので、

長期継続することによってそういう引継ぎがなくなりますので、安定した管理がで

きると考えているところでございます。 

 次年度の国スポに向けた対策というところでございます。この部分につきまして

は費用を別で計上のほうをさせてもらっておりますので、今回の契約に関しては通
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常の管理業務の内容になっているというところでございます。国スポに向けまして

は、別立てで、新年度予算で確保して対応していきたいと考えておるところでござ

います。 

議長（杉浦和人君） 山本秀喜君。 

８番（山本秀喜君） ありがとうございました。よく分かったと思っています。 

 これから入札をして契約を進められていくと思いますが、ぜひとも、契約の詳細

内容があるか、あると思いますけども、その中に、今、町のスポーツ振興を非常に

進めていきたいという思いもあって、また、定期的に現場の管理者と、それから生

涯学習課さん、建設計画課さんも合同でミーティングを重ねておられますので、そ

ういう、定期的にミーティングを重ねて、町の振興、スポーツ振興をしていくんだ

ぞという項目を何とか契約書の中にも盛り込んで、より一層進むようにお願いをさ

せてもらいまして、私の質疑を終わりにします。 

議長（杉浦和人君） ほかに質疑はございませんか。 

 10番、加藤和幸君。 

10番（加藤和幸君） それでは、２点お伺いいたします。 

 １つは、議第72号、日野町使用料条例の一部を改正する条例の制定についてです。 

 先ほど川東議員がおっしゃったので、その部分については重複は避けます。 

 テニスコートの使用料改定に関わってですけれど、今お話がありましたように、

人工芝の改修に伴って時間当たり一律100円値上げと。そこに時間外料金のことが

書かれています。時間外料金についても100円上がるというふうなことでなってい

るわけですが、利用の手引ですか、これ、ネットで取ったものですけれど、この大

谷公園の使用の手引のところを見ますと、時間外については事前に申請等を必要と

します。これは当然だと思いますが、特例における使用可能な時間は午前７時30分

からとし、夜間は午後10時00分以降の使用はできません。時間外使用は基本的に大

会準備に限りますと。このような項目が、注意書きが書かれています。つまり、テ

ニスコートの場合であれば、例えば夜にもうちょっと延長して練習したいなという

のは、それは駄目だと、そういうふうに読み取れるんだと思います。 

 そうすれば、土日祝日に大会準備をするために、７時半から１時間準備をすると

1,100円かかると。平日の場合はそんなに差はないというか、平日の場合は時間外

料金が、午後の料金と同じ時間単価なのね。ところが、土日祝の時間外の単価は急

に高くなると。これは恐らく、職員さんの勤務の関係とか、その辺のことだろうと

いうふうに推測はできるわけですけれど、８時半からの使用料は650円だというの

に、その１時間前に、しかも大会の準備をするために早く使えば1,100円に一遍に

上がると。倍近い料金がかかるわけですね。こういう料金設定というのはどうかな

というふうに思うんですが、見解をお伺いしたいと思います。 
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 それから、これまで延長料金の徴収というのはどれぐらいあったのかということ

を伺いたいんです。決算資料の59ページに、テニスコートの月別の使用件数、それ

から人数、それから使用料収入については細かい表が書かれているんですけれど、

それが時間内か時間外かと、そういう区別はありませんので、実際に時間外にそん

なに使っておられるのかなという感じもするわけですが、その辺りはどうなのでし

ょうかというのをお伺いしたいと思います。 

 それが議第72号に関わってです。 

 それから、議第74号の補正予算（第７号）についてです。 

 補正予算（第７号）の事項別明細書で、歳入のところの９ページ、民生費国庫負

担金、それから、同じく11ページの民生費の県負担金、この歳入と、それからそれ

の歳出に当たる部分ですが、19ページの障害者総合支援事業の部分に関わってです。 

 障害者総合支援事業というのは当初予算から額の大きいものですね。当然膨大な

額がかかるものですけれど、今年度の当初予算の歳出では８億1,087万8,000円と。

今回の補正は節の扶助費で5,350万円の増額。この事業についてはほとんどが扶助

費に当たるわけなんですけれど、これ、すごく大きくって、前年度も当初７億7,975

万6,000円で、令和４年度については７億6,903万3,000円。国や県からの負担金が

なければ当然これはやっていけないものなんですけれど、今年度の増、それから今

回の補正の増についてもとりわけ大きい額なんですけれど、要因とか今後の見通し

などを伺いたいというふうに思います。 

 作業所関係の方なんかにお聞きすると、利用者の重度化が進んだりとか、そうい

う形でどんどん大変なことになっているんやというふうなことはおっしゃるので、

額が大きくなっても当然やっていかなければならない事業だと思うんですけれど、

その辺の要因とか見通しとかをお伺いしたいと思います。 

 以上２点です。 

議長（杉浦和人君） 10番、加藤和幸君の質問に対する当局の答弁を求めます。 

 建設計画課長。 

建設計画課長（杉本伸一君） 加藤議員より、議第72号、日野町使用料条例の一部を

改正する条例の制定について質問いただきました。 

 テニスコートの時間外の使用料についてご質問いただきました。 

 議員のおっしゃられたとおり、時間外の時間は７時半から８時半ということでご

ざいます。大谷公園の開館の時間が８時半から22時、夜の10時までということで、

時間外の単価が高くなっているところにつきましては、開館の時間外ということで

ございまして単価が高くなっております。 

 平日に比べ土日が高くなっているというところでございますが、過去の経過から

高くなっているというところでございまして、近隣の市町では実はこのような時間
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外の使用は認められていないというところの中で、日野町の過去からの要望や取組

の中で実施をされているところということで確認をしておりますので、どうしても

時間外の利用になりますので、どうしても単価が高くなっているというところでご

ざいます。 

 実際の利用の状況というところでございます。こちらにつきましては、ここ５年

間ちょっと確認をさせてもらうと１件の利用があったというところですが、ほとん

ど利用はないというところでございます。通常につきましては開館の時間内での利

用をお願いしているというところでございます。 

議長（杉浦和人君） 福祉保健課長。 

福祉保健課長（福田文彦君） 同じく補正予算の中で、障害者総合支援事業の増額の

要因ですとか今後の見通しについてご質問を頂きました。 

 今回増額をさせていただく主な要因といたしましては、１つには３年に１度行わ

れる報酬改定が１つ要因であるのかなというふうに思っています。 

 あと、先ほど申されましたが、サービスの利用状況につきましても、確かに重度

化が進んでおります。日野町におきまして、新しいサービスができたとか、障がい

者の方が大幅に増えたという要因はございません。こういう意味からすると、障が

いの方がだんだん高齢化していくということに合わせまして、サービスの必要も増

えてくるというようなことが主な要因かなということになっているのかなと思い

ます。 

 あわせまして、見通しにつきましても、今、先ほど申し上げましたように、年齢

がどんどん上がっていくということでございますので、今後ともこのサービス給付

につきましては増額が見込まれるのかなというふうには考えておるところでござ

います。 

議長（杉浦和人君） 加藤和幸君。 

10番（加藤和幸君） 簡単に再質問させていただきます。 

 テニスコートの件については大体そんなことだろうと思ったんです。実際にそん

なに利用はないんだろうし、だからこういう欄があるということぐらいに理解をし

ておいたらいいのかなというふうに思っているんです。分かりました。 

 それから、福祉のほうですけれど、それもいろいろ現状を聞いていると、すごく

よく分かります。ただ、今後の心配としては、これ、国や県からちゃんとそういう

形で負担金が来るものなんでしょうね。その辺り、どうでしょうか。 

議長（杉浦和人君） 福祉保健課長。 

福祉保健課長（福田文彦君） 再質問を頂きました。国庫補助、県費補助についてで

ございますが、一定のルール分ということもございますので、その辺はしっかり給

付していただくというのが本筋だと思いますので、そういう部分につきまして、し
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っかり見ていかなあかんのかなというふうに思っているところでございます。よろ

しくお願いします。 

議長（杉浦和人君） 加藤和幸君。 

10番（加藤和幸君） どうもありがとうございました。以上で終わらせていただきま

す。 

議長（杉浦和人君） ほかに質疑はございませんか。 

 11番、後藤勇樹君。 

11番（後藤勇樹君） それでは、私からは、報第12号、専第８号、報第13号、専第９

号、この２項目について質疑をさせていただきたいと思います。本当は報第13号だ

けお尋ねしようと思っておりましたけれども、報第12号は柚木議員がお尋ねになら

れましたのでと思っていたんですけれども、先ほどの生涯学習課長のご答弁を聞い

ておりましたら、ちょっとこれはお尋ねしないといけないなと思いましたので、急

遽２つさせていただくことにいたしました。 

 まず、報第12号、専第８号についてですけれども、青パトの方が交差点で右折さ

れようとしたときに、前方の左側が、右側から、直進する相手方車両の後方左側に

接触し損傷させたという事故状況というふうに伺っております。 

 その中で、先ほど課長のご答弁で、大丈夫だろうと思って出たけど、最初は当た

ったことも気づかなかった。これ、青パトを運用していらっしゃる安全なまちづく

り協議会としては、だろう運転は絶対よくないと、かもしれない運転、来ているか

もしれない、危ないかもしれない、これをやれって、これを徹底しましょうって言

っているのが安全なまちづくり協議会ですよね。その運用の中で、大丈夫だろうっ

て、どういうことですか。この辺、ちょっと、私、理解できないんですけれども。 

 この運転者さん、ふだん協力して下さっている、ありがたい方ではありますけれ

ども、この事故があった後にこの運転者さんに対して、再教育なり再講習なり、行

われたんでしょうか。その辺をお伺いしたいなというふうに思います。 

 また、額としては４万円ほどですので小さい額かもしれませんけれども、なぜお

尋ねしようと思ったかというと、本会議の質疑ですので、補正予算などでも事項別

の質疑などは本当は委員会に譲るべきだと私は思っておりますので、ここではそう

いう質疑をするつもりはなかったんですけれども、この専決処分については、ここ

でお尋ねしなければもう質疑する機会そのものを失ってしまいますのでここでお

尋ねするわけですけれども、額としては小さいかもしれませんけど、例えばですよ、

立場を変えて言うと申し訳ないんですけれども、我々議員が、大丈夫だろうと思っ

て出たところ当たったけれども、当たったことすら気づかなかったなんていうこと

をもし発言して、ドライブレコーダーか何かに取られていて、これが表沙汰になっ

て公表されたら、多分議員生命に関わることになる大ごとだと思うんですね。当た
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ったのが車の後方だったからまだいいですけど、これが人であったら大変なことに

なっております。 

 だから、決してこれ、私は軽い問題ではないというふうに思いますし、こういう

ことが発生していることに対して議員が議会で追求しないということになったら、

議会は何をしているんや、議員って何のために存在しているんやということにもな

りかねないと思いますし、これをここでお尋ねしないと、うちの執行側の皆さんは

そんなことはないと思いますけれども、行政の緩みであるとか、そういうことにつ

ながりかねないという心配もありますので、これをお尋ねするわけでございます。 

 こういった交通安全の講習というのは、先ほどの柚木さんの質問にもありました

けれども、安全なまちづくり協議会以外にも、公用車を運転していらっしゃる方、

いろいろあると思うんですね。場合によっては、例えば観光協会の方も公用車に乗

られるかもしれませんし、ほかの公民館の方も乗っていらっしゃいます。年に何回

ぐらい、どういった講習あるいは研修をしていらっしゃるんでしょうか。そのとき

に講習を受けて、どういうふうなところを気をつけないといけないと思ったかとい

うようなアンケートというか、受講した感想とか、そういうものもちゃんと統計を

取っていらっしゃるでしょうか。この辺もお尋ねしたいというふうに思いますとい

うのが１点。 

 もう１点ですけれども、もう１点は専第９号のほうですけれども、草刈りをして

いただいていて、その飛び石が自動車のフロントガラスを損傷させた。数年前にも、

桜谷こども園でご協力いただいている草刈りの方が、石が飛んで車が傷ついたとい

う件もありまして、そのときにも多分、私、質疑もさせていただいたと思うんです

けれども、石が飛ばないための対策というのをそのときもされていたと思いますけ

ど、今回はどのような対策を取っていらっしゃったんでしょうか。あるいは、何人

で作業していらっしゃったんでしょうか。例えば道路、県道とか、そこでも、国道

とかの脇でも草刈りしていらっしゃるときというのは必ず何人もで、複数でやって

いらっしゃって、片方の方がシールドを持って飛ばないようにされて、片方の方は

刈り払い機などで草を刈っていらっしゃるというのを見かけるわけですけど、何人

で対応していらっしゃった事案なんでしょうか。この辺もお尋ねしたいと思います。 

 お願いします。 

議長（杉浦和人君） 11番、後藤勇樹君の質問に対する当局の答弁を求めます。 

 生涯学習課長。 

生涯学習課長（加納治夫君） ただいま後藤議員のほうよりご質問がありました報第

12号の事故のことについて、改めまして私のほうから、住民の皆様、それから車を

所有されていた方に対して謝罪したいなというふうに思います。大変申し訳ござい

ませんでした。 
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 このことについては、私、直接は指導はしていないんですけども、管理をお願い

しております必佐公民館さんのほうの館長さんを通じて、このようなことがないよ

うにということで、事故当初からお願いをしておりますということで、事故の相手

方のほうにもすぐに電話を入れて謝罪のほうにも行っていただいております。なお

かつ、運転をつかさどっていただいている青パトの方々に対しても、事故のないよ

うにということで、注意喚起ということでお願いをしておるところでございまして、

そのことに関しては公民館のほうで対応いただいたというふうに思っております。 

 金額として４万円という金額が少ないということではない、事故が起こったその

ものが大変なことでございますので、今後とも、住民の皆様、それから、私たち職

員も含めまして、事故がないようにということで肝に銘じてまいりたいなというふ

うに思いますので、どうぞご理解のほど、よろしくお願いいたします。 

議長（杉浦和人君） 総務主監。 

総務主監（吉澤利夫君） ご質問いただきました、公用車を運転するほかの団体への

講習はどうしているのかということでございます。 

 全てをこちらのほうで把握しているわけではございませんけども、基本的にはそ

れぞれの団体で責任を持って安全運転に努めていただくのが本来かなと思います。

ただ、公用車は町の財産でもございますので、そういったところにつきましては改

めて、各団体に向けて、注意といいますか、注意喚起を促したいなと、このように

考えております。 

議長（杉浦和人君） 教育次長。 

教育次長（正木博之君） 後藤議員さんのほうから報第13号の損害賠償の額を定める

ことについてのご質問を頂戴いたしました。 

 こちらの損害賠償の物損事故につきましても、以前にも飛び石でガラスが破損し

たということがございましたので、現場の職員にはそのようには、日々の中では所

属長を通じて申していたところですが、残念ながら今回もその意識がだんだんと希

薄化している中で、まず石が飛ばないような対策をできていたかということなんで

すが、これも１人で作業を用務員がしていたということですので、複数ではなく１

人でやっていたということ、それから、ほかに、当然１人ですので、飛ばないよう

にコンパネを持つとかネットをするとかいうような対策ができておりませんでし

た。大変申し訳ございませんでした。 

 教育委員会としましても、教育長名で早速、教育機関の小中学校長、それから各

教育施設の館長、室長に、飛び石の安全管理ということで再度徹底ということで、

まず飛散防止のネットを設置するでありますとか、車が接近したときはエンジンを

止めるでありますとか、２人１組で作業して、道路側で飛散防止の対策をして、車

の接近を知らせるでありますとか、そういうような具体的な注意喚起をさせていた
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だいたところでございます。 

 引き続き、現場の作業をしていただく職員につきましても、その辺のことについ

て再度徹底してまいりたいと思います。 

議長（杉浦和人君） 後藤勇樹君。 

11番（後藤勇樹君） 生涯学習課長から専第８号についてのご答弁を頂いたわけです

けれども、本当に車だったからよかったという言い方は車の持ち主には申し訳ない

んですけども、これが例えば人であったりしたらちょっとかすっても大変なことに

なりますし、かすっていなくても危ないと思ってよけて転んだらまたそれも大ごと

になるかもしれません。 

 そういう意味では、額は４万円であったとしても重大な事案であるということを

しっかりと肝に銘じていただいて、ぜひ、これはお願いですけれども、要望はこの

質疑ではしちゃいけないんですけども、こんなことができないかなという意味でお

尋ねするわけですけれども、今までにあった事例などをまとめていただいて、これ

も含めて、講習なり研修なりのときに、過去に、何月何日にあった事例はこんなこ

とであったというのを一つ一つ示していただくことができないかなと。そうすると、

よりリアルに、切実に自分のこととして捉えられるんじゃないかなと。同じ場所で

は同じことが起きる可能性ってやっぱりあるわけですので、あそこを通るときには

気をつけなあかんなと、やっぱり運転者も思うようになると思うんですね。こうい

うことができないかどうかを１つお尋ねしたいというふうに思いますし、もう１つ

は、公用車を運転するということについては、これは非常に大きな責任も伴うわけ

でして、今、総務主監のお答えの中で全てを把握しているわけではございませんが

というのがありましたけど、公用車を運転するんですから、全てやっぱり把握して

おかないといけないんじゃないんでしょうかね。把握しなくていいものなんですか。

私はその辺、しっかりとしていただきたいなというふうに思うんですけれども、い

かがでしょうか。 

 それと、前にもこれ、お尋ねしておりますけれども、しばらく大きい事故という

のは起こってはおりませんけれども、年に何回、講習、これ、別に公民館の人だけ

じゃなくて、あるいは安全なまちづくり協議会の人だけじゃなくて、例えば役場の

庁舎の中でも会計年度任用職員も含めてやっていらっしゃるのか、全ての関連する

団体の人もやっていらっしゃるのか、年に何回やっていらっしゃるのか、この辺も

ちょっとお尋ねしたいなというふうに思います。 

 もう１つの専第９号のほうについてですけれども、今、教育次長のほうから、ネ

ットを張ったり、シールドも持ってこれから作業していくということですけれども、

これ、石が飛んで、もし本当に目にでも当たったら大変なことになりますし、そう

いう意味ではこれも、車のフロントガラスでよかったと言ったら、車の持ち主の方、
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いらっしゃるかもしれませんけども、怒られるかもしれませんけれども、大変なこ

となんじゃないかなと思うんですね。だからこそ、土木事務所なんかでも、県道、

国道、こういったところの草刈り作業には、今、本当にたくさんの人員が配置され

てやっていらっしゃいますね。あんなにたくさん要るのかな、初めは思っていまし

たけど、こういう事例を見るとやっぱりあれだけ人数が要るんだなというふうに思

います。 

 多少それは人件費がかかるかもしれませんけれども、何より大事なのはやっぱり

他人さんにけがをさせないこと、やっぱり事故を起こさないことやと思いますので、

その辺は必要な経費だと思いますので、多分それを予算として計上されてもそれに

反対するような議員はうちの議会にはいないと思いますので、その辺もしっかり対

応、今後していただけるかどうか、その辺も併せてお尋ねしたいと思います。 

議長（杉浦和人君） 総務主監。 

総務主監（吉澤利夫君） 再質問頂きました。この中で、公用車を運転するというこ

とで、全てを把握していないのはいかがなものかとお言葉を頂きました。まさにそ

のとおりかと思います。こちらのほうにつきましては、私どももしっかりと対応し

てまいりたいと、このように思います。 

 それと、もう１点は年に何回ぐらい講習をしているのかということでございます。 

 こちらにつきましては、春と秋に交通安全運動期間がございますので、その部分

につきましてしっかり啓発を行っているということと、あと、職員に関しましては、

安全運転の運動期間がございまして、日野町役場として、参加事業所として職員の

ほうが数名参加して、この期間につきましてはしっかり安全運転に努める、日頃か

ら安全運転に努めるのは当然でございますけども、あえてこの運動期間ということ

でさらにしっかり努めて、事故を起こさない、そういった心構えで取り組んでおり

ますので、そういったことも安全運転の啓発の１つやと思っております。また引き

続き、公用車の安全運転につきましては取り組んでまいりたいと、このように思っ

ております。 

議長（杉浦和人君） 生涯学習課長。 

生涯学習課長（加納治夫君） 私のほうから、過去の事故の事例をまとめて、それを

ということで、皆さんに注意喚起する、大変いいことだなというふうに思います。

いろんな事故があると思います。ヒヤリ・ハット集とか、ネットでもいろいろ出て

おりますし、そういうことをまとめて、それを教訓に、今後事故が起きないように

研修、それから講習に努めてまいりたいと思います。どうぞよろしくお願いいたし

ます。 

議長（杉浦和人君） 教育次長。 

教育次長（正木博之君） ありがとうございます。報第13号につきまして再質問を頂
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戴いたしました。 

 予算というか人件費のことのご指摘を直接に頂戴したんですが、まずは現有の体

制の中で、例えば各校に用務員がおりますので、用務員同士の協力はできないか、

学校には校務支援員という職の会計年度任用職員がおりますので、その方がすぐで

きるかどうかはあれですけども、そういう職員の活用ができないかとか、そういう

工夫をする中で、まずは工夫していくということも、現場と相談をしていきたいな

と思います。 

 あとは、やはり、学校施設、教育施設につきましては、子どものいる時間帯は作

業をしないとか、一番やっぱり大事なのは、人命とか人の体に傷がつくというよう

なことについて最優先で、まず作業についても周知徹底して研究してまいりたいと

思います。ありがとうございます。 

議長（杉浦和人君） 後藤勇樹君。 

11番（後藤勇樹君） もう質疑はいたしませんけれども、例えば草刈り、学校の草刈

りなどにつきましては、今も次長がおっしゃっていらっしゃいましたけれども、複

数の学校が町内にございますので、用務員さんのお仕事のタイミングなどを、スケ

ジュールとかを合わせていただいて、何校かの用務員さんで１校に当たるというよ

うな方法もあるかと思いますので、そういうことも含めてまたぜひご検討いただけ

たらと思いますので、しっかりよろしくお願いいたします。 

議長（杉浦和人君） ほかに質疑はございませんか。 

－な     し－ 

議長（杉浦和人君） ないようでありますので、質疑を打ち切りたいと思いますが、

ご異議ございませんか。 

－異 議 な し－ 

議長（杉浦和人君） ご異議なしと認め、質疑を終わります。 

 お諮りいたします。日程第２ 議第70号、専決処分について（令和６年度日野町

一般会計補正予算（第６号））については、委員会付託を省略し、討論を行い採決

いたしたいと思いますが、ご異議ございませんか。 

－異 議 な し－ 

議長（杉浦和人君） ご異議なしと認め、これより討論に入ります。 

 討論はありませんか。 

－な     し－ 

議長（杉浦和人君） ないようでありますので、討論を終わります。 

 これより採決いたします。 

 お諮りいたします。議第70号、専決処分について（令和６年度日野町一般会計補

正予算（第６号））については、別に反対討論がございませんので採決いたしたい
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と思いますが、ご異議ございませんか。 

－異 議 な し－ 

議長（杉浦和人君） ご異議なしと認め、採決をいたします。 

 議第70号、専決処分について（令和６年度日野町一般会計補正予算（第６号））

については、原案のとおり承認することに賛成の諸君の起立を求めます。 

－起 立 全 員－ 

議長（杉浦和人君） ご着席下さい。 

 起立全員であります。よって、議第70号、専決処分について（令和６年度日野町

一般会計補正予算（第６号））については、原案のとおり承認することに決しまし

た。 

 日程第３ 請願第４号、学校給食の充実と無償化を求める請願についてを議題と

いたします。 

 本日までに受理いたしました請願は、お手元へ配付の文書表のとおりであります。

朗読を省略いたしたいと思いますが、ご異議ございませんか。 

－異 議 な し－ 

議長（杉浦和人君） ご異議なしと認め、朗読を省略いたします。 

 請願は、文書表のとおり、総務常任委員会に付託し、審査をお願いいたします。 

 日程第４ 議第71号から議第77号まで（情報通信技術の活用による行政手続等に

係る関係者の利便性の向上並びに行政運営の簡素化及び効率化を図るためのデジ

タル社会形成基本法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関す

る条例の制定についてほか６件）については、委員会付託を行います。 

 お諮りいたします。委員会付託については、付託案件の朗読を省略し、お手元へ

配付いたしました付託表により、総務常任委員会、産業建設常任委員会、厚生常任

委員会および予算特別委員会に付託いたしたいと思いますが、ご異議ございません

か。 

－異 議 な し－ 

議長（杉浦和人君） ご異議なしと認め、お手元へ配付いたしました付託表により、

総務常任委員会、産業建設常任委員会、厚生常任委員会および予算特別委員会に付

託いたします。 

 ここで、昼食のため暫時休憩をいたします。 

－休憩 １１時０６分－ 

－再開 １３時３０分－ 

議長（杉浦和人君） それでは、再開いたします。 

 日程第５ 一般質問を行います。 

 お手元に印刷配付の一般質問通告表に基づき、順次発言を許可いたします。 
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 ３番、谷口智哉君。 

３番（谷口智哉君） それでは、午後からもよろしくお願いします。質問させていた

だきます。 

 今回は２つ、一問一答方式で質問させていただきたいと思っています。 

 １つ目の質問、いきます。まず１つ目は住民サービス向上のために。 

 前回９月の一般質問では、開庁時間、閉庁時間が、９時から16時45分は検討して

いないという答弁を頂いていました。今回は、それに取り組んでもらいたいので、

質問を通して執行側の意思を確認していきたいなと思っております。 

 早速１つ目なんですが、８月28日から試験的に運用を開始した、開庁時間８時10

分、閉庁時間17時30分、５時30分は、やってみて効果や問題はありましたでしょう

か。 

議長（杉浦和人君） ３番、谷口智哉君の質問に対する当局の答弁を求めます。 

 総務主監。 

総務主監（吉澤利夫君） 谷口議員から、住民サービスの向上のために、開庁閉庁時

間についてご質問いただきました。 

 ８月28日から役場庁舎の施錠時間のほうを、午前８時10分解錠、午後５時30分施

錠に見直しさせていただきまして、約１か月間の試行期間を設けさせていただきま

した。この間の住民さんへの影響については、特段問題はございませんでした。ま

た、効果のほうについてですが、セキュリティーが当然ながら向上したのかなと考

えているほかに、午後５時30分以降の住民の方というのは来庁がないのかなと思い

ますので、その部分については、少しでも職員が早く退庁できる環境に近づけられ

たのかなと、このように考えております。 

議長（杉浦和人君） 谷口智哉君。 

３番（谷口智哉君） 施錠時間、開閉庁時間に関しては、セキュリティーの向上とい

うことを一番最初におっしゃられて、どちらかというと副次的な目的で働き方改革

というのを挙げられていたんですが、答弁の中に、職員が早く退庁できる環境に近

づけられたという文章が入っているということが、ちょっとでも効果があったのか

なと思いました。 

 ただ、私、今回一般質問をする中で、町長はじめ執行側の皆さんと意識の違いが

あるんじゃないのかなと思って、そこにずれが生じると、働き方改革ということを

掲げていても、最終的な結論にずれが生じるのではないかと思っていました。そし

て、過去の答弁を基に、自分の頭の中で少し整理をしてみました。 

 段階を踏んでみると、まず、執行側に働き方改革が必要であるという認識はある

のか、そのことについては、昨年12月の一般質問で町長に対して、町長は様々な場

面で業務改善という言葉を使っておられますが、そこには職員の負担軽減や働き方



2-33 

改革が含まれていますかという質問をしました。その答えとして町長から含まれて

いるという答弁を頂きました。なので、町長はじめ執行側は、働き方改革が必要で

あるという認識はあるということがその時点で確認できました。 

 次に、その必要な働き方改革のために行動をするつもりはあるのかということを

検証したくて、また一般質問を読み返していきました。それに関しては、昨年８月

に、日野町働き方・業務改革推進本部設置規程に基づき、日野町働き方・業務改革

推進本部を設置されました。中でも今年３月の副町長の答弁では、ワークスタイル

部会について部会のテーマを「業務効率化により時間を生み出し、さらなる住民サ

ービスの向上と成長をし続ける組織を目指す」とし、さらに、目標として「時間、

人、お金の無駄をなくす、多様な働き方ができる組織風土をつくる、生き生きと働

く、いわゆるやりがいを感じて働く職員を増やす。」とあり、ここで、さらに明確

な目標を掲げて行動していることも確認できました。 

 では、働き方改革の具体的な課題とは何なのか。課題認識の話にはなるんですが、

何が問題なのか、何を改善したら働き方改革につながるのかという部分で、ここで、

私が働き方改革と言っているものと、執行側が働き方改革と言っているものの、具

体的な体現をする中でずれが生じてしまうと、解決の入り口でつまずいてしまいま

す。どんな組織やチームであっても、せっかく思いが同じなのに、いざ行動しよう

とすると進まない、そんなことは、どの時代、どこの組織にでもある話です。 

 そこで、私は答弁の中から、実際に現場の職員さんが何を課題だと思っているか

抜き出し、それに着目しました。これも、３月の総務課長――そのときは総務課長

は違う方だったんですが――の答弁の中で、「職員から出ていますのは役場の閉開

庁時間でございます。朝は８時に施錠を解錠しております。夕方は６時に閉錠して

おります。これは職員の働き方の点から見ますと、実は勤務時間は先ほど議員おっ

しゃったように、朝８時半から夕方の５時15分までとなっております。当然、駆け

込みで５時15分を過ぎてから住民票とおっしゃるお客さんには、今、丁寧に対応し

ております。それを勤務と見るかどうなのかとか、いろんな考え方がございます。

ちょっと自分も子どもの迎えがあるので急いでて、今日は５時20分には職場を出た

いという職員がいるけども、お客さんがあったらそういうわけにいかへんとかいう

中で、そうすると、住民の方からすると６時までオーケーなんかみたいなふうに取

っていただいている方も中にはいらっしゃるのかなというような意見とか、けども

住民サービスを低下してはいけないという意見の中で、もう少しそこの例えば電話

の取次ぎの時間でありますとか、閉庁時間・開庁時間の工夫ができないかというよ

うな意見が具体的に出ています。」とありました。 

 答弁の中でも触れられておるように、日野町職員服務規程の第２条では、職員の

勤務時間は午前８時半から午後５時15分までとするとあり、３月時点、この答弁を
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頂いた時点では、朝は勤務時間の30分前から夕方は勤務時間の45分後まで、町民の

方が自由に出入りできるようになっていました。つまり、これは勤務時間より前や

後に住民対応をすることが前提となっていますし、その間、対応している間に処理

できなかった事務は、それ以降に処理することが前提となっています。 

 例えばお店では、開店準備をしてから開店して、閉店後は閉店業務をすると。も

ちろん、開店準備や閉店業務の従業員も勤務時間です。日野町役場では、その時間

がなくて、個人情報や機密情報を含む内容や、お金を取り扱うところもそうですけ

ど、課内で打合せが必要なことも、住民さんが役場内にいる時間に共有しなければ

ならない、取り扱わなければならないという状況だということです。 

 先ほどの課長の答弁は、私が働き方推進本部の業務改善部会ではどのような話が

出ていますかと聞いた際の答弁で、課長より一番はじめに一番ボリュームのある内

容で答弁いただいた内容です。 

 つまり、職員さんから出ている具体的な課題の内容の中でも結構上位のほうにあ

るものだと私は認識しましたし、答弁全体を通して聞くと、それがやはり重要であ

ると思われます。私の課題認識の中でもそのことについてはより踏み込んだ解決が

必要だと思いました。 

 ここまでが３月時点での課題であり、解決の方向性を執行側が示したものだと認

識していますが、実際変更されたのは、９月の総務主監答弁で、先ほどもありまし

たが、８月28日から８時の解錠を８時10分に、18時の閉錠を17時30分にということ

でした。さらに、実施の理由としてはセキュリティー面が前面に出ていて、３月に

出ていた、子どもを迎えに行くなどのワーク・ライフ・バランスのことや勤務時間

外の対応については副次的なものという言葉が添えられて触れられているにすぎ

ませんでした。 

 この時間帯の問題は２つあって、そもそもこの時間帯だと日野町役場は勤務時間

外で住民さんへの応対が前提となっている、また、もう１つ、個人情報や機密情報

を大量に扱い、情報共有や連携が必要でもあるにもかかわらず、打合せをする時間

や準備の時間がないということです。なぜなら、勤務時間の前に住民さんが自由に

出入りしたり、電話がかかってきたりもするから。つまり、変更があった３月と９

月の時点で、閉庁時間、開庁時間が変わっているにもかかわらず、存在する問題は

あまり変わっていないということです。 

 この２つの問題を解決するのであれば、９月の一般質問のときに少し触れさせて

いただいたんですが、９時から16時45分にすべきではないでしょうか。つまり、始

業してから30分は、お客さん、住民さんが立ち入らないような時間、終わった後の

30分は業務に集中する時間というものをつくるべきではないでしょうか。 

 この質問するにあたって、10月からこの時間帯で取り組んでいる彦根市役所の働
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き方・業務改革推進課に伺ったところ、時間外勤務を前提としている開閉庁時間を

見直すという観点から検討していったそうです。やはり、彦根市役所でも同じよう

な観点で業務改革が必要という観点で取り組んでいたということが分かります。 

 この状況はもちろん日野町役場にもそのまま当てはまります。町長が９月の答弁

で、上が決めるのではなく、現場に即したボトムアップの中から出されていたもの

が非常に大事という言葉を使われていました。それに関しては、３月の答弁で現場

からの要望があることは明白です。もちろん現場の声はあります。その中でもう一

度伺いたいと思います。 

 ２つ目の質問、窓口対応時間および電話の対応を９時から16時45分体制に、今後

検討されませんでしょうか。 

議長（杉浦和人君） 総務主監。 

総務主監（吉澤利夫君） ただいまの質問にお答えさせていただきます。 

 いろんな状況があるかと思います。当然ながら、役場の働き方、職員の働き方も

あるかと思います。こういった部分につきましては、既に事例で導入されたところ

もございますので、窓口の対応時間、また、電話の対応時間なんかにつきましての

見直しも、住民サービスの低下にも十分注意しながら、どのような内容がこの日野

町にふさわしいのかを十分検討しながら考えてまいりたいと、このように思ってお

ります。 

議長（杉浦和人君） 谷口智哉君。 

３番（谷口智哉君） 今、答弁の中で住民サービスの低下という言葉がありました。

３月の答弁でも、先ほどありましたが、住民サービスを低下してはいけないとあり

ました。今の時間帯だと、職員さんの自己実現やワーク・ライフ・バランス、今の

主監の答弁からいく働き方の話の中で、ワーク・ライフ・バランスの充実が担保さ

れない体制の上に成り立っている住民サービスそもそもが、住民サービスが低下し

ていると言えないでしょうか。対応する時間が長いことが住民サービスの向上では

ないと思います。お客さんを迎えるにあたって、ちゃんとした準備や打合せができ

た状態からスタートすることが住民サービスの向上だということだと思っていま

す。 

 もしかしたら世代によってはそういった時間を確保して応対する時間を短くす

ること自体が住民サービスの低下と捉える方もいらっしゃると思います。私も最近

すごいよく思うのが、世代間のギャップってあって、60代、70代の方と常識の話を

するときに、本当にそこのところの違いが出てきています。特に上もそうですし、

下の場合だと、20歳ぐらい、10代としゃべったときもそういった違いが出てきてい

ます。 

 その中で、若い職員の方は、やはり自己実現、午前中の答弁にも少しありました
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けど、そういった働き方や生活とのバランスというものを重視する方も多くなって

きていると思います。ぜひそういったことで対応していただきたいなと思っていま

す。 

 住民サービスの低下に関してなんですけど、今回、住民課の方に、質問をするに

あたって少し協力を頂きました。１週間の間なんですが、８時半から９時まで、そ

して16時45分から17時15分まで、窓口の対応と電話の対応がどれぐらいあるかとい

うのを調べていただきました。住民課長をはじめ住民課の皆さん、ご協力いただき

ありがとうございました。 

 本当に忙しい時間帯の中でデータを取るということをしていただいて、今回その

２つの時間帯を普通に合計して単純に５日間で割ったときに、窓口の対応というの

は１日当たり、朝晩合わせると６人で、電話の対応が8.4でした。これが多いとか

少ないとか、多いと取ると、やはりその時間、対応できなくなるというのは、住民

サービスが低下するというようなことになるとは思います。 

 ただ、私はそこに、今の時代、着目するべきではないと思っています。どうして

かというと、先ほど挙げた個人の自己実現やワーク・ライフ・バランスをないがし

ろにしてまでつくり出すような住民サービスは、そもそも住民サービスが低下して

いる状態がデフォルトになっていると思うからです。準備ができていない、打合せ

ができていない状態で住民の対応をするということは、サービスが低いサービスを

提供しているということになると思います。 

 今回の題名で「住民サービスの向上のために」と入れたのは、そこを解決するた

めに時間を９時から16時45分にしてほしいがために「住民サービスの向上のため

に」と入れました。これから向こう何十年と働き手が少なくなることが見えている

中で、もう金融機関の一部では、お昼、お客さんの対応をしませんよというものも

増えてきています。今後、日野町役場がほかの市町と比べて選ばれる、そして生き

生きと働けるような職場環境をつくるためには、町長をはじめ執行側のかじ取りが

大事だと思います。ぜひ、検討されるということだったんですが、前向きに検討し

ていっていただきたいです。よろしくお願いします。 

 これで１問目の質問を終わります。 

 それでは、２問目、よりよい保育環境の構築のためにしなければならないこと。 

 これも９月の一般質問に対する答弁の関係なんですが、保育の職場環境の改善に

ついて議論していると頂きました。対子ども、対保護者、そして保育者同士のコミ

ュニケーションを充実させることが「子どもの保育の改善」にもつながるともあり、

職場環境の改善や人員確保の重要性をこの場で再認識させていただきました。 

 しかし、具体的な取組については触れられず、「環境づくりを進めていきたい」

という言葉で締めくくられたにすぎませんでした。 
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 令和10年度からは新しいこども園の開園も予定されています。そこで、いま一度、

現場で頑張ってくれる人が安心して働ける環境になるのかを伺いたいと思います。 

 令和７年度の人員は、公立私立の必要人数に対してどれくらい充足しているので

しょうか。さらに、クラスを受け持つ保育士さんが無理なく働くためにはフリーの

保育士や短時間のお手伝いが必要だと思うんですが、それらの確保状況はどうなっ

ていますでしょうか。 

議長（杉浦和人君） 子ども支援課長。 

子ども支援課長（森弘一郎君） 今、谷口議員のほうから、よりよい保育環境の構築

についてということでご質問を頂きました。 

 まず、令和７年度の人員の充足度ということにつきましては、現在調整段階とい

うことではございますが、入園の申込みの状況、それから、加配対応職員、また、

フリーの職員の調整、配置等も踏まえまして、これからも体制整備に努めていきた

いと考えております。 

 なお、フリーの保育士等につきましては、クラス担任のフォロー、また、研修等

で保育士が欠ける場合につきまして、代替職員として手助けを行ってもらっていま

す。保育補助職員も含め、園全体の運営において必要不可欠な存在ということであ

るため、こちらも確保に向け努めてまいります。 

 フリーの保育士につきましては、園によって違いはあるんですが、現在は各園数

名ずつ、合計全体で10名程度の配置ということで今しております。 

議長（杉浦和人君） 谷口智哉君。 

３番（谷口智哉君） 答弁の中で、令和７年度の人員の充足度については現在調整段

階ではありますがということだったんですが、調整段階というのは、今、実はあん

まり人が足りていないと、その中で割り振りというのを出している段階なのか、そ

れとも、もう足りてはいるんですけど、時期的に、今、人員の割り振りを考える時

期という意味の調整段階なのでしょうか。 

議長（杉浦和人君） 子ども支援課長。 

子ども支援課長（森弘一郎君） 調整段階ということで申し上げました。現時点にお

きまして、保育士の人数はまだ十分というわけにはいかない状況ではございますが、

できる限り保育現場を円滑に運営していけるよう調整を図っているという状況で

ございます。 

議長（杉浦和人君） 谷口智哉君。 

３番（谷口智哉君） 新年度が４月から始まる中で、12月の中頃で十分ではないとい

うと、かなり危機的な状況だと思います。今後確保をしていく中で、さらにしてい

く施策とかはお考えなんでしょうか。 

議長（杉浦和人君） 子ども支援課長。 
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子ども支援課長（森弘一郎君） 今年度も、また、次年度の７年度に向けてというこ

とでもありますが、今、保育士の確保につきましては、年間通じまして保育士募集

ということをしております。もちろん広報ひの、また、ホームページ、それから組

回覧等においての周知はもちろん、ハローワークや、それから、県の保育協議会と

いうところでの求人チラシへの掲載等も実施しております。また、保育士同士のネ

ットワーク、いわゆる人づてというか、口コミというか、そういう形での人員の確

保ということも一緒に頑張っておりまして、この日野町で一緒に働いてくれる保育

士の募集につきましては、今も、これからも人員確保に努めてまいりたいと思って

おります。 

議長（杉浦和人君） 谷口智哉君。 

３番（谷口智哉君） 先ほど組回覧ともおっしゃいましたし、いろんなところで募集

に関しては個人的にも目にすることはあるんですが、実際まだ採用が決まっていな

いけどこういう予定ですよ、今の人数よりも増える予定ですよというのは、具体的

な話はあるんでしょうか。面接の予定が何人あるとかはあるんでしょうか。 

議長（杉浦和人君） 子ども支援課長。 

子ども支援課長（森弘一郎君） 実際のところ、最近でも、現在も募集をかけている

最中でございまして、また近日中にもそういった採用の面接等を実際受けるという

ことには今なっている状況もございますが、まだその中でも人員としては完全に足

りているという状況ではないということでもありますので、これからも引き続き、

人員募集、人員の確保ということで努めてまいりたいと思っております。 

議長（杉浦和人君） 谷口智哉君。 

３番（谷口智哉君） ちなみに十分ではないということでしたが、もし、最悪、人が

集まらないといった場合に、保育環境は充足するよりも苦労をかけることはあるか

もしれないですけど、お子さんや保護者の方、受入れができないとかいうような状

況にもなることはあるんでしょうか、現時点の話で。 

議長（杉浦和人君） 子ども支援課長。 

子ども支援課長（森弘一郎君） 確かに子どもさんの入園への影響ということが一番

迷惑をかけてはいけないということでは思っておりますが、現状、今、職員へのヒ

アリングとか、それから人材確保ということで、一生懸命、現場の保育士とも調整

しながらそれに努めてまいるということで、今の現状としてはそういった取組に頑

張るということで思っております。 

議長（杉浦和人君） 谷口智哉君。 

３番（谷口智哉君） もう少し明確な答弁があるとありがたいんですが、じゃ、質問

を変えると、このまま保育士さんの人数が増えない場合に、一旦入ることが決まっ

たけど、３月の段階になって入れなくなるとかいうような状況になる場合もあるん
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でしょうか。 

議長（杉浦和人君） 子ども支援課長。 

子ども支援課長（森弘一郎君） 今現在、来年度の入園児の人員の調整というか、そ

ういう形をやっております。最終、保育士の人員も決定した中で子どもさんの入園

の決定もさせてもらうということになりますので、その途中で、３月でそういった

急に入園ができないという状況は必ずないようにということで、いつも毎年そうい

った対応をしておりますので、よろしくお願いいたします。 

議長（杉浦和人君） 谷口智哉君。 

３番（谷口智哉君） 分かりました。 

 これから保育の環境をよくしていく上の最初の初年度でそういう、悲しいという

か、保護者も、児童というかお子さんも、安心できないような環境というのは非常

に、今後、令和11年に向けていろんな計画を立てる中で、非常に幸先が悪いという

か不安の残る出発地点にならないように頑張ってほしいなと思います。 

 ほかの市町の、近隣での保育士の確保の状況というのは、課長のほうでは把握し

ていますでしょうか。 

議長（杉浦和人君） 子ども支援課長。 

子ども支援課長（森弘一郎君） ほかの市町の状況というところでございますが、滋

賀県内全体といたしましては、やはり保育士不足というのは日野町と同じくあると

いうことはもちろん聞いてはおりますけども、実際のところ、日野町のほうにも、

近隣市町からこの日野町で働きたいという形で保育士さんが来てもらうこと、会計

年度任用職員さんにはなりますが、そういうこともやっぱりございますし、逆に日

野町からほかの市町へと行かれる、そういった保育士さんもいらっしゃるというこ

とで、そういった行き来が、実際のところ、近隣市町、県内含めまして、同じよう

に起こっているという状況は把握しております。 

議長（杉浦和人君） 谷口智哉君。 

３番（谷口智哉君） これからの労働力の人口、全体的な人口も減っていく中で、と

りわけやはり子ども、町長の政策でも子どもの政策ということは２つの目標のうち

の１つに掲げられていますし、今の県の動きでも大事だと思います。 

 ただ、全体的に充足していない状況というのは非常に危機的な状況だと思います

が、人員の確保に関してはどうしても仕方のない部分というのももしかしたらある

かもしれないです。 

 ただ、日野町では日野町なりの努力の仕方というのはあると思うんですが、課長

というか日野町として、ほかの市町に比べて、日野町で保育士になっていただくメ

リットというか、アピールポイントというか、携わってもらえるよさというのは、

日野町に何かあるんでしょうか。 
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議長（杉浦和人君） 子ども支援課長。 

子ども支援課長（森弘一郎君） ありがとうございます。 

 私が思うに、日野町での保育士として働くメリットは、まず最初には、地域との

交流が本当に、今までからずっと本当に深いということは、まずそういった点とし

て挙げられると思っております。 

 近年、保育士さんのいろんなゆとりがない中、そういった地域の交流も若干薄れ

てきたことはあるかもしれないんですけども、それでも、やっぱり地域の皆さんが、

例えば野菜が取れたら持ってきてもらえたり収穫体験をさせていただいたり、また、

落ち葉拾いでありますとか園庭の掃除も、本当に気安く、地域の方々、頂きました。

そういったことでは本当に、日野町の保育所で、幼稚園等も含めまして、しっかり

地域交流ができているかなというのが、すごくアピールというか、よい点だなとい

うふうに思っております。 

 また、今、いろんな支援が必要な子どもさんも増えておる中、その辺のしっかり

したサポート、そういった体制も日野町は手厚いのかなというふうに思っておりま

す。 

 そういったことで、保育士さんが本当に熱心に関わっていただきまして、これら

の子どもの生活、また、これから小学校へつなぐということを熱心に取り組んでい

ただいているなというふうに思っております。 

議長（杉浦和人君） 谷口智哉君。 

３番（谷口智哉君） メリットというのは人それぞれな部分もあるかもしれないんで

すが、町として押す部分がその部分であるのであれば、募集要項のところにちょっ

とイメージできるようなものがあると、日野町の保育士の資格を持っている方が日

野町で前向きに就職してもらえるんじゃないかということもありますし、先ほどお

っしゃったような人づて口づてで、よその市町からも選択肢として日野町を選んで

もらうことができるかもしれないので、そういったところで、情報発信のほう、ち

ょっと見返しながらしていっていただければなと思います。 

 ２問目の質問として、コミュニケーションが取りやすいようにするため、人員確

保以外の施策は考えているのでしょうかということなんですが、先ほど、人が充足

していないとそんな時間も取れないんじゃないのかなと思っているんですけど、い

かがでしょうか。人員確保以外で、保育士さんの負担軽減、そして、園児、保護者、

保育士同士のコミュニケーションが取れる方法というのは考えておられるんでし

ょうか。 

議長（杉浦和人君） 子ども支援課長。 

子ども支援課長（森弘一郎君） ありがとうございます。 

 コミュニケーションが取りやすくするための施策ということで、２点目、頂きま
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した。 

 これにつきましては、風通しのよい職場環境づくりに努めるということが一番大

事かなというふうに思っております。短時間のミーティングを定期的に実施すると

いうことや、また、悩みや意見等をそれぞれの職員が共有しやすい雰囲気をつくる

ということに努めたり、そして、業務や担当の役割分担を行うことで、互いに助け

合う、チームワークを高めるという工夫も必要やというふうに思っております。こ

うした保育士同士の信頼関係を深めることで、働きやすい職場環境づくりに努めた

いというふうに考えております。 

議長（杉浦和人君） 谷口智哉君。 

３番（谷口智哉君） 今頂いた答弁の中で、重要と考えていますとか思われますとか

いうようなことはあったんですが、もちろんそういうことを考えていらっしゃるの

はふだんから森課長を見ていても思うんですけど、そういったところを実際に職員

さんたちに落とし込むというか、生かすために、園側、特に責任者の園長さんとか、

主となる保育士さんとかと、そういう組織づくり、風土づくりをしていこうという

ことは、意思疎通、共有ということができていて、具体的施策につながるような動

きはされているんでしょうか。 

議長（杉浦和人君） 子ども支援課長。 

子ども支援課長（森弘一郎君） ありがとうございます。 

 毎月定例の園長会というのを実施しております。その中でしっかり、各園長さん

含め、また、その職員さんへの周知というところで、こういったコミュニケーショ

ンを深める風通しのいい職場づくりにおいては、しっかり園で努めてもらうよう、

周知、そういった話合いということをさせていただいております。 

議長（杉浦和人君） 谷口智哉君。 

３番（谷口智哉君） 今この場でこの内容を検証することができないので、また来年

度に向けて、私自らヒアリングすることによって、声、拾っていて、また別の角度

から課長とそういった形で情報共有ができて、よりよい改善につなげていければい

いなと思っています。 

 それでは、最後の質問ですね。ほかの方の質問とももしかしたら重なる部分があ

るかもしれないんですが、日野町幼児教育保育施設再編整備計画では、令和７年度

から令和11年度にかけて大変革をするようなスケジュールです。中には、既存の建

物を取り壊して新しいこども園を造るとかいうような話もあります。スムーズな移

行が必要だとは思うんですが、現時点でどのような体制で進めているんでしょうか。 

議長（杉浦和人君） 子ども支援課長。 

子ども支援課長（森弘一郎君） 現時点における体制というところでございます。 

 今、子ども支援課の子ども支援担当と、それからまた管理職員におきまして、今
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回の施設の再編整備業務というのに取り組んでいるという現状でございます。 

 また、子ども支援課全体としましては、今年度から、子育て家庭担当という担当

の設置、それから兼務職員の配置ということでの体制の充実を図っているというと

ころでございます。 

議長（杉浦和人君） 谷口智哉君。 

３番（谷口智哉君） 今、最後に体制の充実を図っているという言葉があったんです

が、でも、答弁の大枠の話を見ると、新年度から、７年度から令和11年度に向かっ

て、ハード面もソフト面もいろんなことをしていなければならないと。でも、答弁

の冒頭にもありました、子ども支援課の子ども支援担当と管理職員において取り組

んでいるということは、後段にあった子育て家庭担当も多分専任での再編計画の主

たる担当でもないんじゃないのかなと思ってくると、ほぼ現状の人数でやっていく

というような捉え方もできるんですが、そういうことなんでしょうか。 

議長（杉浦和人君） 子ども支援課長。 

子ども支援課長（森弘一郎君） ありがとうございます。 

 現状の体制かどうかということで質問いただきました。職員の人事や組織体制に

関わる話ということにはなるんですが、今後、議員のおっしゃるとおり、建築の関

係とか、技術的なそういった方面での力も必要やということでも思っております。

町として、限られた人員の中で施設の再編整備業務が計画どおり進められるように、

今後も子ども支援課の職員を中心といたしまして、また、先ほど来あります保育現

場で働く保育士さんのお力もお借りし、関係する職員みんなで、それぞれの持って

いる力を合わせましてこの業務に取り組んでいきたいなというふうに考えており

ます。 

議長（杉浦和人君） 谷口智哉君。 

３番（谷口智哉君） 何かだんだん悲しい方向の話になっていくんですが、今の答弁

にあった現場で働く保育士さんもというのも、最初に人数が充足しないということ

を聞いて確認した上にもまだ業務が重なってくるんじゃないのかなと思っていま

す。 

 ちょっと例題を出すと、私の妻の話なんですが、今、職場でＩＳＯを取ろうとい

うことでこの２年間動いていて、やはり同じように人員がそれで増えるわけではな

いと。コンサル会社とかも入ってはいるんですけど、実際は現場でマニュアル化と

か手順を見直したりとかをしていると。そのために何をしているかというと、ルー

チン業務に関しては時間内にします。ＩＳＯの業務に関しては時間外にします。た

だし、準備とか業務の締めとかはできないので、土曜日に黙って会社に行って業務

をしていると。そして、行ったら二、三人、同じような状況がいると。 

 もしかしたら役場でも、こんなことはあってはならないことだと思いますが、そ
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ういうことは起きているんじゃないのかなと思っています。それが、現在、今もう

令和６年、７年の状態で、準備室か何かをつくってスムーズな移行に細心の注意を

払っていかなければならないと思うんですが、向こう数年間、今のような体制だっ

たら、職員さんや現場の保育士さんの負担増につながらないでしょうか。 

議長（杉浦和人君） 子ども支援課長。 

子ども支援課長（森弘一郎君） 確かにそれぞれの職員の負担増ということには、こ

のままの状況だとそういったことにつながるかなということは想定させてもらえ

ると思います。ただ、これから、来年度、これから先のことも踏まえまして、そう

いった体制づくりということについては、総務課も含めまして協議をしてまいりた

いというふうに思っております。 

議長（杉浦和人君） 谷口智哉君。 

３番（谷口智哉君） 今、総務課の名前が出たんですけど、特に答弁を求めることは

ないです。 

 子どもや保護者を含む地域住民のため、そして、職員さんの負担軽減のため、ス

ムーズな移行のために、再編準備室など、ふだんの業務と切り分けたものが必要だ

と思います。それこそ、先ほどおっしゃったような設計とか、あと、職員さんのフ

ォローとかも、また、新しい園が開園するとなるといろんなことが起きると思いま

すので、そういったことに、現場の職員さん、そして管理職の皆さんも、無理なく

行けるようにしていっていただきたいと思います。その中で各課同士の連携を強め

て明るい日野町の未来をつくっていっていただきたいと思います。 

 これで２つの質問を終わらせていただきます。 

議長（杉浦和人君） 次に、13番、西澤正治君。 

13番（西澤正治君） それでは、通告に従いまして２題、分割にて１題ずつお願いし

たいと思います。 

 まずはじめに、米価の安定と生産調整ということで、ひとつよろしくお願いいた

します。 

 ９月の一般質問に続いて今回も農業問題で、ひとつ、農林課長、よろしくお願い

いたします。 

 農林水産省は令和６年米の作況指数を10月19日に発表されました。それによると、

10月25日現在の作況指数は101でありました。平年並みとなりました。近隣の農家

や農業組合の話を聞かせていただきましても、作柄は昨年と同じぐらいの収穫量で

あったと聞いております。 

 しかし、６年産米の価格は特別な価格となり、前回９月議会で質問させていただ

いた米価高騰の要因が、肥料代など高騰、生産コストの増加を反映して、農家に支

払うＪＡの概算金が上がったこと、この夏のお米の品不足を受け、また、マスコミ
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等の報道もあり、米の集荷業者間の競争がとても激しかったことが第一の要因では

ないかと、このように思われます。 

 ＪＡ日野３支店でのお米の集荷内容を聞いてまいりました。前年度、その前も不

作でしたが、集荷量の集荷対比は前年度対比81.93パーセントで、ほかの集荷業者

にお米が流れたとも思われます。 

 また、一等米の比率も67.6パーセントと、これまた猛暑と害虫の被害で歩留りが

本当に悪かった結果となりました。 

 これでまた12月に入りますと、来年度のお米の作付計画に入ります。肥料、生産

資材の申込み、転作計画と大変ですが、令和７年も本年と同じ価格であればよいの

ですが、本当にそのように思っております。 

 主食用米がこれだけ高騰すれば、加工米、また、ＷＣＳ、家畜用飼料稲の作付を

やめ、主食用米の品種と変更されるのではないかと、このように思います。 

 減反政策をしていない農家もあり、また、農家間での不快感が見受けられるよう

でございます。減反政策は政府の押しつけではございませんが、農家が政策を守っ

ていたことが今日のこの米価の結果となったかと、このように思います。 

 農業再生協議会では、来年度の転作計画を守られるのか、行政の指導も含め、７

年度の計画があれば伺いたいと思います。よろしくお願いします。 

議長（杉浦和人君） 13番、西澤正治君の質問に対する町長の答弁を求めます。 

 町長。 

町長（堀江和博君） ただいま、米価の安定と生産調整についてご質問を頂きました。 

 令和６年産主食用米に対するＪＡの概算金については、令和５年度と比べ１俵当

たり約5,000円の増となりました。近年、米の価格の低迷が続いておりましたので、

単年で終わることなく安定して伸びていくことこそが生産者にとって重要である

と考えております。 

 その一方で、加工用米等の価格は交付金を加えても主食用米には及ばないことか

ら、課題として国に対し現状を伝え、検討をお願いしております。 

 農家の皆さんには、早くも来春の作付に向け準備を進めていただいております。

生産調整については平成30年に、それまでの国が生産数量目標を示すやり方から、

滋賀県農業再生協議会や各市町の同協議会が目安としての生産目標を示す形へと

変更をされています。 

 現在、日野町農業再生協議会では、滋賀県農業再生協議会から示された生産目安

等を参考に、来年度の方針を検討されているところです。 

 12月下旬に開催予定の日野町農業再生協議会の総会にも、私も委員として出席を

させていただいて、農家にとって不公平感ができる限り生じない計画となるよう努

めてまいりたいと思います。 
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議長（杉浦和人君） 西澤正治君。 

13番（西澤正治君） 昔から百姓には、百姓の来年ということや、また、豊作になれ

ば、豊作貧乏という、こういう昔からのような言葉もございます。 

 ちょっとこれでまた再質問をさせていただきます。 

 今から31年前、平成５年だと思いますが、平成の米騒動ということがありました。

その年は本当に大凶作の年でありまして、その年の米価も本当に高く上がって、百

姓の農家の長男は、ベンツやらよい車に乗って走り回せるというような、一般市民

からもこう言われたという話を聞いております。 

 その年を超える今年は本当に取引価格が高かった。米の卸売業者などの相対取引

の価格では玄米１俵当たり２万円を超える価格となり、本当にＪＡの集荷もままな

らなかったというような話を聞いております。 

 これで本来の米の生産原価と労働対価が算出されたのではないか、今年の価格は

このような価格になりました。農業者の生産意欲がこれで出てくるのではないか、

農業後継者、また、営農法人なども魅力ある経営に取り組めるのではないかな、こ

のように思います。 

 再度伺います。安定した米の生産供給のためにも、生産調整や減反政策を守り、

収益が確保できるような政策を取るのか、再度お伺いしたいと思います。よろしく

お願いします。 

議長（杉浦和人君） 農林課長。 

農林課長（吉村俊哲君） 西澤議員から再質問を頂きました。 

 生産調整という、その仕組みにつきましては、現在守られていない方に対してペ

ナルティーが特にあるわけでもございません。また、行政から、それに従っていな

いからということで、強制的な指導等もできない状況となっている状況でございま

す。 

 そういう中にあって、米を安定的に、そしてまた、農業をやっていていただいて、

もうかるなと、これ、続けようというふうに思っていただくためには、農家の皆さ

んと、そしてまた、行政や各団体・機関が協力しながら進めていく必要があるので

はないかなというふうにも考えております。 

 町としましては、先ほども町長のほうが申しましたように、再生協議会と連携を

より一層密にしまして、情報の収集や提供に努めていきたいというふうに考えてい

るところでございます。 

 今年の秋以降の動向といたしまして、米の価格が上昇したことによりまして、市

場では特売をしても米が売れないところもあるというふうなことの報道もござい

ます。その一方で、町内のＪＡさんには、集荷が思うように集まらなかったのでと

いうことで、これ、滋賀県全体で見ますと近江米が不足をしているというような状
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況になっているかなというふうに思います。 

 再生協議会に来年度の動向を少し伺いますと、国、県ともに、生産の目安は今年

度に比べて増やす見込みであるということで言われておりまして、日野町の農業再

生協議会も、それらを鑑みまして、その目安よりもさらにもう少し主食用米を作っ

ていただける状況でお示ししたいなということで、今、調整をしているというよう

な状況でございますので、また総会等で示される状況について確認をしてまいりた

いなというふうに思うわけでございます。 

 国のほうでは、この夏の米の品薄の状況を見て、少し来年度は営農計画書の取扱

いを変更するように考えているというふうに聞いております。従来、営農計画書に

つきましては６月末で締切りだったものが、その提出期限は変わらないんですが、

修正期限を８月20日まで、約２か月弱延ばすというようなことで考えているという

ことでございます。このことによりまして、転作作物の作付の面積をより、実際の

市場の動向、実需に合った形で修正がしていただけるのではないかなというふうに

も考えているところでございます。 

 そういった取組、再生協議会と共に情報を収集して、農家の皆さんにもご提示す

る中で判断を頂きながら、より市場の求める状況に合わせて農業に励んでいただけ

ればというふうに思うところでございます。よろしくお願いいたします。 

議長（杉浦和人君） 西澤正治君。 

13番（西澤正治君） 再生協議会と情報を密にして、ひとつ行政のほうもお考えを頂

きたいなと、このように思っております。 

 お米の生産と供給のバランスが狂うと、これ、本当に豊作貧乏、農家には豊作貧

乏という言葉がついてきますので、ひとつそこら辺のバランスを守っていただきた

いなと思いますので、どうかひとつよろしくお願いいたします。 

 それでは、２問目に入らせていただきます。 

 ２問目は被災地の教訓をどう生かすかということでひとつよろしくお願いいた

します。 

 令和７年で阪神・淡路大震災から30年の年でもございます。今日まで、大きな震

災、大雨などで、テレビ、新聞などで拝見してきました。阪神・淡路大震災のとき、

私は酪農業をしておりましたので、牛乳を３日間廃棄した苦い経験もございます。 

 直近では本年１月１日に能登の震災、各地で発生する災害が、10年に１度は大き

な震災、災害が起きております。その間、尊い生命や財産が、それぞれ失われてお

ります。 

 今後30年間の間に南海トラフ地震が発生との予想がされております。現に、８月

に南海トラフ地震臨時情報が発令されました。無事に月日が流れ、今日ではもう何

事もなく太平の世の中でございます。 
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 世間では、コロナ禍の後、付き合いや近所間の交流も希薄になり、全く寂しい状

態でもございます。いざというときの行動が取れないかと、このように思われます。 

 当鎌掛では、年１回７月に、日赤奉仕団の皆さんと運営会、自主防災会との３団

体にて、炊き出し訓練を行ってもらっております。災害発生時、町の職員さんや行

政組合の職員さんも救助活動に出動されているが、そのときの現状や、救助活動、

もし被災されたときの行動などを、出前講座や防災訓練時などに生かせられないか、

現場で行ってきた活動や現状を報告していただければ、参加される皆さんも災害対

策の教訓になるのではないかな、このように思います。 

 このような提案をさせていただきますが、いかがなものかお伺いしたいと思いま

す。 

議長（杉浦和人君） 町長。 

町長（堀江和博君） ただいまは、被災地における災害対応の教訓を町の災害対策に

どう生かすかについてご質問を頂きました。 

 南海トラフ地震をはじめ、当町におきましても、災害がいつ発生してもおかしく

ない状況でございます。現在、日野町地域防災計画や職員初動マニュアルに基づき

総合防災訓練を行い、災害発生に備えているところでございます。 

 また、災害発生時において、他市町からの応援職員や支援物資等の受入れ、配置

等を円滑に進めるため、災害時受援計画の策定を現在進めております。この計画で

は、被災地での初動対応や災害支援の経験を教訓に、職員の具体的な初動対応等に

ついても見直しをしていきたいと考えております。 

 東近江行政組合の職員については、緊急消防援助隊として、いち早く被災地に派

遣をされ、主に人命救助や応急処置、捜索、医療機関への搬送、倒壊家屋の瓦礫や

土砂の除去等の任務に従事をされました。 

 また、地域での行動については、お互いが助け合う共助の重要性から、平時より

顔の見える関係づくりに努めていただくよう、出前講座を通じ、周知を図っている

ところでございます。 

 今後も引き続き、地域防災力を高めるため、被災地支援で得た教訓を災害対応に

生かしてまいりたいと考えております。 

議長（杉浦和人君） 西澤正治君。 

13番（西澤正治君） 庁舎内での受入れ体制、それぞれいろいろ聞かせていただきま

した。また、これ、９月の一般質問で、前回柚木議員が、準備物、また、避難場所、

それぞれ詳しく聞いていただきました。よく覚えております。今度は今回の質問に

対して再質問をさせていただきます。 

 再質問といたしましては、これは私ごとですが、私の息子も本年１月２日の夕方

から、能登の震災に、緊急消防援助隊として３日間、それからまた、８月の豪雨災
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害にも被災地へ出向き、主に初動で人命救助派遣のようにも聞いております。家で

話を聞いてみても、何を聞いても、大変やった、ひどい現場やった、被災された人

は本当にかわいそうやった、ただそれだけのことで、それ以外のことは何も口には

しません。これは仕事柄、守秘義務があるのかなと、このように思われます。 

 公的な場所なら被災地などで見てきたことを話せるのではないかな、地域の防災

を高めるためにも、被災地救助支援隊で行ったこと、これを教訓に生かしてしゃべ

ってほしいなと、このように思っておりますが、私たち町民は、ここ半世紀間、本

当に大きな災害を味わってはおりません。本当にすばらしい町でございます。昭和

34年９月26日に伊勢湾台風がございました。私の知る限りはそれ以来、本当に大き

な被害には遭ったこともなく平和な町であり、それだけ先人たちの安全や安心なま

ちづくりに努力されたことのあかしだと、このように思っております。 

 住民一人ひとりがいま一度、災害に対して関心を持ってまちづくりをしていただ

きたいと思いますが、何かあればお伺いしたい、これに対してお伺いしたいなと、

このように思います。よろしくお願いします。 

議長（杉浦和人君） 総務課主席参事。 

総務課主席参事（岡本昭彦君） ただいま西澤議員から、地域への生かし方等につい

て再質問いただきました。 

 おっしゃられるとおり、緊急消防援助隊、当東近江地域におきましても、１月１

日の夕刻から被災地へ派遣されまして、救助活動等、活動されたと伺っております。 

 また、私含めて町の職員も、被災地への支援活動に携わらせていただいたところ

でございます。 

 そのような活動に対しての地域住民さんへの報告という形ではないんですが、防

災出前講座でお申込みを頂いた地域の皆様方に対しまして、日野町防災士連絡会の

協力を頂きながら、いろいろ防災のお話をさせていただいているんですが、その中

で能登の報告という時間を設けまして、町の取った体制のご報告と、現地での活動

の状況の説明、また、カラー写真等を用いて、地域住民さんの皆様に、被災地の状

況をお伝えさせてもらっているところでございます。 

 確かに、テレビで、報道で詳しく住民の皆様はご承知かと思いますが、実際見て

きた職員の立場として、報告もさせてもらっております。 

 それに併せまして、出前講座等の機会を通じまして、実際避難所がもし開設され

た場合、極力避難をお願いします、そういう機会を通じてお話もさせてもらってお

りますし、自助、共助、公助のお話から、地域での助け合いが一番大事でございま

すという、協力をお願いするお話もさせてもらっております。また、前回の一般質

問でもございましたが、ＡＥＤの使用の場面に遭遇された場合につきましても、周

りへの配慮を心がけていただきたい、それと、同じく出前講座の機会を、あらゆる
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機会を通じて進めていただきたい、それが町全体の地域の防災力向上につながりま

すというお話もさせてもらっているところでございます。 

 いずれにいたしましても、防災の出前講座の機会を通じまして住民周知を図って

いるところでございます。 

議長（杉浦和人君） 西澤正治君。 

13番（西澤正治君） 災害をあおるわけではございませんが、いろいろそれぞれ住民

さんにも周知徹底していただいて、本当にいざというときの対応がほんまにきちっ

とできるものかなと、このように思うのが本当に心配なところでもございます。や

はり地域住民が、一人ひとりが本当に心がけていざというときの心構えを持つこと

が必要ではないかな、やはり自分らの命は自分で守るということが一番最後の手段

ではないかなと、このように思っております。 

 災害といってもこれ、全国各地で、なかなか自分らの身を守るということが大変

でもございます。これから、毎年寒いときに大きな地震が起きる、阪神・淡路大震

災でも１月17日、去年の能登の震災も１月１日ということで、本当にほっとしたと

きにがさっと来るということで、日々がやはり大事かな、日々の準備が大事かなと、

このように思います。 

 我々も気をつけていきますが、執行部の皆さん方、いざというときの初動体制に

はひとつよろしくお願いしたいと思います。 

 これで一般質問を終わらせていただきます。ありがとうございました。 

議長（杉浦和人君） 次に、６番、川東昭男君。 

６番（川東昭男君） それでは、事前通告に基づき、分割方式にて２点、一般質問を

させていただきます。 

 最初に、日野町防災基盤整備事業について、川東の配付資料の①、防災基盤整備

事業を参考にしていただきたいと思います。 

 なお、私の一般質問の通告書の中で「消防力の基準」という記載があるのですけ

れども、これは平成12年に「消防力の整備指針」に改正されていましたので訂正し

たいと思います。 

 それでは質問に入ります。 

 毎年４月の全町区長会において日野町補助事業等一覧表が配付され、各区長は地

域の必要性に応じ活用されています。近年の物価高などにより工事費が高騰し、町

補助金の率や上限の基準が地元にとって大きな負担となっているのではないでし

ょうか。 

 豊田地域自治会連絡協議会から、防火水槽の老朽化により更新しようと計画して

いるが、日野町防災基盤整備事業の上限基準により、超過分は全額地元の負担とな

り、事業実施をためらっている、補助事業の上限を上げてほしいという要望を受け
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ています。 

 この要望は全ての自治会共通の課題であり、建築資材をはじめ、近年の物価上昇

の中、町の各種補助金を見直す時期に来ているのではないでしょうか。 

 特に、日野町防災基盤整備事業における防火水槽、小型動力ポンプについては、

主に消防団員が点検、訓練、火災現場で使用するものであり、果たして自治会への

補助金制度がふさわしいものなのか疑問です。町は、消防法や消防力の整備指針に

基づき、必要な防災基盤の整備と管理をすべきと考えます。 

 防火水槽は、町が入札し工事を実施します。町と落札業者の契約額の30パーセン

トが地元負担となり、工事費の上限は600万円で、地元負担は180万円となります。 

 町の契約額が上限に達しない場合は地元負担は下がりますが、上限を超えると超

えた金額全額が地元負担金となり、180万円にプラスされます。 

 防火水槽工事を希望する自治会は、前年度に申請を上げ、認可されると翌年度に

実施となります。そして、入札により工事費が確定するため、地元で事前準備金が

いくらになるのかは分かりません。 

 この上限額は、平成23年度までは450万円、平成24年度から26年度までの３年間

は500万円に改正されました。理由として、当時の物価高騰によるものとされてい

ます。 

 平成27年度からは600万円に改正され、理由として、二次製品である水槽本体の

費用が値上がり傾向であることに加え、消費税率の引上げによるものとされていま

す。 

 その後、今日まで物価上昇があっても改正はなく、10年間同額が続いています。 

 また、小型動力ポンプについても、町と落札業者の契約額の30パーセントが地元

負担で、上限額は130万円、地元負担は39万円です。限度額は、過去20年以上、見

直しがされていません。 

 令和３年度から令和６年度の実績をお聞きすると、この期間に契約された８自治

会全てが上限額を超えているとのことです。こうした現状から、本事業の制度を抜

本的に見直し、来年度予算から反映できるようにならないかと思い、次のとおり伺

います。 

 ①日野町の消防設備の整備基準について、防火水槽と小型動力ポンプは一体どの

地域にどれだけ必要なのか。例えば、消火栓は１か所当たりに対象人家が何戸であ

るとか、防火水槽はどの範囲に何か所必要であるなど、その基準をお伺いします。

また、その管理チェックはどのようにされているのか伺います。 

 ②防火水槽工事および小型動力ポンプ購入において、これまで上限額を超えた工

事費および購入額について、その年度、件数、超過額を伺います。 

 ③県下他市町の防火水槽および小型動力ポンプの補助制度はどのようにされて
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いるのか。制度内容やその補助率、上限額について伺います。 

 ④本事業における町の財源は、地元負担30パーセントを除く事業費を100パーセ

ント充当、70パーセントが交付税措置される緊急防災・減災事業債を活用していま

す。交付税措置される事業の地元負担金の在り方は、現状のままでよいのか。本事

業を自治会の対象事業とせず、町直営事業として実施できないか。町の見解を伺い

ます。 

議長（杉浦和人君） ６番、川東昭男君の質問に対する町長の答弁を求めます。 

町長（堀江和博君） ただいまは、日野町防災基盤整備事業についてご質問を頂きま

した。 

 １点目の消防設備の整備基準と管理につきましては、防火対象物から消防水利に

至る距離が140メートル以下となるよう、消防法の規定に基づき、消防水利の基準

が定められております。管理については、防火水槽および小型動力ポンプについて

は地域で維持管理をお願いしているところです。消火栓については、町から水道事

業に対し維持管理負担金を支出し、水道事業として上下水道課が管理を行っており

ます。 

 ２点目の基準額の上限を超えた件数や金額については、防火水槽は、平成30年度

以降５件設置し、うち４件は600万円の基準額以内となり、令和３年度の１件のみ

649万円で49万円基準額超過となりました。小型動力ポンプについては、議員ご指

摘のとおり、令和元年度以降８件購入し、その全てにおいて基準額の130万円を超

える契約となっております。超過額は20万から30万円となっており、本年度の１件

については48万円程度基準額を超過した契約となっております。 

 ３点目の他市町の補助率や上限については、東近江管内の市町では、防火水槽は

上限なく事業費の３分の１の額を地域にご負担いただいている市町や、上限を100

万円として事業費の６分の１の額を地域にご負担いただく市町があります。また、

小型動力ポンプは、上限なく事業費の３分の１の額を地域にご負担いただく市町や、

補助金の上限を32万5,000円とし、購入費の４分の１の額を補助する市町、同じく

上限を100万円とし、購入費の３分の２の額を補助する市町があるなど、様々な状

況となっております。 

 ４点目の地元のご負担の在り方については、当事業は、町が発注し、その費用を

全額支出後、設置に係る基準額の30パーセントの額を地元にご負担いただき、基準

額を超えた部分については全額地元にご負担を頂いております。 

 防火水槽や小型動力ポンプが設置された地域については、一定消防水利の受益を

受け、防災力が向上する観点から、相応の地域のご負担を頂く受益者負担は必要と

考えております。 

議長（杉浦和人君） 川東昭男君。 
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６番（川東昭男君） それでは再質問をさせていただきます。 

 ただいまの答弁では、消防水利は基準を確保した上で、防火水槽と小型動力ポン

プは各地域で、消火栓は水道事業として上下水道課が管理をしているとのことです。

管理台帳や図面が管理されていると思います。そこでお聞きします。 

 地域では、過去の火事の経験から、次の非常時を心配して、既存の設備や更新を、

そして新設を、補助事業により整備しています。あればあるほど充実することは分

かりますが、一体どの地域にどれだけ必要なのか。本来、消防法でいう消防水利の

設置者は市町村であります。維持管理についても市町村が行うと、消防法20条第２

項、なお、水道事業者は公共の消防のための水道に消火栓をつなげなければならな

いことが、水道法第24条第１項に規定されています。地域の負担はどこまでなのか。

町としての整理についてお伺いします。 

 ②でございますけれども、防火水槽は令和３年度以降、小型動力ポンプは平成30

年度以降、全てが上限額を超えている現状に、対策が必要なことがよく分かります。 

 なお、防火水槽については、周りを囲むフェンスの設置や、別の場所に新設する

場合の既存施設の撤去費用は補助対象外となっています。 

 上限額を超えた地元負担と合わせて、設置場所によってはさらに地元の負担が増

していくことになります。 

 近年の契約額が全て上限額を超えている現状をどのように見ておられるのか、ま

た、なぜ上限額を設けているのか伺います。 

 ③と④について、併せて再質問させていただきます。 

 他市町の補助制度につきましては、東近江行政組合管内の２市３町について資料

を頂きました。 

 防火水槽においては、東近江市は市が設置し地元負担３分の１、上限はなし、近

江八幡市は制度がなし、竜王町は町が設置して地元負担なし、愛荘町は町が設置し

て地元負担６分の１、負担の上限は100万円となっています。 

 小型動力ポンプについては、東近江市は自治会が購入し、市が補助金として３分

の２を補助し、その補助の上限額は100万円、近江八幡市は自治会が購入し、補助

金として４分の１で補助金の上限額が32万5,000円になっています。竜王町は町が

購入し、各自治会に１基配付、20年に１度更新する、地元負担なしとなっています。

愛荘町は町が購入、地元負担３分の１、負担上限なしとなっています。 

 合併されて20年がたつ２市と３町の制度に格差が見られますが、日野町と３町の

違いを見ると、竜王町は基本的に地元負担はなし、愛荘町の防火水槽は最高額を負

担しても100万円、日野町の180万円プラスと圧倒的に開きがあることがうかがえま

す。 

 ④の直営事業として実施できないかという質問に対して答弁は、当事業は町が発
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注し、その費用を全額支出後、設置に係る30パーセントを負担、基準額を超えた部

分は全額地元負担としているです。契約額に係る全額を町が支払った後に地元分担

金を受け取るということは、私は負担金ではなく寄附金ではないかと思います。い

かがお考えですか。 

 また、本事業は、緊急防災・減災事業債として最も有利な起債が活用できる他の

補助制度とは性格が異なると思います。充当率が100パーセントの起債であるのに、

なぜ上限を決めているのか、70パーセントが交付税措置されるのに、なぜ補助率は

30パーセントなのか、お伺いをします。 

 近隣の竜王町のように、町の直営事業として、地元負担なしですべきではないか

と考えます。この場合、設置要望が多くなることも想定されますし、財政上の制限

が課題だと思いますが、消防水利の整合性を図りながら改善していただきたいと思

いますが、見解をお伺いします。 

議長（杉浦和人君） 総務課主席参事。 

総務課主席参事（岡本昭彦君） ただいま、町と地域の管理やご負担の整理、基準額

上限の設定ならびに寄附金の問題、地元のご負担等について再質問を頂戴いたしま

した。 

 まず、消防水利の地域での必要基準や維持管理を含む、町と地域の役割の範囲に

ついてでございますが、どの地域にどれだけ水利が必要なのか、先ほど町長答弁に

もございましたが、消防水利の基準に基づきまして、住宅の件数や人口ではなく、

消防水利から防火対象物までの距離、つまり消火栓から住宅までの距離を要件とし

て判断しておるところでございます。先ほど140メートルと町長答弁がございまし

たのが、その距離で判断しているということでございます。 

 また、維持管理につきましては、消防法では、町が行う、市町村が行うこととな

っておりますが、現状は、消防団員や自警団員の団活動の一環として、年に数回、

防火水槽の水位の確認や消火栓の点検等を実施いただいているところでございま

す。 

 続きまして、基準額の上限につきましては、これまで町では、消防水利の基準に

基づきまして、防火水槽として最低限必要な容量である貯水量が40立方メートルの

水槽が設置できる金額を標準額といたしまして、そのための土を掘る土工や人件費

の工事費等を標準的な金額として算出しております。また、小型動力ポンプにつき

ましても同様に、消火活動に必要な最低限の性能を有するポンプの購入費用を標準

的な金額として算出しておるところでございます。 

 上限額を超えている現状につきましては、昨今の工事費の上昇の影響が顕著に現

れておりまして、一定上限額の見直しも必要であると認識しておるところでござい

ます。 



2-54 

 続きまして、地元からご負担いただく金額は負担金ではなく寄附金ではないのか

というご質問に対しましては、これにつきましては、地方財政法の第４条の５に割

当的寄附金等の禁止という規定がございます。これは、地方公共団体は住民に対し

まして、直接、間接を問わず、寄附金を割り当て、強制的に徴収してはならないと

いう文言がうたわれておるところでございます。地元のご負担につきましては後に

答弁させていただきますが、今回の防災基盤整備事業につきましては、地元にご負

担を求めるという性質上、寄附金としての歳入はそぐわない、あくまで寄附金は納

める方の意思に基づいてするものでありますので、今回の防災基盤整備事業につき

ましては、一定のご負担を求めていくほうでございますので、寄附金としての歳入

はそぐわないと考えております。 

 加えて、このご負担につきまして、分担金条例を定めておりませんので、現状は、

歳入科目でございます第21款の諸収入の雑入の消防費雑入で地域のご負担を歳入

しておるところでございます。 

 最後に、有利な起債を活用するにもかかわらず、基準額である上限設定と地域の

ご負担を30パーセントとしているのか、また、地元のご負担はなしとすべきである

というご質問に対しましては、水利が充実することは大変有効とは考えております

が、一定標準的な仕様を設けることにより、過剰な性能や装備を防止することがで

きるため、財政上の制限は一定必要とは考えております。地元のご負担につきまし

ては、防火水槽を設置した周辺地域は消火栓に加え一定水利が充足するという益を

受ける、つまり、その地域は消防水利の受益があるということと判断いたしますの

で、相応のご負担を頂く考えを持っておるところでございます。 

 近隣市町におきましても、竜王町を除き、額の大小はあるものの、同様の見解、

一定ご負担は頂く必要があるという見解を持っておられることと推測するところ

でございます。 

 また、30パーセントの負担割合につきましては、十分、過去から審議した上で現

在に至っていると判断しており、また、過去当該事業で実施され設置された防火水

槽等に対しまして地域がご負担いただいたことの整合性や平等性の観点から、現行

の負担率を下げることは難しいと考えておるところでございます。 

 しかしながら、基準額につきましては、昨今の消費税増税や工事費等の増加は十

分認識しておるところでございますし、また、少子高齢化が進む中、自治会の運営

の難しさも叫ばれている現状から、地域防災力向上のため、負担が軽減され、地域

が設置要望しやすい環境を早急につくることは大事かと考えております。 

 基準額の見直しについては、今後検討してまいりたい、研究してまいりたいと考

えておるところでございます。 

議長（杉浦和人君） 川東昭男君。 
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６番（川東昭男君） ①の答弁は、地域でどれだけ必要なのかという質問には答えて

いただいていない。 

 ②の答弁では、近年の契約額が全て上限額を超えているという現状をどのように

見ているのかとお伺いしたのですが、その理由として工事費の上昇が影響とお答え

いただきました。しかし、本当の理由は資材の不足や物価の上昇ではないのですか。

物価上昇を原因にすれば他の補助金に影響を及ぼすなんていうことは考えていな

いと思いますけれども、非常に気になる答弁でした。 

 ③については、日野町と同じ東近江行政組合である２町の違いを見ると、圧倒的

に開きがあることがうかがえます。 

 ④の中では、寄附金は地方財政法で禁止されていると言いながら、分担金条例は

制定していない、だから、現状の歳入科目は諸収入の雑入で歳入しているという答

弁でした。地方財政法を持ち出して寄附金を否定しておきながら、地方自治法で言

う、「特に利益を受ける者から、その受益の限度において、分担金を徴収すること

ができる。」、さらに、「条例でこれを定めなければならない。」ということは無視し

ているように聞こえてなりません。 

 以上は再質問の答弁に対する私の反論です。 

 それはさておきながら、今回の答弁を通じて、町は受益者負担の方針は変えられ

ない、過去に実施した地域との整合性、平等性から、30パーセントの負担は維持し

たいということなので、これについては、これまでの経過もあり、町と住民がそう

いった形で進めてきたことなので、これまでの経過を踏まえて一定の理解はできま

す。 

 しかし、原点に返っていただくと、消防水利の設置者は市町村であり、維持管理

についても市町村が行う、ただし、水道については当該水道の事業者が設置および

維持管理を行うと、消防法20条２項にあります。なお、水道事業者は、公共消防の

ために、水道に消火栓をつなげなければならない、先ほども申し上げた水道法に規

定されているわけでございます。つまり、竜王町のように、町で責任を持って整備

すべきものではないでしょうか。 

 最後の答弁のほうで、自治会の運営が厳しい中、地元の負担軽減を図るため、基

準額の見直しの検討をすると、少しだけ前向きな答弁がありました。私の地元豊田

地域では、防火水槽の水漏れが発生しています。火災に備えるために、早急に移転、

新築しなければならないことから、来年度の７年度に防火水槽の設置を要望してい

ます。また、他の地域から要望があることもお聞きしています。 

 私は、消防法や水道法の規定に基づき、本制度を町直営の事業として抜本的な見

直しをすべきと基本的に考えます。これまでの経過や町の負担問題など、早急な対

応は難しいことということであれば、当面何ができるかということを考えていただ
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きたい。 

 私は、当面上限額を設定せずに、補助率を愛荘町の６分の１、地元負担金の上限

は100万円にすることは当面できないか、そして、水漏れがしている防火水槽のこ

とを踏まえ、令和７年度から実施できないかということについて、見解を求めたい

と思います。 

 なお、心配されています、過去のこの事業で設置された自治会との整合性である

とか不平等であるとかについては、次の更新時期には受益されるということなので、

何ら問題はないと思います。むしろ歓迎されるのではないかと思いますが、以上、

当局の見解をお聞きします。 

議長（杉浦和人君） 総務課主席参事。 

総務課主席参事（岡本昭彦君） ただいま再々質問を頂戴いたしました。 

 最初に私の先ほどの答弁に対しましてのご意見等を承ったところでございます。 

 それにつきましては、地域にどれだけ必要であるかという回答がないということ

でございました。どれだけ必要という概念なんですけど、消防水利に関しましては、

先ほどもしゃべっておりますとおり、消火栓の中心から半径140メートルの円を描

くことによって、その中に家屋がある、その範囲に消火栓なり防火水槽を設置する

という基準になっておりますので、数が多いという意味ではなく、その円が網羅さ

れているというイメージで基準が決められておるところでございます。 

 それと、基準額を超えている理由は工事費と申し上げました。議員ご指摘のとお

り、物価上昇は否めない理由でも、こちらは思っておるところでございます。否定

はするものではございません。 

 次の他市町との開きのある補助金についてでございますが、愛荘町並みの補助金

設定、６分の１の上限100万というふうにできないかというご質問でございますが、

それぞれの市町によりまして、地域の実情や各市町の財政状況も異なりますし、そ

れぞれの補助制度につきましても各市町の判断によって現在の補助率等が決めら

れていると考えております。当町におきましても、先ほども申し上げましたが、過

去からの変遷なり、他の町の補助金に対しての負担率なり分担金の率との整合性を

図りながら現状の30パーセント等に設定しておるところでございますが、この点に

つきましては継続して、在り方等、再度今後も引き続き研究してまいりたいと考え

ております。 

 条例制定の関係の寄附金、本来分担金条例が必要じゃないかということなんです

が、おっしゃるとおり、実際に分担金条例が制定されていない状況でございますの

で、現状それに基づくことができませんので、諸収入、雑入で受けているのは事実

でございます。 

 それと、令和７年度から基準見直しの適用を実施できないかということに関しま
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しては、いま一度、本来のこの事業の目的なり地域に及ぶ影響等を再度検討させて

いただきまして、また、100パーセント充当で70パーセントの交付税措置のある非

常に有利な起債が適用されるという、この事業が適用されるというのも鑑みまして、

総合的に内部で協議をし、検討してまいりたいと考えておるところでございます。 

議長（杉浦和人君） 川東昭男君。 

６番（川東昭男君） なかなか私の言っていることが突飛しているというふうに思わ

れるかも分かりませんけれども、消防の、あるいは防災の基盤整備は、やはり市町

村が行うべきだということを前提に検討していただきたい。そうでないと、災害は

市町の判断だけでは済みません。そういった基盤整備はやはり町が責任を持ってす

るのが基本だということを念頭に、いろんな財政問題であったり、今までの経過も

あるので、それも含めて、いろんな経過措置を踏まえながら徐々にでも進めていっ

てほしいなというふうに思います。 

 最後に要望を申し上げます。 

 最後の答弁は、有利な起債の対象となっているが、負担割合は今後継続して研究

する。研究するというのは、私も行政におりましたので、検討よりも緩いというこ

とは皆さんの常識だと思っています。 

 基準額の見直しも、令和８年度に向けて早い段階には考えるという、７年度から

はすぐにはできないというような、そういう言い回しでありましたんですけれども、

防火水槽が漏れているから、場所を移して早急に設置しなければならないという、

この現場の状況を全然見ていただくことができずにそういう答弁であれば、誠に残

念だなというふうに思います。 

 近隣の町に比べて日野町が最も遅れているという、この防災基盤整備の負担率、

基準額制度にも、上限額の基準額についても、私は今回の回答は残念でなりません。 

 今回の質問にあたり、私なりに調査研究してきました。消防、防災は市町村の責

任だということを先ほども申し上げたとおりです。令和６年３月の日野町防災会議

が策定された日野町地域防災計画60ページに、消防水利の基準も含め、阪神・淡路

大震災において、消火栓が管の破損によって使用不可能になったケースもみられた

ため、防火水槽や自然水利の重要性が高まっている、このため、町および消防本部

は、日野地区など住宅密集地で、適地がなく設置が遅れている地区について、防火

水槽等の消防水利の整備以外に、河川等の水利の利用、学校のプール等の効率的な

利用についても一層検討を進めるという記述があります。 

 繰り返しになりますけれども、能登半島地震でも水道施設が壊滅的な被害を受け

ました。日本各地で頻繁に大きな災害が起こっている今日、日野町地域防災計画も

含め、これまでの制度で町が築き上げてきた防災基盤を大切に守っていくためにも、

制度の改正に直ちに取り組んでいただきたいと思います。 
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 最後に一言申し上げます。 

 日野町消防団は、ポンプ操法大会によって、直近の３大会連続で県代表となり、

全国大会に、それぞれの分団、３つの分団が出場されました。そして、優勝や準優

勝している、言わば日本一の消防団です。町長も日頃から日野町の誇りとしてたた

えておられます。県下においても唯一定員を確保している日野町、それを支えてい

る地域の団員の確保や消防水利の確保など、積極的に努力している地域のこともお

分かりのはずだと思います。町の防災基盤整備も日本一とまでは申しませんが、せ

めて先進的な近隣並みの制度をご検討をお願い申し上げてこの質問を終わります。 

 次に、２番目の、日野町シルバー人材センターの運営について質問をします。 

 川東の配付資料②－１、インボイス制度実施にあたっての経過措置について、お

よび②－２、フリーランス新法・契約方法の変更を参考にしていただきたいと思い

ます。 

 シルバー人材センターは、高年齢者等の雇用の安定等に関する法律に基づき設置

された公益社団法人であり、当町でも町内企業や地域住民の困りごとに応える作業

を中心に受注して、シルバー会員に仕事を提供しています。 

 シルバー人材センターは、働く、学ぶ、奉仕する、元気にいきいきとした毎日を

送るという「生きがい」、「生涯現役」を合い言葉に、高齢者の社会参加を促進し、

健康の保持増進などに大きく貢献しています。 

 しかし、今、日野町シルバー人材センターの運営が危機的な状況となっています。

それは、令和５年10月から施行された消費税のインボイス制度による経営の危機と、

あわせて、令和６年11月、先月施行されたフリーランス新法により、会員は法的保

護を受けることになりますけれども、センターの事務作業や経費の増加が発生して

いることです。 

 これまで消費税は、年間売上高が1,000万円以下の事業者や消費者は納税義務が

免除されており、センターの会員も免除対象者の個人事業主に当たるとされてきま

したが、消費税のインボイス制度の導入により、免税事業者であるセンターの会員

は適格請求書を発行できないため、センターは仕入れ税額控除ができず、新たに預

かり消費税分の納税義務が生じることになったのです。 

 インボイス制度では経過措置が設けられ、日野町シルバー人材センターがその影

響額を試算すると、令和５年10月から３年間、免税事業者からの仕入れにつき80パ

ーセントの控除で、令和５年度は半期のため約150万円、６年度は約300万円、７年

度も300万円が影響すると予想されています。 

 また、令和８年10月から３年間はその控除額となり、今の計算でいうと年額750

万円が想定されるわけであります。さらに、令和11年10月からは控除がなくなり、

全額納付となります。 
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 公益事業の実施を設置目的としているシルバー人材センターの運営は、収支相償

という原則がありまして、余裕金も積立金もないため、制度の導入分が赤字となり

ます。 

 こうした状況を踏まえ、当面の対策として、日野町シルバー人材センターでは、

事務費、いわゆる手数料なんですけども、現在の12パーセントから15パーセントに

引き上げ、センターの収入確保に努める、そうした中、町においては、１つに、国

のインボイス制度とフリーランス新法のシルバー人材センターへの導入を厳しく

批判してほしいこと、２つに、町補助金の増額と家賃の減免など、支援をお願いし

たいこと、さらに、センターへの人材派遣等の支援についても要望をされていると

ころです。 

 今後、シルバー人材センターの運営が大変困難な状況となることが予想される中、

要望の具体的な支援について、町当局の見解を伺います。 

 ①こうした国の制度改正や情勢の下、シルバー人材センターの置かれている現状

について、町としてどのような見解をお持ちか伺います。 

 ②要望されている内容については、シルバー人材センターの厳しい状況からの脱

出に向けた町への叫びに聞こえます。この状況から、町は何ができるのか、見解を

伺います。 

 よろしくお願いします。 

議長（杉浦和人君） 町長。 

町長（堀江和博君） シルバー人材センターの現状についてご質問を頂きました。 

 １点目につきましては、令和５年５月12日に、特定受託事業者に係る取引の適正

化等に関する法律、いわゆるフリーランス法が公布され、令和６年11月１日から施

行されています。シルバー人材センターの会員が、請負、委任の形態で就業業務を

行う契約について、取引の適正化やハラスメント防止など、安定的に従事すること

ができる環境を整備するため、発注者は、報酬や作業期間、その他事項を明示する

ことが義務づけられました。 

 また、令和５年10月１日からはインボイス制度が開始をされ、会員の皆様にはこ

れまでどおり、発注者から預かった消費税額を含めた配分金が支払われますが、会

員は適格請求書発行事業者にならないことがほとんどであることから、シルバー人

材センターは会員との取引について、消費税の仕入れ税額控除が認められなくなり、

新たな納税コストが発生することとなります。 

 日野町シルバー人材センターでは、会員の皆様の配分金に影響が出ないよう、事

務手数料の引上げと一層の業務効率化を図られているところですが、新たな事務手

続と納税コストにより、シルバー人材センターの運営はより一層厳しくなるものと

懸念をしているところです。 
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 ２点目については、シルバー人材センターは、高年齢者等の安定等に関する法律

に基づき設立された公的団体であり、地域の日常生活に密着した就業機会の提供に

より、高齢者の社会参加を促進し、生きがいの充実、健康の保持増進、地域社会の

活性化、医療費や介護医療費の低減など、様々な貢献を頂いているところです。 

 消費税の適正納付を目的としたインボイス制度でありますが、センターにとって

新たな税負担は運営上の大きな課題であり、地域社会に貢献しようと努力されてい

る高齢者のやる気、生きがいの場をなくし、ひいては地域社会の活力低下をもたら

すものではないかと危惧をされます。 

 町としましても、シルバー人材センターがインボイス制度やフリーランス法など

により厳しい運営になるものと認識をしており、今後も健全な運営が継続できるよ

う、県下市町とともに統一的な対応をしてまいります。 

 あわせて、シルバー人材センターへの補助金の増額および家賃の減免、人員の課

題について強い要望を頂いており、高齢者雇用や健康増進、地域社会の活性化を推

進する上で、社会的役割が大変大きく、なくてはならない存在であることから、具

体的に検討を進めてまいります。 

議長（杉浦和人君） 川東昭男君。 

６番（川東昭男君） それでは、再質問をさせていただきます。 

 答弁の中で、医療費や介護医療費の低減、この辺も含めて分かりました。 

 それでは、再質問させていただきます。 

 まず、１つ目のシルバーの置かれている現状について、答弁では、シルバー人材

センターの経営は一層厳しくなるものと懸念しているということでございますけ

れども、具体的にどのように懸念されているのか。 

 また、２番目の人材センターの窮状からの脱出に向けた町への切望、こういうち

ょっとせっぱ詰まった状況が、今、シルバー人材センターにあるわけですけれども、

この難局を乗り越えるための対策として、先ほど言いました、手数料を15パーセン

トに引き上げ、センターの収入確保に努めるとともに、町行政に要望書を提出され

ていると思います。この要望書の内容について、現状どのように受け止めておられ

るのかお伺いしたいと思います。 

 よろしくお願いします。 

議長（杉浦和人君） 産業建設主監。 

産業建設主監（柴田和英君） ただいま、川東議員から再質問を頂きました。 

 経営がより一層厳しくなるという懸念についての具体的な懸念はどのようなも

のか、そして、要望書の提出についての受け止めについての再質問を頂きました。 

 日野町シルバー人材センターは、これまでから会員の拡大を図られ、限られた国

と町の補助金の中で経営を行い、発注者から頂く事務費を極力抑え、顧客が離れな
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いように工夫をして請け負う仕事を増やしながら事業費実績を上げてこられまし

た。県内の中でも効率の高い運営をするセンターとして、経営努力をされてきたと

いうふうに感じさせていただいております。 

 しかし、インボイス制度の実施によって、町長が答弁しましたとおり、会員に配

分される配分金に含まれる消費税はセンターが納税することになり、今は経過措置

が設けられておりますが、段階的な控除が認められておりますが、令和11年10月以

降はその控除ができなくなり、今までのような経営努力によって運営ができてきた

ことが次第にできなくなる、経営が困難になっていくということを危惧しておりま

す。 

 続いて、要望書を提出されたことについてのことでございます。 

 今年度に入りまして、理事長のほうから、４月と７月の２回にわたりましてセン

ターの窮状の訴えを頂きまして、補助金の増額、家賃の減免、人員確保等について、

町長に強い要望を頂きました。高齢者の社会参加の促進、健康の保持増進など、シ

ルバー人材センターの果たす社会的役割が非常に大きいことから、健全運営が困難

になると地域社会の活力低下を招くおそれがあり、こうしたセンターが置かれてい

る厳しい状況を懸念しており、町としてどのような支援ができるのか、検討を進め

てまいります。よろしくお願いします。 

議長（杉浦和人君） 川東昭男君。 

６番（川東昭男君） それでは、再々質問を全般にわたってさせていただきます。 

 本年４月に日野町シルバー人材センターから町長宛てに、補助金の増額、賃貸料

の減免について要望が出されています。県下の日野町と同規模のセンターにおいて

は、今回の制度導入により、Ａ町では1,000万円から1,150万円に、Ｂ町では1,000

万円の補助金から1,200万円に引き上げられるとお聞きしました。また、事務所の

賃借料については、他の市町に比べて日野町が突出しています。各市町と各シルバ

ー人材センターは、それぞれの事情があることと思います。日野町シルバー人材セ

ンターは今、支援がないと経営が大変な状況となっています。さらに、長年にわた

って、職員は主に定年退職者により、安い給料で我慢していただける方を雇用して

きたが、再々の制度改正や新たなシステム導入など、事務が複雑になっており、長

期間定着する若い職員さんが必要になっている状況とお聞きしました。 

 こうした状況の中、町は何ができるのか、町シルバー人材センターと詳細な現状

を共有していただき、来年度予算の編成に反映させていただきたいと思いますが、

見解をお伺いします。 

議長（杉浦和人君） 産業建設主監。 

産業建設主監（柴田和英君） ただいま川東議員のほうから再々質問を頂きました。

町にとって何ができるのか、また、今後の来年度予算編成についての反映について
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の見解を伺うということでご質問いただきました。 

 ご指摘のとおり、日野町のシルバー人材センターは、県内の同規模のセンターと

比較をしましても、市町からの補助金額が低い中で経営努力をしていただいている

ところです。 

 また、家賃のほうにつきましても、県内でも突出した家賃を頂いているというよ

うなところでございます。 

 また、国の制度によりまして、このままでいきますとセンターの運営が大変な状

況になるということが予想されまして、高齢者の生きがいの場の喪失にもつながり

かねず、地域の活力低下にならないかということを危惧していることから、必要な

予算確保にしっかりと努めてまいりたいというふうに思います。 

 また、同時に、町からの事業発注の機会の確保につきましても、町が発注する仕

事が、適正な仕事が増えるような形で庁内での議論も重ねていきまして、町シルバ

ー人材センターが今後も活躍していただけるように、お互いに協議をしてまいりた

いというふうに考えております。よろしくお願いします。 

議長（杉浦和人君） 川東昭男君。 

６番（川東昭男君） 再々質問を頂きました。もうこれ以上質問はできませんので要

望に代えたいと思うんですけれども、シルバー人材センターの今年度の定時総会の

事業計画の中に、現状についてこのように書かれています。 

 近年の少子高齢化を背景に、国は高齢化社会対策の基本的な取組として一億総活

躍社会の実現と働き方改革の実現を掲げています。特に平成29年３月に策定された

働き方改革実行計画では高齢者の就業促進がテーマの１つとされ、65歳以上の継続

雇用延長や65歳までの定年延長を行う企業への支援充実などの施策を盛り込んで

います。 

 シルバー人材センターにとって、こうした国の施策は会員数の拡大や高齢者雇用

の機会創出を阻み、その結果として、高齢者雇用等の安定化を図ろうとするシルバ

ーの使命と国の施策とが対立することになり、シルバーとしても難しい局面に立た

されています。 

 日野町シルバー人材センターは、自主・自立、協働・共助の理念のもとに、高齢

者が働くことで地域社会に貢献し、生きがいや働きがいを感じられるようその責務

を果たすとともに、シルバーの活動や魅力を発信すると掲げられています。 

 こうした中、私が先ほど再々質問でも言いましたように、町のシルバー人材セン

ターと町が、詳細な現状について共有を頂きながら、どれだけの支援が必要なのか、

どれぐらいしか支援ができないのかも含めて親しく協議する中で、今の現状を打破

していただきたいということを要望申し上げまして、私の質問を終わりたいと思い

ます。ありがとうございました。 
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議長（杉浦和人君） ここで暫時休憩いたします。再開は15時45分から再開いたしま

す。 

－休憩 １５時３１分－ 

－再開 １５時４５分－ 

議長（杉浦和人君） それでは、再開いたします。 

 休憩前に引き続き一般質問を許可いたします。 

 次に、９番、髙橋源三郎君。 

９番（髙橋源三郎君） それでは、２点質問をさせていただきます。 

 まず１点目ですけども、介護予防の普及と啓発にもっと力をということで質問を

させていただきます。 

 2025年問題の１つとして介護難民問題にどう対処するかということが言われて

います。一般的に考えてそんな問題は発生しないだろうと考える人がいるかもしれ

ませんけども、現実はそうではありません。それは統計的な考え方からも導き出さ

れるわけですけども、少子高齢化がその１つの原因であります。高齢者が増加する

一方で子どもの数が減少傾向にあるわけですが、これはそのまま、福祉や医療、介

護問題にも直結して影響してきます。 

 この2025年問題というのは、団塊の世代の人たちが、昭和22年から24年の３年間

の間に生まれた人たちのことなんですけども、全員が75歳の後期高齢者の仲間入り

をされる年に当たります。後期高齢者だからといって介護のお世話になるとは限り

ませんけども、その可能性が増大する年齢なわけでございます。よって、介護を受

ける対象者の人口比率が増大することになります。 

 一方、少子化はとどまることなく、子どもたちの人口が減少してきています。よ

って、福祉の仕事をはじめ、介護関係の仕事につく人の人口比率も統計的に減少し

てきます。その結果どうなるかというと、介護はできるだけ家でということになっ

てしまうわけなんですけども、現実はそうはいきません。労働力そのものが不足し

ている現在、もっと多くの人に働いてほしいという現代社会の要請もありますから、

家では介護ができない人も多くおられます。それゆえ、結局、介護は介護施設にお

願いしたいということになるわけですけども、しかし、現実は、介護ヘルパーの成

り手不足という大きな問題もありまして、介護が十分に受けられない介護難民問題

も発生してきています。 

 この問題にどのように立ち向かうかと考えると、１つには外国人労働者を受け入

れるという方法もありますけども、ここには、言葉の壁や、文化、風習の違いなど

の問題があって、必ずしもこれで解決できるわけではありません。２つには介護ロ

ボットという考え方もありますけども、これもまだまだ未来の話になります。では

どうすればよいかということになりますけども、介護ヘルパーの賃金をもっと上げ
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てはどうかという意見もありますけども、そう簡単にはいきません。結局のところ、

タイトルにも掲げていますとおり、介護予防の普及と啓発にもっと力を入れるしか

方法がないのではないかということになります。 

 例えば、介護予防には幾つもの考え方や方法があります。毎日体を動かすことは

もちろんのこと、昔で言う読み書きそろばんなど、常に頭を使うことも大事な手段

ではあります。本や新聞などを毎日読み、筆を使って文書を書き、最近はパソコン

に代わっていますけども、計算をする習慣などは、介護予防に大いに役立つという

ふうに思います。 

 そこで質問ですが、家に閉じ籠もりがちな高齢者に対し、町としていろいろな教

室を提案し用意して、近くは字の集会所や地区の公民館で、また、それ以外にも町

民会館や図書館などを利用して、週に１度や２度、介護予防教室を開催していただ

くことはできないか、また、地域単位や民意での介護予防教室の開催に対して、講

師の謝礼等について町の補助金を出していただければと思いますが、この介護予防

についての行政の考え方がありましたらお聞かせ願いたいと思います。よろしくお

願いします。 

議長（杉浦和人君） ９番、髙橋源三郎君の質問に対する町長の答弁を求めます。 

町長（堀江和博君） ただいまは介護予防の普及啓発についてご質問を頂きました。 

 介護予防は、平成17年の介護保険法改正以降、できる限り要介護状態にならない

ようにする、たとえ要介護状態になってもそれ以上悪化しないようにするための取

組で、当町では、誰もが歩いて行ける場所で介護予防に取り組める町を目指して、

おたっしゃ教室サポーターや脳いきいきゲームリーダーなどの介護予防ボランテ

ィアの皆さんの協力を得ながら普及啓発に取り組んでおります。 

 これまでの主な取組をご紹介いたします。 

 集落の集会所等では、転倒予防を目的としたおたっしゃ教室をこれまでに52か所

で実施いただき、現在も23か所で継続して取り組んでいただいております。 

 また、認知症予防を目的とした脳いきいきゲーム教室や、健康推進員の皆さんに

よる高齢者食生活改善事業として、低栄養を予防する食事の啓発などを行っていた

だいています。 

 町内６か所の公民館では、男性のための運動教室を実施し、多くの方が参加をさ

れています。 

 地域での交流を目的とした活動に対しては、高齢者交流サロン補助事業として、

現在15の団体に補助金を交付しております。 

 また、高齢者の社会参加の機会を増やし、生きがいづくりや介護予防を推進する

ことを目的に、今年度より介護予防ボランティアポイント事業を開始いたしました。 

 2025年には団塊の世代の方々が全て後期高齢者と言われる75歳になると言われ
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ており、今後、担い手不足が進む中、住民の皆さんに、元気に高齢期を迎え過ごし

ていただくために、介護予防のさらなる充実を図ってまいります。 

議長（杉浦和人君） 髙橋源三郎君。 

９番（髙橋源三郎君） ただいま答弁いただきまして、介護予防について、事業の取

組の実例をたくさん挙げていただきました。いろいろな事業をされているというこ

とが分かったわけなんですけども、非常に心強く思ったところでございます。 

 そこで、今の答弁を踏まえまして、２点ほど質問をさせていただきたいというふ

うに思います。 

 まず１点ですけども、介護予防をするにあたって、全国的には介護予防運動指導

員と呼ばれる方がおられるわけですけども、これは介護ヘルパーと同じように資格

が要るんですけども、日野町にはこの介護予防運動指導員と言われる方がおられる

のかどうかということと、おられるとしたら何名ぐらいおられるのか、そして、そ

の人数で、もしおられたら、十分足りているのかどうか、その辺をお聞きしたいと

思います。 

 それと、２点目ですけども、介護予防の話から少しそれるんですけども、介護ヘ

ルパーの求人募集が新聞の折り込み等でよく載っているんですけども、日野町の場

合、若い年代層の応募がどれぐらいあるのか、もし把握されていれば教えてほしい

というふうに思います。 

 介護ヘルパーの年齢分布をちょっと、私、調べてみましたら、65歳以上の方が25

パーセントもおられまして、55歳以上になると50パーセントあるわけですね。さら

に、50歳以上では73パーセントという数字になっています。これはほかの産業と比

較すると非常に高齢化が目立っている職業ではあるわけなんですけども、一方、20

歳代のヘルパーがどれぐらいいるかという厚生労働省の調べがあるんですけども、

20歳代の人が１パーセントしかいない、1.0パーセントです。そして、本来ならこ

の20歳代の人が10パーセントから15パーセントぐらいいなければならないはずな

のに1.0パーセントですので、想定の10分の１以下ということで、このままだと、

将来、ヘルパーの減少に非常に拍車がかかって成り手不足が危機的な状況になるの

ではないかというふうに思っているところです。 

 そこで、話は戻りますけれども、２点目としての、日野町では若い世代層のヘル

パーの成り手が、すなわち応募されている方がどれぐらいおられるのか、分かった

ら教えていただきたいと、このように思います。 

 よろしくお願いします。 

議長（杉浦和人君） 厚生主監。 

厚生主監（古澤増穂君） ただいま、髙橋議員より再質問を頂戴いたしました。 

 介護予防についてのご質問ということで、介護予防につきましては、推進のため
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には多くのいろいろな方にご協力いただいているというところでございます。第９

期の介護保険事業計画の中でも、高齢の方にもできる範囲で活躍していただこうと、

こういった理念を提唱した中で進めさせていただいているというところでござい

まして、平成18年の介護予防の推進の中では、おたっしゃ教室サポーターというの

を養成していこうということの中で、毎年養成講座を開催しているところでござい

ます。これによりまして、これまで220人の方に受講を頂いて、連絡会を結成した

中で、現在82名の方に加盟をしていただいておりまして、約50人の方に常時活躍を

頂いているというところでございます。 

 次に、介護予防の運動指導員というところのご質問を頂戴したところでございま

すけれども、全国的にこういった形の指導員というのはいろいろあるかと思います

けれども、決まった形での資格というものではございませんので、町といたしまし

ても運動指導員という形を独自でつくっております。設置をいたしております。こ

れは、今申し上げましたおたっしゃ教室サポーターの方々の中で、運動指導士さん

も限られておりますので、こういった方々の協力といいますか、助手的な形で活躍

していただく方ということで町として設置をしているところでございます。 

 この方々は、運動指導士さんと検討して、講習を受けていただきまして、一定の

資格という形での検定を受けていただいてなっていただいているものでございま

して、現在、町には９名の方がいらっしゃいます。うち７名の方に現在実働をして

いただいているというところでございまして、この方々に、地区の集会所で行われ

るおたっしゃ教室、公民館で行われる男性のための運動教室などで、運動指導士さ

んの助手的な形、運営の指導、協力ということに携わっていただいているというと

ころでございます。 

 次に、介護予防のところを過ぎてというか、介護が必要になったときに居宅介護

を受けていただくヘルパーの方のことについて、２つ目にご質問を頂戴いたしまし

た。 

 ご承知のように介護人材についての不足というのは全国的な課題でございまし

て、日野町におきましても大きな課題というふうになってございます。今回、介護

報酬の改定もあったところでございますけれども、ご家庭に出向いてホームヘルプ

事業をしていただくヘルパーさんというのはなかなか成り手がないというのは報

道などでもされているところでございます。 

 町内、ホームヘルプの事業所が２事業所ございます。少し聞かせていただきます

と、現在ホームヘルパーの方が26名いらっしゃいます。正規、フルタイム、パート

タイムの方を含めて26名いらっしゃるというところでございまして、ご質問いただ

いている中での65歳を超えて現役でご活躍いただいている方が、このうち11名いら

っしゃるということで、先ほどの議員からの質問の中でございました20パーセント
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というのは大きく超えて、この数字で言いますと40パーセントを超えた方が現在日

野町でご活躍いただいているということで大変ありがたいことだというふうに思

っています。 

 若い方がここに続いて入ってきていただけると大変ありがたいんですけれども、

なかなか募集しても応募いただけないという実態がございまして、現状そういった

若い方の応募というのはほぼないに等しいというふうな状況でございます。 

 今後、町としましても、こういった状況を少しでも打開していく必要がございま

すので、東近江地域で行われます介護職員の初任者研修、こちらのほうに補助金を

出して講習を受けていただくということを推奨させていただきまして、昨年度２名、

今年度も２名の受講をしていただいたところでございます。 

 この方々は介護職場で働くことを前提として受講を頂いておりますので、こうい

った方々にぜひ町内で就職をしていただきたいというふうに思っております。 

 ただ、数的にも少ないですので、こういう介護現場を少しでも知っていただくと

いうことで、日野町では令和４年度から、介護に関わる入門的研修を毎年１回開催

しております。令和４年度は20名の方に受講いただきました。昨年令和５年は10名

と少し減りましたけれども、受講を頂いておりますので、これから１、２、３月に

かけまして、今年度の入門的研修を開催し、少しでも介護現場にご理解を頂き、介

護の仕事に就いていただくということを進めてまいりたいと、このように考えてお

ります。 

議長（杉浦和人君） 髙橋源三郎君。 

９番（髙橋源三郎君） 最近の状況、よく分かりました。でも、成り手不足というの

は非常に深刻な問題だというふうに私も思いますし、介護が始まった2000年当時は

たくさんおられたんですけども、今もう何分の１かに減ってきているということで、

危機的な状況ということが言われています。今後どうなるのか、ちょっと私も分か

らないんですけども、なるべく介護のお世話にならない、私のこのタイトルのとお

り予防のほうに力を入れていただければ介護が必要な人は減ってくると思います

ので、どうか今後ともよろしくお願いしたいというふうに思います。 

 １つ目は以上でございます。 

 次に、２問目でございます。通学歩道の除雪対策の準備は万全かということでお

尋ねしたいと思います。 

 私は２年前の12月議会でもこの質問をしているわけでございますけども、２年た

ちましたので、この問題の対策が進んでいるのか再度質問させていただく次第でご

ざいます。 

 毎年冬になれば雪が降りまして、去年はそれほど降りませんでしたけども、今年

は大雪の可能性があると予報されていますけども、いずれにしても冬季には何度か
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雪が降りますし、場合によっては10センチ20センチ、あるいは30センチ40センチ積

もる年もあります。これだけ積もると朝の通勤・通学時間帯は非常に混乱するわけ

ですけども、車道のほうはもう早朝から除雪作業が行われていますのであまり問題

はないんですが、車道に即した歩道の除雪となると、国道でも県道でもほとんど手

がつけられていないのが現状でございます。 

 そうしますと、中学生や高校生の自転車通学は難しい状況となりまして、学校が

休校であれば問題ないんですけども、授業がある場合は朝から歩道の除雪作業が必

要となるんですけども、このことに対して、車道と同様な対応の準備ができている

のかどうかを伺いたいと思います。 

 私は、歩道の場合は全面の除雪は必要と思っていません。自転車の通れる幅であ

る80センチから１メートルほどの幅の除雪でよいと思いますけども、その除雪に必

要な重機、あるいは簡易な機械でもできると思いますけども、町で購入するか、も

しくはリースで借りるとか、方法もありますので、前回の質問から２年が経過しま

すので、再度、通学歩道の除雪対策について、準備は万全かについてお尋ねしたい

と思います。よろしくお願いします。 

議長（杉浦和人君） 町長。 

町長（堀江和博君） 歩道の除雪についてご質問をいただきました。 

 町内の除雪対応は、毎年雪寒計画を策定し、積雪時には出勤前に除雪が間に合う

よう作業を行っているところです。 

 除雪作業は、建設工業会に委託し、深夜から早朝にかけて除雪に当たっていただ

いておりますが、車道の除雪で精いっぱいの状態であり、歩道の除雪を行う状況に

はございません。 

 前回と回答が変わっておりませんが、除雪作業に関しては、機械の維持費や燃料

費の高騰、作業員の高齢化に伴う人手不足等に伴い、現状の除雪を継続していくこ

とが精いっぱいの状況であります。 

 積雪時は地域の皆様が子どもたちのためにボランティアで歩道の除雪を頂いて

おります。また、自治会で除雪の協力を頂ける場合は、除雪機械購入補助金を設け

ておりますので、ご活用等いただければと考えております。 

議長（杉浦和人君） 髙橋源三郎君。 

９番（髙橋源三郎君） 日野町から令和６年度雪寒対策実施計画書というのが出てい

るわけですね。これ、見せてもらっていますと非常に綿密な計画を立てていただい

ているわけですけども、この中で見ていますと、国道、県道、町道、広域農道、全

部載っていますし、この中で10センチ以上の積雪があれば、朝７時半までに適切な

除雪作業を行い、通勤通学の交通確保に努めると書いてあるんです。 

 これを読んでいて、通勤のほうは車で通勤しますので交通確保できるかと思うん
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ですが、通学の交通確保にも努めると書いてあるので、そういう意味では歩道も本

当は除雪してもらわないといけないと思うんですが、この計画からしますと歩道は

完全に外されています。 

 せっかくこの計画を立てていただいているのに歩道が外されてしまっていたら、

この中で言っている通学の交通確保に努めるというのはうそになってしまいます

ので、ぜひともお願いしたいというふうに思うんですけども、例えば西桜谷地区で、

ここから日野中学校とか日野高校へ通学している生徒が何人もいるわけなんです

けども、みんな自転車で通学しています。雪が降った場合に、朝、国道307沿いの

歩道を通学されているんですけども、国道307は上り坂とか下り坂が非常に多いん

ですけども、それで、雪が歩道に積もっていると必ず自転車から降りて、そして自

転車を押しながら歩いておられます。 

 これも上り坂と下り坂だけを歩くのなら、大谷の坂と安部居の坂がありますので、

それほど大変ではないんですけども、全線、例えば野出、蓮花寺から、学校まで行

くとなると５キロから６キロありますし、中在寺、北脇でも学校まで４キロから５

キロあります。これらの距離をずっと自転車を押して歩いていたら、それこそ１時

間から１時間半かかりますので、やはり歩道も除雪をお願いしたいというふうに思

うわけなんですけども、実は先日、話がちょっと変わりますけど、東近江警察署に

電話をかけまして、自転車は車道を通ってもいいのかというふうに聞きました。 

 そしたら、こんな返事が返ってきまして、自転車というのは本来車両ですので車

道を通って下さいと、こういう返事だったんです。自転車は車道を通るのかと思い

まして、ただ、歩道を通る場合もあるけども、自転車通行可能という標識があれば

歩道を通ってもいいけども、この標識がなかったら、本当は何か通ったらあかんら

しいんです。 

 でも、実際は、中学生も高校生も、自分の身の安全を守る意味では歩道を通って

おられます。私はそれでいいのかなと思うんですけども、でも、雪が降ったときは、

堂々と車道が通れるんですけども、実際は、雪が降ったときに自転車で車道を通っ

たら、実は危険なんですね。危険です。だから、やはり歩道を通らないといけない

というふうに私は思うんですけども、それで、やはり歩道の除雪もお願いしたいと

いうふうに思うわけです。 

 それで、歩道の除雪機械があるのかどうかということです。この機械、除雪する

機械、これ、石原に、厳密には鋳物師なんですけど、そこに竹井商会というのがあ

ります。ちょうど信号のところですね。あそこへ行きまして、除雪機械、扱うてお

られるのか聞きましたら、ありますというてはったんです。いくらぐらいかかるの

かと聞いていたら、20万から30万ぐらいやという返事が来ました。 

 それで、貸しておられるのかと聞きましたら、貸していない、売っているだけや
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ということで、写真やら、いろいろ、カタログ、見せてもらっていたんですけども、

これを町で買っていただいたらいいかなと思ったんですけども、町もなかなか買っ

ていただけないと前回のときに返事いただいていますので、では、自治会で買った

らどうかなと思ったんですけども、自治会で買う場合に、町として補助金が出して

もらえるのかどうか、今、答弁のほうで、補助金、あるというふうにお聞きしまし

たけども、どのぐらいの補助金が出してもらえるのか、何割ぐらい出してもらえる

のか、その辺、お尋ねしたいのと、自治会で買った場合に、その機械を今後ずっと

使い続けるんですが、一時的なときしか使えないので、経費的にもったいない部分

があります。それで、そういう意味では、自治会が２つ３つ共同で、あるいは場合

によっては公民館単位でこの機械を買うというのも１つの方法かと思いますが、補

助金についてどのぐらい頂けるのか教えて下さい。よろしくお願いします。 

議長（杉浦和人君） 建設計画課長。 

建設計画課長（杉本伸一君） 髙橋議員より再質問を頂きました。歩道の除雪につい

て、歩道の除雪をできるだけお願いしたいということでございます。 

 やはり歩道の除雪につきましては、先ほどの答弁にもありますように、まず車道

の除雪のほうが優先をしておりまして、各集落から主要な道路まで、まず皆さんが

出ていただけるように除雪をするというところに重きを置いておりまして、建設工

業会さんの中でも何とか、今、継続するような形で取組を、先ほど雪寒計画を見て

いただきましたとおり、国道、県道、町道と、たくさんの延長をたくさんの業者に

お願いしているところでございますので、なかなか業者さんのほうに歩道の除雪ま

で手が回っていないというところでございます。 

 そのような中で、前回、議会の中で質問を頂いたことによりまして、なかなか町

での対応は難しいというところの中で、その後、令和４年、５年と、国道、県道、

近隣の企業さんなりが、歩道に近いところにおられる企業さんなんかは、ボランテ

ィアというところの中で、会社で歩道の除雪を頂いているというところでございま

す。 

 なかなか、雪寒計画の中で書いているように、通学路の除雪まで対応ができてい

ないところではございますが、除雪につきましては、その辺のところ、精いっぱい、

今、取組をしているというところでございます。 

 次の除雪機械の補助のほうでご質問を頂きました。 

 こちらにつきましては、議員がおっしゃるとおり、通常の除雪機といいますと手

押しのタイプのものがありまして、通常20万から30万と高額なタイプになっており

ます。 

 除雪機械購入補助金につきましては、購入費の３分の１を補助するような形にな

っております。上限が15万円ということになっておりますので最大45万円のものま
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で買っていただくことが可能かと。超えてしまいますと負担ということにはなりま

す。 

 しかしながら、うちのほうもどういうような対策ができるかというところでいろ

いろ検討しておるところでございますが、議員がご指摘されますとおり、歩道でご

ざいますと、60センチから80センチの幅が除雪できますと通行が可能になるのかな

というところでございます。 

 近年、除雪機のほうも調べますと、電動タイプの除雪機というようなものが販売

をされております。そちらのほうにつきましてはスコップ型の電動の除雪機という

ような形になっておりまして、価格についても３万円前後で購入ができるというこ

とになっておりますので、ただ、こちらのほうもうちで購入して使ってみたわけで

はないので実質ちょっと分からないところではありますが、そういう安価なものも

出ておりまして、スコップ型のものですが雪を前に飛ばすというような形で、動画

を見させてもらう限りですとスムーズに除雪をされているような映像も写ってお

りますので、町のほうでそういうものを購入して実際の活用を確認していきたいと

いうふうに思っておるところでございます。 

議長（杉浦和人君） 髙橋源三郎君。 

９番（髙橋源三郎君） 大体分かりました。 

 雪の量にもいろいろありまして、30センチ40センチ積もる場合もありますけども、

たくさん積もったら除雪も時間がかかるかと思いますけども、10センチ20センチぐ

らいだったら比較的スムーズにできるかと思うんですが、いずれにしても除雪機械

がないことには除雪できませんので、除雪機械があれば、字として、あるいは、字

で１台買うのも難しければ公民館単位ででもいいと思いますので、今後検討の余地

があるのではないかというふうに思っています。 

 特に西桜谷から通学されている生徒は５キロから６キロぐらい歩道を通学され

ますので、その区間を本当は全部除雪が必要かと思うんですけども、もし桜谷で買

えれば、恐らく大谷辺りまでは除雪が可能かと思います。もちろんいろんな人に手

伝ってもらわないとできないんですけども、そうすれば通学も比較的楽になるかと

思いますので、今後、我々も考えていかないといけないですけども、行政としても

一度またご検討をお願いしたいと思います。 

 以上で私の質問を終わらせていただきます。ありがとうございます。 

議長（杉浦和人君） 次に、２番、福永晃仁君。 

２番（福永晃仁君） それでは、初日の一般質問最後の登壇となります福永晃仁です。

よろしくお願いいたします。 

 私からは、分割で１問、それから一問一答で１つの合計２つを質問させていただ

きます。添付資料のほうは２つ目の学校というところで使いますので、そのときに
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説明をさせていただきたいと思います。 

 １つ目、ＳＤＧｓ、2030年まであと５年というふうなテーマになっております。 

 私、いつも、一般質問でも必ず持っていますけども、総合計画、お持ちの方は、

110ページにＳＤＧｓについてということで載っております。恐らくこのページを

開かれたのが久しぶりの方もいるんじゃないかなというふうな思いを持ちながら、

私もこの研究テーマをやるにあたっていろいろ久しぶりに見たＳＤＧｓの資料が

たくさんありましたので、もう一度そこを丁寧に振り返っていきたいなというふう

に思っております。 

 第６次の総合計画、柱４、住みたくなる都市基盤づくり、政策⑧居心地のよい都

市環境の整備、柱５、みんなではぐくむ地域づくり、政策⑩時代の変化に柔軟に対

応できる行財政運営について、関連についてお聞きをしたいと思います。 

 このＳＤＧｓ、持続可能な開発目標、サステーナブル・ディベロップメント・ゴ

ールズということで、2001年に策定をされたミレニアム開発目標、ＭＤＧｓの後継

として、2015年９月の国連サミットで加盟国の全会一致で採択をされた、2030年ま

でに持続可能でよりよい世界を目指す国際目標です。17のゴール、169のターゲッ

トから構成をされ、地球上の誰一人取り残さないを誓っています。ＳＤＧｓは、ユ

ニバーサル、普遍的なものであり、日本としても積極的に取り組む姿勢を表しまし

たということで、今から約５年前、令和２年の３月定例会で、現町長である堀江議

員のほうがこのＳＤＧｓについて質問をされたということで、私、今現在でも非常

に重要なテーマだと認識をしております。 

 このＳＤＧｓ、今、このバッジ、私、ちょっと久しぶりにつけたんですけども、

恐らく何人かの職員さん、教育長、それから議員さんのほうも、つけられている方、

いるかなと思いますけど、これは多分、当初は結構な数の方が、企業も、私、多分

企業のほうでつけていた記憶があるんですけども、つけていた記憶がありますけど、

最近ではやはり、かなりそれが形骸化、少ししてきたかなというところで、昨日、

衆院予算委員会で文科大臣がしっかりここにつけられていたかなというふうに、私、

テレビ、たまたま見たときに思っていて、教育分野に関しては、恐らく持続可能性

が高い研究テーマをされているので、そういった申合せがあるのかどうかというと

ころでつけられているのかなというふうに思っています。 

 今から５年前の議論も含めて、今年の９月に開催をされました未来サミット、サ

ミット・オブ・ザ・フューチャーというものがありました、これでは、既存の国際

的なコミットメント達成に向けた努力を加速すること、それから、２番目に、生起

しつつある課題と機会に対処するために具体的なステップを取ることが確認をさ

れました。具体的には、５つの章、１つ、持続可能な開発および開発資金、２つ、

国際の平和と安全、３つ、科学、技術、イノベーション、デジタル協力、４つ、若
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者および未来世代、５つ、グローバル・ガバナンスの変革が挙げられております。 

 そのことを踏まえて、恐らく次の目標、2030年以降の目標は、ＳＷＧｓ、サステ

ーナブル・ウエルビーイング・ゴールズという方向性であるのではないかというふ

うに言われています。 

 2015年からはや10年がたちました。ＳＤＧｓというフレーズはよく耳にするよう

にはなりましたが、本当の使用価値を見いだしているか疑問に感じています。労働

供給制約社会、限られた人的資源と財政の枠組みでの行政運営。今後、改めて自治

体業務でＳＤＧｓを活用するために、１つ、分野横断的に、シナジー、プラス効果、

それから、トレードオフ、マイナスの影響を考慮した政策を立案し、分野を超えた

複数課題の同時解決を目指す、２つ目に、ＳＤＧｓを活用して政策を整理して、よ

りよいものにアップデート、整理、点検、改善、３つ目に、ＳＤＧｓを共通言語と

して、国内外の自治体、企業、団体等と連携を意識して行うためには、世界レベル

の話ではなく、自分たちの日常レベルに落とし込んでいくことが重要と捉えていま

す。 

 ＳＤＧｓを既存施策にはりつけるのではなく、ツールとして活用してその経験を

蓄積していくことが、2030年以降に向けて非常に重要な準備であると言われており、

私たちが、ＳＤＧｓのように具体的に方法論が提示をされていない概念に対して自

ら活用法を検討、創出できるような能力を高めていくことも必要だと感じています。 

 以上を踏まえまして、１つ目、2030年達成目標に向けた、世界、国内の動きをど

のように捉えているか、２つ目、現在の当町におけるＳＤＧｓとはどのような存在、

認識か、３つ目、当町の目標設定や課題積み残しの現状は、最後に４つ目、2030年

以降、ＳＷＧｓへの対応は、以上４点をお聞きいたします。 

議長（杉浦和人君） ２番、福永晃仁君の質問に対する町長の答弁を求めます。 

町長（堀江和博君） ＳＤＧｓについてご質問を頂きました。 

 まず１点目の目標達成に向けた世界の動きにつきましては、国連加盟国により取

組が進められていますが、国連の持続可能な開発目標ＳＤＧｓ報告2024では、ＳＤ

Ｇｓの169ターゲットのうち、軌道に乗っているのは約17パーセント、半数近くは

僅かに進捗、残りの３分の１以上は停滞または後退しているとされています。 

 また、国際的な研究組織、持続可能な開発ソリューション・ネットワーク、ＳＤ

ＳＮの持続可能な開発報告書2024年版においては、日本の達成度は167か国中18位

とされており、ジェンダー平等の実現や二酸化炭素ＣＯ２排出量等に課題があると

されています。 

 これらのことから、全ての開発目標を達成するのは難しい状況と捉えております。 

 ２点目の当町における存在などについては、ＳＤＧｓの掲げる17の開発目標は、

地球規模で取り組むものから身近なものまでございますが、福祉、教育から産業振
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興まで、自治体が取り組むべき本来の役割が含まれており、各事務事業の中で取り

組んでいるものと考えております。 

 ３点目の目標設定や課題等でございますが、総合計画の各分野においてＳＤＧｓ

と関連づけて取り組んでおり、総合計画の施策を推進することがＳＤＧｓの推進に

もつながると考えております。 

 また、課題等の分析は、今後の総合計画の中間見直しを行う中で把握できるもの

と考えております。 

 最後に４点目の2030年以降のＳＷＧｓへの対応でございますが、国連や国の動向

を注視しつつ、これからの時代に対応した持続可能な町に向けて、第６次日野町総

合計画の取組を着実に進めてまいりたいと考えております。 

議長（杉浦和人君） 福永晃仁君。 

２番（福永晃仁君） ご答弁を頂きました。 

 それでは、再質問をさせていただきたいと思います。 

 まず１つ目、達成目標に向けた、世界、国内の動きをどのように捉えているかと

いうところで、ＳＤＳＮの評価のほうをお話しいただきました。私も同じような内

容のほうを見ておりまして、18位ということで、昨年最低順位だった、前年21位か

ら３ランク上がったということは、あくまで基準の中の話ですのでこれでどうやと

いうことではないんですけど、ただ、今お話があったように、17の目標のうち、ジ

ェンダー平等、それから、恐らく気候変動対策、そういったところが前年に続いて

最低評価というふうなところになっています。これ、全体的には、１位は４年連続

でフィンランド、それから上位は欧州諸国ということで、これが世界の動きという

ところになっています。 

 じゃ、日本の強みはどこなんだというふうに見ていくと、これ、ＳＤＧｓについ

てのマーク、これで見ていくと、９番、産業と技術革新の基盤については、日本は

先進的になっています。ただ、不得意はどこかというと、５番、ジェンダー平等、

それから、12番、つくる責任、使う責任、持続可能な生産方式、これが弱いという

ところと、あと、13、気候変動への具体的な対策、海の豊かさを守ろう、それから

陸の豊かさを守ろうという、世界的な、規模が大きなものに関しては、恐らく日本

は弱いんだろうというふうな形で、輸入・輸出的にも産業というのは日本の、やは

り、かなり強みを持っておりますので、そういったところなんですけども、１つ、

気候変動というふうな取組が出てきたんですけども、この気候変動について何か、

日野町、取組をされているのかどうかというのをまず１つお聞かせいただきたいと

思います。 

 それから、現在の当町におけるＳＤＧｓの認識、これを調べるにあたりまして、

約５年前の、当時堀江議員で正木企画振興課長でしたかが答弁をされたやつ、一回
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全部見直しました。その中に、当時の話ですので少し振り返ってみると、総合計画

の第６次の策定中ということで、それを反映させるのが非常に重要であると。ただ、

ほかの自治体もマークを張りつけたりされていると。ただ、それだけで意味がなす

のかというところは研究の余地があるというふうに書かれております。しっかりと

最後も研究してまいりたいというふうなところで、実際にこれ、研究というふうな

形で言われていたんですけども、実際にその後、この４年間で、研究というか検討

は、ＳＤＧｓについてどのようなところを各事務事業の中でというふうなところが

答弁にあったんですけども、されているのかということをお聞かせいただきたいと

思いますし、認識の部分で、２つ目、総合計画の町長の挨拶の次に、２ページから

３ページに大きくＳＤＧｓというのを町は載せているんです。ということは、これ、

最上位計画ですので、町長の挨拶の次にＳＤＧｓが一区切りついて載ってあるとい

うことは、それなりにやはりしっかりと認識を持っていないと駄目かなというふう

に思っています。それが２つ目なので、そこの認識はどうなのかということをお聞

かせいただきたいと思います。 

 それから、③、大きく、当町の目標設定や課題積み残しの現状はということでお

聞かせを頂きました。 

 具体的にはなかなか答えが見えてこなかったかなと思いますけども、やっぱり、

インターリンケージ、相互連携の視点で、他市町の例から学ぶということが大事か

なというふうに思っています。 

 取組の影響を幅広く見る、できる限りトレードオフを少なく、できる限り相乗効

果を多く起こす、行動を考えられる、考える視点を得られるＳＤＧｓを点検ツール

としてということで、例えばお隣の京都府の亀岡市が、ＳＤＧｓ業務チェックリス

トというふうなものを作成されて、職員さんが使われているというお話がございま

した。これはロゴフォーム等も使用しながら、各事業、ちょこっと見て確認をする

というふうなものが、こういったものを少し、資料では載せていないんですけども、

作成をしてスマートフォンで操作をされているということで、これ、亀岡市の場合

も外部参与というふうな形の方が関わられています。日野町は東参与が、こういっ

たところ、非常に得意というところですけども、こういったところの検討は参与の

ほうとはされたのかどうかというところをお聞かせいただきたいと思います。 

 それから、最後、大きな４番、ＳＷＧｓ、どうしていくのかというところのお話

がありました。５年先ですので今ある課題が一番重要やというふうに思うんですけ

ども、恐らく第７次の日野町総合計画が2031年から始動するのかなということで、

ＳＤＧｓの経験が次に生きる、この経験がなければ次のＳＷＧｓではかなり遅れを

取るというのが有識者の方の見解です。そういった意味で、恐らく世界の目標は日

本の目標になりますし、日本の目標は当然滋賀県日野町の目標というふうに予算的
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にも恐らくなっていくんだろうなというところで、先進的に先に取組をしていたほ

うが注目をされるんじゃないかというふうなところは、恐らく当時堀江議員も同じ

ようなことを言われていたかなと思いますので、この対応、あまり具体的になかっ

たんですが、もう一度2030年以降への対応をお聞かせいただきたいと思うので、幾

つか再質問をさせていただきます。 

議長（杉浦和人君） 企画振興課長。 

企画振興課長（小島 勝君） ＳＤＧｓにつきまして再質問を頂きました。 

 まず、日本の強み、弱みというところを挙げていただきまして、その中でも気候

変動の部分で町ではどういうことかというところでございます。 

 まず、ＳＤＧｓの中で気候変動というのは目標の13番目に取り上げられていると

いうところでございまして、町の総合計画の中でも各取組の分野とこの目標とをひ

もづけて、総合計画の中で取り組むという位置づけを取っているところでございま

す。 

 その中でいきますと、13の分野で関わってくるところは９つの分野がございます。

その中でも特に大きく関わってくるところが、環境型社会をつくっていく、総合計

画の取組ですとか、環境行政のそういった取組の分野が大きく関わってくるところ

でございまして、そういった形で取組を進めているというところでございます。 

 次、２点目のご質問でございます。２点目のご質問では、第６次日野町総合計画

にこのＳＤＧｓを、マークを張りつけるだけで、どういうことかというところで、

研究はどうかというところでございます。 

 先ほども申し上げましたとおり、第６次日野町総合計画、これの目指している姿

でございますけども、もう議員もご存じかと思いますが、「時代の変化に対応し だ

れもが輝き ともに創るまち“日野”」というのを、将来像として総合計画では掲

げているところでございます。この考えと、ＳＤＧＳの概念で誰一人残さないとい

うのが、総合計画の「誰もが輝きに」通ずるものかというふうに考えているところ

でございます。 

 そういった中で、総合計画の34の分野がＳＤＧｓと関連づけをさせていただいて

いるというお話をさせていただいたところでございます。その中でも最も総合計画

として重要視していますのが、17番目の開発目標になりますパートナーシップで目

標を達成しようというところで、総合計画の考えと通ずるところがございまして、

やはり総合計画も、様々な主体、ＮＰＯですとか各種団体、住民さん、また、企業

さんと町をつくっていくという、そこの部分を重要視して取り組んでいるというと

ころでございます。 

 そういった意味で、研究といいますか、そこの部分を町としても力を入れていく

部分かというふうに考えているところでございます。 
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 ３つ目の相乗効果、点検ツールとしてというところで、亀岡市さんのところを例

に挙げていただきました。また、東政策参与にご相談して、ロゴフォームを使って

そういうチェックをしてはどうかというご提案を頂いたかというふうに思ってお

ります。 

 ＳＤＧｓは、全世界の目標として、ツールとして１つの目標に向かっていくとい

う部分では、確かに有効なものというふうに考えているところでございます。そう

いった中で、亀岡市さんで取り組んでおられたのは特に環境面に配慮した独自の計

画を定められていたかと思います。そういった中で、市町の大切にするところの分

野というのは、やはりそこのＳＤＧｓとも当然整合性を図りながら、またはＳＤＧ

ｓを目標に、先ほど申し上げた各種団体さんですとか、そこと共通のゴールを目指

すという姿が必要かなというふうに考えています。 

 そういった中で、町の取組はどういう点検かというところで、実際に東参与と相

談したかというところでございますが、そこのところは具体に相談していない状況

でございます。 

 ４点目に先進的な取組をというところでございます。いわゆるウエルビーイング

の考え方を取り入れて、ＳＤＧｓをさらに一歩進んだ形で町として取り組んでいけ

ないかというところでございます。 

 ウエルビーイングの考え方自体が、2000年代に入ってからいろいろ出てきたとこ

ろでございまして、町としてもこの考え方というのをなかなか、今、実用に至って

いないというところが正直なところでございますので、そこの部分を、何度も申し

上げますけども、様々な各種団体さんですとか、企業さんとか住民さんとか、共通

のゴールとするために活用することは検討していく必要があるのかなというふう

には考えているところでございます。 

議長（杉浦和人君） 福永晃仁君。 

２番（福永晃仁君） 課長からご答弁を頂きました。これ、私も、今さらといいます

か、もう研究検討の時期ではなくて、もう次の課題が来るので、恐らく評価はどう

やったんやというのが、町にもある一定のそういった投げかけが国からも出てくる

時期になってくるかなというふうに思っています。 

 再質問はもうありません。要望といいますか、私の思いだけ話をして１つ目終わ

りたいと思いますが、なぜ私がこれを取り上げさせていただこうと思って、過去の

いろんなものを見ながら思ったのが、当時はやったとかというよりも、かなり限ら

れた人員とか資源、人的資源の中で、かなり多くの課題を解決していかなければな

らないというふうなのがもう目に見えてきています。先ほどの人材の確保、働き手

不足、介護の話も全てそうですけども、そもそもいないところに確保はできないの

で、そういった時代にもう入ってきています。これは何度か私の一般質問でもしま
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したが、そこに期待をしていても、物自体がないので、人がいないのでどうするこ

ともできないので、できる限り少ない力で多くの効果を見いだすことができるか、

それは行政内においても企業においても一緒です、そういった部分でＳＤＧｓとい

うふうなツールがもう少しうまく活用できたらなというふうに思って今回質問を

させていただきました。 

 東参与のお話とか、今からはなかなか難しい部分はあるんですけども、そういっ

て先進的にやられているところもあります。それから、世界的な目標やからなかな

か関わりが難しい、海をきれいにというふうな目標も、海を持っていない県はでき

ないんじゃないかということではなくて、まず川がありますね、やっぱりそういっ

た取組をされているところがありますので、そういった考えの変革をしていくのに、

ＳＤＧｓというのはまだまだ、次のＳＷＧｓに代わるまで使いこなせるかなという

ふうに私も思いますので、再度、あまりこのフレーズで一般質問をこの数年間でさ

れた方がおられませんでしたので、私、こういった質問をさせていただきました。

少ない力で最大限の効果を出していかなければ自治体はもたないと思っています

のでこういった質問をさせていただきました。またその点、一緒に考えていければ

なと思いますので、よろしくお願いします。 

 １つ目の質問はこれで終わります。 

議長（杉浦和人君） ここで、本日の会議時間は、議事の都合によりあらかじめ延長

いたします。 

 福永晃仁君。 

２番（福永晃仁君） それでは、２つ目の質問に入っていきたいというふうに思いま

す。 

 こちらは一問一答で質問のほうをさせていただきたいと思います。 

 これについては、添付資料、参考資料をつけておりますので、皆さんの元にも行

っているかなと思います。県教育委員会のほうが令和５年度の結果をまとめられた

県内の公立学校の数値という形になっています。これを１つずつちょっと細かくと

いうふうには思っていませんけども、これが今の現状、実際に数字で見る現状とい

うふうに思いますので、これも見ていただきながらやっていきたいと思いますので

お願いします。 

 それでは、２つ目、学校を見つめなおす、第６次総合計画の柱１、未来を担うひ

とづくり、政策①子育てにやさしい風土づくり関連についてお聞きをいたします。 

 今から約30年前、私が今の私の長男と同じ小学６年生のときに上映をされた山田

洋次監督作の映画「学校」をふと思い出したことがきっかけとなりました。東京下

町にある夜間学校を舞台に、様々な境遇を持つ生徒たちと先生との交流を描いたド

ラマです。今年の10月に亡くなられました西田敏行さんが先生役として主演をされ
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ていたということで、全て、私、ちょっと見れていないんですけども、この前少し

粗筋を振り返らせていただきました。 

 いい地域にはいい学校がある。いい学校はいい地域をつくっていく。これは、も

う既に始まっております、コミュニティ・スクール、ＣＳを表す１つの言葉であり

ます。 

 現在当町では、５つの小学校、１つの中学校が義務教育の形として機能をしてい

ます。今回は小学校に着目をし、これまでの歴史、現在の形、未来への方向性を柱

に、日野町の今を見つめなおす必要があると感じ、テーマとしました。 

 文部科学省「初等中等教育の充実」では、１つ、教育は、子どもたち一人ひとり

の人格の完成を目指すものであり、子どもたちが将来にわたって幸福な生活を営ん

でいく上で不可欠なもの、２つ目、将来この国や社会を担っていく人材を育ててい

くという使命がある、３つ目、このような教育の重要性はどのような時代にあって

も変わることはない、４つ目、昨今のグローバル化や知識基盤社会の到来、少子高

齢化の進展など、社会が急速な変化を遂げており、教育の重要性はますます高まっ

ているというふうに記されております。 

 具体的に少し細かく見ていきますと、教育機会の確保、教育水準の維持向上のた

め、学習指導要領が目指す教育の実現、学校における働き方改革の推進、科学技術

系人材を育成するための理数教育の推進、グローバル人材の育成に向けた教育の充

実、キャリア教育、職業教育の推進、高等学校改革の推進、教科書の充実、いじめ、

不登校等の生活指導上の諸課題への対応、道徳教育の充実、人権教育の推進、子ど

もの健康と安全の確保、きめ細やかで質の高い教育に対応するための教職員の資質

能力向上や指導体制の整備、生涯にわたる人格形成の基礎を養う幼児教育の振興、

障がいのある子ども一人ひとりの教育的ニーズに応じた特別支援教育の推進、地方

教育行政の在り方と地域と共にある学校づくり、少子化に対応した活力ある学校づ

くりの推進、夜間中学の設置推進・充実および幼児児童生徒に対する経済的支援の

充実など、非常に様々な施策が実施をされています。 

 これだけ多くの負荷が関係者の方にかかっているということで、恐らく子どもた

ちにもこれだけ多くの項目をこなしていかなければならないという負荷が私はか

かっていると思っています。 

 現在、町内のゼロ歳以上15歳未満、乳幼児・小中学生世代は約2,500名です。こ

のうち約1,000名が小学校に在籍をしています。当町では、命が宿ってから義務教

育修了までの16年プロジェクトの下、ふるさと学習、ポジティブ行動支援など、丁

寧な取組が進められ、一定の効果も現れており、一保護者としても実感をしている

ところです。 

 しかしながら、令和５年度児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に
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関する調査の結果と内容、教員が忙し過ぎると表現される各紙面の真実と加速する

労働供給制約への懸念、過渡期と叫ばれるＰＴＡと保護者の生活実態を踏まえた社

会への意識など、子どもたちを取り巻く環境は楽観視をできるものではありません。 

 町内５つの小学校は、小規模、中規模、それぞれ地域の特性を生かしながら運営

をされていますが、中期的なビジョンで見ると、地域性や集団性など、共通した課

題を踏まえた各個別課題を見つめなおす時期であるとも思います。 

 10年後の日野町を見据えて安心できる教育環境を保つためには、小学校の在り方

を早い時点で構想していくことが重要だと感じています。現在行われようとしてい

る幼児教育・保育環境の再整備の経験を最大限生かしつつ、日野町の強みと弱みを

見極めた学校づくりを一保護者としても切に願い、議論を深めたいと思います。 

 それでは、ここからちょっとそれを前提に質問をさせていただきたいと思います。 

 令和５年度児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査、県

教委の結果と当町の現状をどのように捉えておられるかお聞かせ下さい。 

議長（杉浦和人君） 不登校対応担当課長。 

不登校対応担当課長（赤尾宗一君） ただいま福永議員より、令和５年度の児童生徒

の問題行動、不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査結果と当町の現状について

ご質問いただきました。 

 全国の小中学校で、病気等以外で年間30日以上欠席をした不登校の児童生徒数は

約34万6,000人、滋賀県では約4,000人、日野町では94人、小学校40人、中学校54人

となり、それぞれ過去最多となっています。 

 また、何らかの言動により被害を受けた児童生徒が、精神的な苦痛を感じたこと

によりカウントされるいじめの認知件数、これは、全国で約71万1,000件、滋賀県

で約１万1,000件、日野町では115件となっています。また、ついつい友達に対して

手が出てしまったり、誤って器物を破損してしまったりしたという、いわゆる暴力

行為とカウントされるケースは、全国で約10万3,000件、滋賀県で1,450件、日野町

で22件となっています。 

 なお、今年度の町内の状況としては、これまでの間１年以上不登校でずっと家に

引き籠もっていた子どもさんが再登校したりとか、それから、フリースクールだけ

に通っていた子どもさんが学校に毎日通えるようになったりという改善事例も多

く見られています。 

 ただ、多岐にわたる要因がもとで不登校になっているケースや、言葉に頼らずに

安易に手が出てしまうケース、同じ児童生徒が何度も何度も問題行動を繰り返すこ

とが気になります。しっかりとアセスメントを行ってきめ細かな対応を今後も心が

けていきたいというふうに考えています。 

議長（杉浦和人君） 福永晃仁君。 
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２番（福永晃仁君） 今ご答弁いただきました。 

 そしたら、今、添付資料をつけさせていただいているものから少し抽出をしたい

んですが、一番左の暴力行為の状況というところでちょっと傾向が出ているかなと

思います。公立小学校のところを見てみると、生徒間暴力以外は減少をしているん

ですけども、生徒間の暴力が185件増加というふうなところになっています。この

点、どういうふうな背景があるのかお聞かせいただきたいと思います。 

議長（杉浦和人君） 不登校対応担当課長。 

不登校対応担当課長（赤尾宗一君） 生徒間暴力が増えているというところについて

のことですよね。理由は多分幾つもあるかなと思うんですが、まず１つ目は、対人

関係同士で、折り合ったり交渉したりとか、そういうスキルの不足もあるし、自分

の感情のコントロールを整えるというところの弱さも見受けられるかなというふ

うに感じています。 

 そういったこともあるので、日野町では、昨年から取り組んでいるポジティブ行

動支援をはじめとした包括的生徒指導に力を入れています。その中の特にＳＥＬと

いうものが非常に今後有効に働くかなというふうに考えています。 

議長（杉浦和人君） 福永晃仁君。 

２番（福永晃仁君） そういった背景があるかなというふうなところですけども、ち

ょっと観点を変えてお聞きをしてみますと、今、子どもたちを対象に見ていただい

た目線かなと思うんですが、これ、このデータは大人で取っているわけではないの

で、大人の一般社会人でこれを取るのは非常に難しいので、企業等もありますし、

私、多分、もし取ったら、これ、子どもと同じようなデータが大人社会も出てくる

んじゃないかなというふうに思っています。大人の状況が子どもに反映するのは世

の中のそういったものかなと思っていますので、これは、分かる範囲でいいんです

けども、子ども特有の数字の変化なのか、社会全体がこういうふうな流れになって

いて、対人関係のスキル不足、それから、感情のコントロールができにくい、コミ

ュニケーションが取りにくいというところは大人も同じような共通があるのかど

うか、ちょっとお聞かせいただきたいと思います。 

議長（杉浦和人君） 不登校対応担当課長。 

不登校対応担当課長（赤尾宗一君） とても大事な視点かなというふうに思っていま

す。例えば、大人の場合で言うと、ＤＶを起こす人、それから、虐待行為を起こす

人、それから、もう少し前ですが、キレる老人みたいなことがいっとき話題になっ

た時代があったかなというふうに思いますので、年代問わずに、残念やけども、ゼ

ロか100か、快か不快かみたいな感情コントロールのまずさはやっぱりあるんじゃ

ないかなというふうに感じています。そこからキレて暴力などになっているかなと

いうふうに感じています。 
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議長（杉浦和人君） 福永晃仁君。 

２番（福永晃仁君） 今の問題は僕もまだ何も研究していないので分かりにくいんで

すが、恐らくそういった背景があるんじゃないかなと。子ども個別で問題が出てく

るということは僕はあまりないと思っておりまして、社会がそういうふうな背景で

あることが今の大きな子どもたちに影響しているんじゃないかと思いますので、そ

ういった目線で見ていただいているのは非常に大事かなと思いますので、大人に対

してのアプローチもこれからそういった部分ではしていけるかなと思っています。 

 それでは、次の項目、いきたいと思います。２番目ですね。 

 こういった前提で、町内の教職員の方の勤務の実情と、それを見ている教育行政

が行うサポート内容はどういったものがありますか、お聞かせ下さい。 

議長（杉浦和人君） 学校教育課主席参事。 

学校教育課主席参事（山中博嗣君） 町内教職員の勤務実情と、教育行政が行うサポ

ートについてご質問を頂きました。 

 教職員の業務は、授業に関すること、生徒指導、様々な困りを呈する子どもへの

支援、保護者対応など、多岐にわたります。これらの対応により、多忙を極めてい

る状況です。 

 そこで、町としては、学習支援員、業務支援員等の配置や、課題を抱える子ども

の支援、保護者対応等が適切に行われるよう、スクールソーシャルワーカーや心理

士等の専門家を派遣し、少しでも教職員の負担が軽減できるようサポートを行って

います。 

議長（杉浦和人君） 福永晃仁君。 

２番（福永晃仁君） 参事からご答弁いただきました。そういった形でサポートをし

ているということで、少し前に地方新聞で、全滋賀教職員組合さん、県立の公立小

中学校、高校、幼稚園、特別支援学校で働く教職員の組合で、今、委員長、多分、

日野町の高岡さんですね。僕も中学校のときお世話になったんですけども、高岡さ

んが執行委員長を務められているのかなと思いますが、先日、県議会に請願書を提

出されていると思います。今、多くの先生たちが求めるのは長時間労働の改善であ

り、教員不足による教員未配置の解消であるというふうなものを大きく述べられて

いました。この件について当町の見解をお聞かせいただきたいと思います。 

議長（杉浦和人君） 学校教育課主席参事。 

学校教育課主席参事（山中博嗣君） 県内の状況等について、今、ご質問いただきま

した。 

 教員の未配置につきましては、県内の状況も大変見られるようなところでござい

ます。日野町におきましても、非常に若手の先生方が増えている中で、例えば産育

休を取られてお休みされる場合に、次の方を補充するときにすぐに見つからないと
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いうふうな状況があったりとか、また、教員の業務が大変多忙を極めています、そ

の中で、慣れない保護者対応等で苦労している教員もいます。その中で、県内の状

況を見ていましても、病気等で、そしてお休みされる先生もいらっしゃる中で、そ

ういった状況が危惧されるところもあります。 

 学校には、担任以外の教務部であったり、いろいろな担当の配置がされている学

校もあるんですけれども、特に小規模校では本当に人が少ない状態でございまして、

担任の先生がお休み、あるいは出張等でおられなくなると、そこをカバーする教員

が十分に回らないといった状況もございます。 

 できるだけそういった状況が回避できるように、加配の先生を要望したりとか、

また、人員が欠員にならないように、こちらとしても全員をきちっと配置できるよ

うに、また、国や県のほうにも、町としても同じように要望しているところでござ

います。 

議長（杉浦和人君） 福永晃仁君。 

２番（福永晃仁君） ご答弁いただきました。もうどの分野も、人、いませんので、

もう、私、確保というのはあんまり言わんとおこうと思っています。いないので確

保できないということです。 

 であれば、さあ、どうすればいいということで、いろいろ見ていますと、教員免

許のない人材も育成して現場へというふうなフレーズを、僕、専門家でもないので、

少し見ていまして、フェローシップ・プログラムというふうなもので、教師として、

フェローとして学校現場に２年間赴任をして、自治体発行の特別免許状や臨時免許

状の取得にも対応したりする、こういったＮＰＯ法人さんが出られたりとかという

のがあります。 

 まず、そういった可能性というのはこの日野町であるのかないのかお聞かせいた

だきたいのと、同時にもう１つお聞かせいただきたいのが、教員の方というのは、

子どもたちとのコミュニケーションは当然毎日ありますが、保護者の方とのコミュ

ニケーションは、この数十年の間でどういうふうに変化をしてきた、参事も教員を

長いことやられていると思いますので、どういったように変化をしているかという

のがもしあればお聞かせいただきたいと思います。 

議長（杉浦和人君） 学校教育課主席参事。 

学校教育課主席参事（山中博嗣君） １点目の免許のない人材の方の学校への登用と

いうことにつきましては、今、またそういった制度があるかとは思いますので、ま

たそういったものを利用することもできるかなとは思いますけれども、今のところ

は日野町では免許を持った者が指導のほうをしている状況です。 

 また、教員の子どもとのコミュニケーションはもちろんですけれども、保護者の

方との接し方というかコミュニケーションにつきまして、これは今まで、私たちが
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若い頃にも、保護者の方にご相談したりとか、いろんなことで依頼をさせていただ

いて相談をする形を取ってきましたので、そこは変わるところはないんですけれど

も、昨今、保護者の方も非常に、このような社会の情勢の変化の中でいろんな知識

をお持ちであったりとか、特に特別支援の教育についても、世間的にも大分進んで

きていますので、そういった部分でいろんなことをお知りになられていますので、

こちらとして、専門職として、やはりしっかりとお答えできるようにしていくこと

が大事かなとも思いますし、できるだけ保護者さんのいろいろな要望とかニーズに

も寄り添いながら、できることは連携してやっていくような姿勢を取っていって、

よりよい信頼関係を築いていくことが大事ではないかなというふうに考えていま

す。 

議長（杉浦和人君） 福永晃仁君。 

２番（福永晃仁君） ご答弁いただきました。 

 子どもたちを見ていただくところは、先生は当然専門職ですので、私たちは専門

的な知識はありません、その方が大多数と、関係者は。なので、少ない専門職の方

が多くの子どもたちを見ているというのが現状かなと思いますので、専門的な免許

がないとしても関わっていただける可能性を探ったりするのがコミュニティ・スク

ールの趣旨の１つでもあるかなと思いますので、そういったところを今後、いろい

ろな検討を頂ければなというところと、実際に、こういう自治体発行の特別免許状

とか、そういったところも出てきていますので、そういったところで、有効な人材、

教員免許というのはあくまで免許やと思いますので、持っていれば優れているとい

うことよりかは、１つ、なる資格があるということですので、そこから先というの

はそれぞれの先生の力量とかにもよるかなと思いますので、そういった人材の活用

もぜひお願いしたいと思います。 

 大きく３つ目の質問に移りたいと思います。 

 そういった中で、町内の各小学校の規模、それから、地域性を踏まえた課題、集

団性とか学力等と、現在、コミュニティ・スクールも始まっていますけども、大人

のそれぞれの小学校の関わりというのはどういったものがあるかお聞かせ下さい。 

議長（杉浦和人君） 学校教育課主席参事。 

学校教育課主席参事（山中博嗣君） 小学校の規模による課題は、まず、学校規模に

よって様々なメリットがあります。小規模の学校は、子どもの人数が少ないため、

学習面において丁寧な指導ができます。規模の大きい小学校は、子ども同士でつな

がりながら、学習や活動などで切磋琢磨できることができます。 

 一方、課題としては、小規模校は単級であるため人間関係の固定化、大きい規模

の学校においては人間関係の複雑多様化からくる様々な問題が生じやすく、学級集

団づくりや個別に応じた学習指導の面で課題があります。 
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 こういった点から、保護者や地域との関わりは、学校規模に関係なく、保護者や

地域の方と協働した取組がとても重要だと考えています。 

議長（杉浦和人君） 福永晃仁君。 

２番（福永晃仁君） 日野町は小規模校と中規模校がありますかね。というふうにな

っていると思います。 

 それぞれどこがいい悪いということではなくて、私もＰＴＡをやっていたりで、

それぞれの小学校がすごくいろんなところで活躍を、子どもたちとか大人の方がさ

れているのは、各小学校からしてもすごく学びになるなと思って見させていただい

ているところもあるんですが、それはちょっと目の前の様子ということで、具体的

にいきますと、先ほどの小規模校、それから中規模校のよさ、デメリット・メリッ

トのところで、日野町というところの特徴は、日野中学校に結果的には行きますよ

ね、大多数が。日野中学校に行くときに、私、たまたま長男が来年、中学校に行か

せていただきますので、いろんな保護者さんと話をするときに、600名ほどの学校

かなと思いますが、６クラスぐらいに１学年なるのかなというふうな感覚で思って

いるんですが、規模とかそういったところに対して不安などを発せられているよう

な保護者さんというのは把握をされているのかどうかというところをお聞かせい

ただきたいと思います。 

議長（杉浦和人君） 学校教育課主席参事。 

学校教育課主席参事（山中博嗣君） ５つの小学校から１つの中学校に進学するとい

う面での不安があるかどうかについてご質問いただきました。 

 小学校の規模は小規模校であったり中規模校であったりそれぞれですので、やは

り、そこから、１学年が５クラス６クラスある学校規模に変わりますので、これに

ついては基本、どの子も不安な気持ちはお持ちかなと思います。その中で、特に小

規模校であると、幼稚園の頃から一緒に育ってきて、十数名の学級であったり、10

人未満の学級であったり、その中で温かく育ってきた子が大きな集団に変わるとい

うことで、そこへの不安というのは、恐らく中規模の学校の子どもたちよりも大き

いところはあるかなというのは声としては聞いております。 

 ですので、小学校の段階から、小学校、中学校の先生の交流会をしている中でも、

やはり、特に小規模の学校では、できるだけほかの小規模校同士で交流をするよう

な形を取ったりとか、あるいはＩＣＴを使いながらオンラインで交流をしたり、自

分たちが調べてきたものを相手の子どものほうに発表したりというような形で、で

きるだけ、少しでも相手がある学習であったりとか、大人数の学習を少しずつ取り

入れていったりというふうなこともしてきているところです。 

 中規模の学校につきましては、クラス替えがあったり、ある程度毎年、一定の人

数が、規模がありますので、その中でいろんな子と協調して過ごしていくことを大
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事にしながら、いろんな縦割り活動であったり、学年の交流であったり、そういっ

たものも仕組んだりして集団に慣れるというふうなことも進めているところです。 

議長（杉浦和人君） 福永晃仁君。 

２番（福永晃仁君） 一定そういったことも声としては聞こえてきているけども、い

ろんな施策でそれを取り除くようなことをやっているということで、これは教育行

政のほうが把握していただいているんですけど、自分たちで保護者とか地域が何が

できるかなと思ったときに、そういった大きな学校に行くときにできるかなという

と、やっぱり今いる小学校以外でのつながりというところが日野町の中でどれだけ

あるかなというとかなりあるかなというのは、日野町、思っています。少年少女ス

ポーツ教室とか、あとカルチャー教室、それから、子ども会とか、あとＰＴＡ、そ

れから、一個、これは私、気づいたことなんですけど、幼稚園というところではな

かなかできなかったんですが、保育園は地域を横断していっていますので、私も、

第二わらべのほう、お世話になっていますけれども、そのときに、結果また中学校

でそのときの保護者さんと一緒になるというところは、これは、かなりこういった

ところは生きてくるんじゃないかなというふうに思っています。ですので、必ずし

も地域にある保育施設がよいかどうかというのは、中学校に行く親の目線としては、

そういった観点もあったなということで、やっぱり子ども同士がつながることも大

事ですが、保護者がつながっているかどうかというのがやっぱりかなり大事になっ

てくるんです、結果先生にとっても。そういったところは今後また、いろんな方法

があると思うので、私も一緒に検討していきたいなと思います。 

 この部分で１つだけちょっとお聞かせいただきたいのが、今、地域、学校に、登

校できる地区割りがされていると思うんですが、通学区域の柔軟化対応モデル事業

というのがあると思います。これについて、どういったものなのかだけ、私、ちょ

っと勉強不足で分からないので、お聞かせいただきたいと思います。 

議長（杉浦和人君） 学校教育課主席参事。 

学校教育課主席参事（山中博嗣君） 通学区域の柔軟化モデル事業につきましてご質

問を頂きました。 

 この制度は、基本、自分の住んでいるところの学区の学校に行くのが通学区であ

るんですけれども、申請をされましたら、一定の条件はあるんですけれども、例え

ば日野小学校区のお住まいの方であれば、ほかの４校の学校に通学、通えるという

ふうな制度であったり、必佐小学校区であったらほかの小規模の３校のどこかの学

校に通えるというふうな、一定制約はあるんですけれども、そういったことが認め

られている制度です。 

 お住まいのところからほかの学校に行きますので、送迎については、保護者の送

迎が基本になるかなというふうなところがあります。また、一旦この制度を利用さ
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れると、基本は卒業まで利用していただくというふうなことであるということと、

学年の初めからの利用というようなところもこの制度の特徴であります。 

 現在、この柔軟化モデル事業を利用している子どもさんも何名かいらっしゃいま

す。今年度でありましたら、日野小学校区では25名の子どもが、必佐小学校区では

６名の子どもさんがほかの学校にこの制度を利用して通学しているというふうな

状況でございます。 

議長（杉浦和人君） 福永晃仁君。 

２番（福永晃仁君） これをお聞きしたのが、今後の学校づくりをしていく上で、い

ろんな生き方をされている中で、町内にはおられるんですけども、子どもの学校と

の兼ね合いで、居住地域、特に日野町は、市街化区域、市街化調整区域、都市計画

のところの制約が、住むほうにもかなり制約しているというところがありますので、

そういったところ、学校のほうが柔軟にこういったモデル事業をできるのは保護者

にとってはありがたいという一歩を、逆に偏りができてしまう原因の１つでもある

のかなと。一定のルールがあるというふうにお聞かせいただいた、僕はそこを詳し

くは、保護者ですけど見たことがないので、そういったところも、今後それがバラ

ンスよく配置できるようであれば有効な活用の制度かなというふうに思いますの

で、また検討していきたいと思います。 

 それでは、４つ目、教育長のほうにお聞きをしたいと思います。 

 長年携わってこられた教育者の観点から、今を生きる子どもたちと小学校を取り

巻く課題をどのように捉えられているかお聞かせを聞かせ下さい。 

議長（杉浦和人君） 教育長。 

教育長（安田寛次君） それでは、小学校は、子どもたちの人格形成において極めて、

私は重要な時期であるというふうに考えています。 

 しかし、コロナの時期を経て随分と、子どもたちの様子も、保護者の皆さんの様

子も、また、地域と学校との関係というふうな上においてもいろんな影響が出てい

るなというふうな思いを持っています。 

 先ほどからの答弁ともちょっと関わってくる内容ではあるんですけれども、福永

議員さんの子どもさん、６年生というふうにおっしゃいましたけど、コロナがちょ

うどあったのが令和元年から２年の時期ではないかなというふうに思います。６年

生の子どもたちは、ちょうど１年生、２年生の頃にそのコロナを経験しています。

今の中３の子たちは、数えてみると小学校４年生、５年生でしょうかね、中学校２

年生の子は、ちょうどギャングエイジと言われる小学校の３年生、４年生、その時

期にコロナを経験しているというふうなことで、子どもたちの成長にとっては、そ

の年齢年齢に応じて、決して、やっぱり避けてはならない重要な節目があるという

ふうなことを思います。その節目節目で身につけていってほしいというふうな、い
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ろんな教育の課題もあるかというふうなことを思うんですけれども、なかなかそれ

が身につかないまま、今、子どもたちが成長しているというふうなところでいろん

な課題が生まれてきているというふうに感じています。 

 先ほども、問題行動等の諸課題調査のデータもお示しをさせてもらったところな

んですけども、少し長くなって申し訳ないんですが、日野町で、いじめと、それか

ら、子どもいじめ問題の対策委員会というふうな委員会を組織しまして、その座長

をしてもらっている先生が言われている内容が６点あるんですけど、これはまさし

く私は子どもにも大人にも当てはまっているなというふうなことをちょっと申し

上げますと、学校を休むことへの抵抗感が少なくなってきた。他者や自分自身と調

整能力が落ち込んでいる。これは大人も言えるんじゃないかなというふうに思いま

すね。ゼロか100かで相手を全面否定してしまうというふうなケースが増えている

と。大人も子どももいるんじゃないかなというふうに思います。その結果、トラブ

ルに際して、学校からあっさりと撤退して休んでしまう、相手の排除を求めるとい

った、そういう両極端な生き方が生まれていると。そして、もう１つは、同調圧力

という言葉がコロナの当時よく出回りましたけれども、同調圧力の結果、他者と関

わらないという傾向が生まれてきているというふうなこと。そして最後に、学校と

かいろんな公の場所で失敗つきの練習を重ねる機会が乏しくなって、子どもたちが

失敗経験をなかなかしなくなったというふうなことが、そんなことが原因になって

いろんな行動が生まれてきているんじゃないかなというふうなことを思っていま

す。 

 そういう意味で、感情調節、対人スキル、規範意識などの発達の土台と言われる

部分が十分に育ち切っていないというふうな子が多くなっているような気がしま

す。そのため、これまでの学校教育だけでは、不登校やいじめの問題などの解消は

大変難しいというふうに感じていますし、そこで、学校と保護者の皆さんをはじめ、

家庭、地域が連携した取組が必要だというふうに考えています。 

 発達の土台を促進し、子どもたちを支えるための包括的な生徒指導という言葉を

使いましたけれども、そういった取組を通して、ポジティブな行動支援、社会性と

情動を育てるような学習、さらには、仲間同士で支え合う活動、共同学習といった

実践を通して取組を進めているところでございます。 

 さらには、大人、地域の皆さんのほうに申し上げていきたいなというふうに思う

のが、大人同士のつながりづくりというふうなことも非常に重要な場面ではないか

なというふうなことを思いますので、そういった点については、コミュニティ・ス

クールということが果たす役割は非常に大きいなというふうに感じているところ

でございます。 

議長（杉浦和人君） 福永晃仁君。 
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２番（福永晃仁君） 教育長からご答弁いただきました。 

 先日の青少年意見発表大会でも、育成町民会議の安藤会長が、大人が変われば子

どもも変わるというふうなことを強調されていました。子どものせいではないんや

と思っています。なので、できることを何か見つけ出して大人が変わろうとしなけ

れば、やはりどこかに負荷が行く。それは子どもじゃなくて教職員の皆さんも含め

てなので、そこを町と一緒に今後も一保護者としても考えていきたいというふうに

思います。 

 それでは、最後に町長のほうにお聞きをしたいと思います。 

 持続可能なまちづくりにおけるこれからの小学校の在り方への構想をお聞かせ

下さい。 

議長（杉浦和人君） 町長。 

町長（堀江和博君） ありがとうございます。福永議員には、本当に重要なテーマ、

２つ目に小学校についてご質問いただきました。 

 持続可能なまちづくりにおけるということでありますけれども、今回の文脈に照

らし合わせるとすれば、子どもたちにふるさとを大事にしてほしいですし、これか

らもこの町に住みたいと、大きくなって出たとしても、いつまでも我がふるさとを

大切に、親や家族も大切にしてほしい、そういった子に育ってほしいなと思ってい

るところでございます。 

 そのために、１つはふるさと、そしてもう１つは地域との関わりを、小学校の段

階でしっかりと関わりをつくるということが大事だと思います。中学校でも当然大

事ではありますけれども、部活で忙しかったり勉強で忙しかったり、また、人格と

しても、そんなやいやい言わんといてくれという時期でも、中学校、多感な時期に

もなってきますので、いかにそれぞれの小学校のときに、地域、ふるさとのことを

知ってもらうかというのが大事だと思います。 

 そういった意味において、かねてから進めているコミュニティ・スクールという

のはこれからもしっかり進めていく必要がありますし、同時にふるさと学習も大事

だと思っております。 

 ちょうど今日も、通学合宿、西大路小学校、やっていてくれたりしていますし、

そういった、あしたの多分野矢議員さんの質問にも絡んでくるかもしれないです、

正規のカリキュラム以外の部分でどこまでできるのかというのがすごく大きなポ

イントになってきます。そして、ＰＢＩＳのポジティブの部分も、先生方も大変頑

張っていただいておりますので、どれか一方だけではなくて、それぞれが相乗効果

で、子どもたちをしっかりと、よりよい形で育てていけるような環境を整えていき

たいと思います。それが最後まちづくりにつながっていくと思っております。 

議長（杉浦和人君） 福永晃仁君。 
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２番（福永晃仁君） ご答弁いただきました。 

 もう再質問のほうはないんですけども、皆さん、町長も子育て世代ということで、

議員のほうにも子育て世代のメンバーがいます。これだけ社会が複雑化しているの

で、できたら未来に希望を持って、自分らの子ども以外もいろんな子どもさんが生

きてほしいなというのは切に、僕ら、少し上の世代を生きている者としては思って

いることがありますし、物すごく限られた人材とか資源の中でこの複雑なものを解

決していかなければならないので、全世代が協力してやるしかないんやと思います、

誰がどうやとかということじゃなくて。そういった部分で、誰が何をやったらいい

のかということを、指示を出していただくのも非常に大事なことかなと思いますの

で、映画「学校」というふうな話をしました、そのラストシーンで、幸せ、幸福と

は何かを考える、何なのかということを考える授業のシーンでした、それを見つけ

るために勉強をするんやと、だから勉強というのが大事なんだということを言って

おられました、そして、授業とは、クラスみんなで汗をかいて、みんなで一生懸命

つくっていくものなんじゃないかなというふうなお話をされていたのがすごく、私

は先日見て懐かしい思いがしましたので、その懐かしさというのは普遍的なものや

と思いますので、そういったところを大事にして、皆さんと一緒にこれからも一保

護者としてもやっていきたいと思いますので、これで私の質問を終わりたいと思い

ます。ありがとうございました。 

議長（杉浦和人君） 以上で５名の諸君の一般質問が終わりました。 

 その他の諸君の一般質問は明13日に行いたいと思いますが、ご異議ございません

か。 

－異 議 な し－ 

議長（杉浦和人君） ご異議なしと認め、それでは、その他の職員の一般質問は明13

日行いますので、定刻にご参集をお願いいたします。 

 本日はこれをもって散会いたします。 

 一同起立、礼。 

－起 立 ・ 礼－ 

議長（杉浦和人君） お疲れさまでした。 

－散会 １７時２３分－ 


